
作成日

変更日

（１）基礎情報

ア．対象地域

過疎

イ．計画期間

※目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見直すものとする。

日田市循環型社会形成推進地域計画

地域の要件がその他の場合
は具体的に記載

構成市町村等（作成者）名

　　構成市町村に一部事務組合等が含まれている場合、当該組合の状況

組合名称
（設立（予定）年月日）

計画期間※ 6年

組合を構成する市町村

組合設立に関する、
今後の見通し

令和7年11月21日

日田市全域（過疎）

日田市

666.03

60,339

１　計画の基本的な事項

地域の要件

離島、豪雪、山村、半島、
過疎地域に該当がある市町

村名

地域総面積（㎢）

地域内総人口（人）

開始年月日

終了年月日

令和8年4月1日

令和14年3月31日
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（２）対象地域における取組みに関する事項

ア．ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況

イ．プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容

実施地域

実施年度

実施方法

上記が④も
しくは⑤の
場合、その

詳細

予定地域

予定年度

予定方法

上記が④も
しくは⑤の
場合、その

詳細

実施しない（予定）地域

プラ要件化対象事業の実施

備考

実施予定
の場合

確認した都道府県の
広域化・集約化計画の名称

実施済
の場合

第5次大分県廃棄物処理計画（令和3年3月）にて、大分県下市町村が6ブロックに分け
られ、本市は日田玖珠ブロック（構成市町村：日田市、九重町、玖珠町）に分類され
ている。
本市では、平成 25 年度から平成 26 年度に亘って、近隣の玖珠町、九重町、玖珠九
重行政事務組合及び中津市等とごみ処理の広域化について協議を行ってきたが、それ
ぞれが所有する施設の耐用年数に相違があることや、距離的な要因による運搬費用の
増加、また、積雪や凍結に伴う運搬業務への懸念等の理由により、今時点での広域化
については困難であるとの結果に至ったところである。
令和6年3月29日付環循適発第24032923号環境省環境再生・資源循環局廃棄物適正処理
推進課長通知「中長期における持続可能な適正処理の確保に向けたごみ処理の広域化
及びごみ処理施設の集約化について（通知）」に基づいた広域化・集約化計画の策定
が求められており、今後、県によって、計画が策定された場合については、当該計画
に基づき、施設の余剰能力などを踏まえた中で、広域化・集約化について改めて検討
を行う予定である。

第5次大分県廃棄物処理計画

日田市（全部過疎地域であるため）
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ウ．対象地域における一般廃棄物処理有料化の状況

エ．対象地域における災害廃棄物処理計画の策定状況

未策定の構成市（策定予定時期）

備考

上記が④の場合、その詳細

未導入の構成市町村名

有料化導入に向けた
検討状況

※全ての構成市町村で導入
済の場合は記載不要

策定状況

策定済の構成市（計画の名称） 日田市（日田市災害廃棄物処理計画）（令和7年3月改訂）

①構成市全てで策定済

①全ての構成市町村で導入済有料化導入状況
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２　循環型社会形成推進のための現状と目標（一般廃棄物の処理）

（１）一般廃棄物の処理の現状と目標（全域）

現状 目標

令和6年度 令和14年度 現状比

60,339 54,109 -10.3%

7,813 8,030 2.8%

11,340 10,334 -8.9%

458 444 -3.1%

　その他排出量（トン） 50 112 124.0%

　⑤総排出量（トン） 19,203 18,476 -3.8%

872 936 7.3%

　再生利用量 3,117 3,406 9.3%

16% 18%

　最終処分量 1,931 1,450 -24.9%

10% 8%

　エネルギー回収量 　年間の発電電力量（MWH） 0 0

　年間の熱利用量（GJ） 0 0

特記事項

⑧最終処分量：埋立処分された量〔単位：トン〕

≪用語の定義≫　下記のとおり表１で用いる用語の定義を行う。

※　別添資料として①～⑧に関する過去及び将来推計のトレンドグラフを添付する。

⑤総排出量：②＋③＋その他排出量の和〔単位：トン〕

②③排出量：対象地域において出されたごみの量（資源含む。集団回収されたごみを除く）〔単位：トン〕
　　　　　　※事業系・生活系それぞれで記載。

⑥1人1日当たりの排出量：⑤*10^6/総人口/年間日数〔単位：ｇ/人日〕

⑦総資源化量：事業系の資源ごみ量＋生活系の資源ごみの量＋集団回収量等の和〔単位：トン〕

エネルギー回収量：エネルギー回収施設において発電された年間の発電電力量〔単位：MWh〕及び熱利用量〔単
位：GJ〕

その他排出量：②、③に該当しない排出量〔単位：トン〕

④1人1日当たりのごみ排出量：（生活系ごみ排出量－生活系資源ごみの量）*10^6/総人口/年間日数〔単位：ｇ
/人日〕

本計画の計画期間中においては、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目指し、表１のとおり目
標量について定め、それぞれの施策に取り組んでいくものとする。

　排出量

　⑥1人1日当たりの排出量（ｇ/人日）

　④1人1日当たりのごみ排出量（ｇ/人日）

　③生活系ごみ排出量（トン）

　②事業系ごみ排出量（トン）

　表１　減量化、再生利用に関する現状と目標

　①総人口（人）

　総排出量に占める総資源化量の割合

　総排出量に占める埋立最終処分量の割合

その他排出量は集団回収量。

　⑦総資源化量（トン）

　⑧埋立最終処分量（トン）
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予測・目標における数値のうち、②③④が増加予測となるものもがある場合はその理由を記載

一般廃棄物処理計画と目標値が異なる場合に、地域計画と一般廃棄物処理計画との整合性に配慮した内容

一般廃棄物処理基本計画では、市内の多量排出事業者から報告を受けている紙ごみを集計した量を事業系ごみ
排出量に加えているが、市が直接処理している資源ごみの量とは異なるため、現在の実態調査等の報告に合わ
せた目標値とした。

一般廃棄物処理基本計画では、事業系ごみについて、令和５年度実績値から５％削減することを目標として、
各種環境施策を実施することとしていたが、令和６年度は事業系ごみの実績値が一般廃棄物処理基本計画の目
標値より減少した。
令和６年度事業系ごみの実績値は、各年度の実績値と比べても最小であり、減少の原因も定かではないため、
令和６年度実績値を基準として目標を立てるのは適切ではないと考え、一般廃棄物処理基本計画の値を採用し
たことから現状と比べて増加予測となっている。

（参考）Ｒ５事業系ごみ排出量　　　　　　　　　8,359トン
　　　　一般廃棄物処理基本計画の目標（Ｒ16）　7,957トン
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（２）一般廃棄物の処理の現状と目標のフロー図（全域）

令和6年度

集団回収量 総資源化量 総排出量

19,203 t
リサイクル率

16.2%

処理残さ量

3,279 t
排出量 計画処理 17.1%

19,153 t
100.0% 減量化量

14,155 t
自家処理量 73.9% 最終処分量

1,931 t
10.1%

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。

令和14年度

集団回収量 総資源化量 総排出量

18,476 t
リサイクル率

18.4%

処理残さ量

2,437 t
排出量 計画処理 13.3%

18,364 t
100.0% 減量化量

13,620 t
自家処理量 74.2% 最終処分量

1,450 t
7.9%

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。

0 t

3,406 t

362 t

2.8%

現状の一般廃棄物の処理状況フロー

中間処理量 処理後最終処分量

目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー

処理後最終処分量

1,499 t1,795 t

1,357 t

50 t 3,117 t

19,153 t
17,434 t 1,569 t

112 t

0 t

直接資源化量

18,364 t
938 t

8.2%

5.1%

9.8%

87.4%
16,057 t

512 t

1.9%

処理後再生利用量

直接資源化量 処理後再生利用量

1,710 t
8.9%

91.0%

7.1%

8.2%

中間処理量

直接最終処分量

直接最終処分量
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（１）処理体制

（２）処理施設等の整備

３　目標達成に向けた施策（一般廃棄物の処理）

今後とも、事業系ごみは、生活系ごみに準じた収集運搬・処理を行う。
また、事業者による缶やびん、ダンボールなどの再資源化活動を推進するとともに、民間事業
者がスーパー等での店頭回収やリサイクルBOXの設置等により回収する資源物についての実態
把握に努める。

上記（１）の今後の分別区分及び処理体制で処理を行うため、表３のとおり必要な施設整備、
表４のとおり計画支援事業等を行う。また、参考として現有施設一覧を表５で示す。

　　ア．生活系ごみの処理体制の現状と今後

分別区分及び処理方法は表２のとおりである。
現状、16種類の分別を実施しており、収集・運搬は全て民間業者に委託している。
可燃ごみは清掃センターにて焼却処理を行っている。
生ごみは、バイオマス資源化センターにてメタン発酵させ、残渣は清掃センターにて焼却処理
を行っている。
不燃ごみ（粗大ごみを含む）は簡易選別を行い、資源化可能なものはストックヤードにて一時
保管後、民間業者に引き渡している。
埋立ごみは、最終処分場にて埋立処理を行っている。
資源物は、清掃センターのストックヤードにて一時保管後、民間業者に引き渡している。

今後は、可燃ごみ（生ごみを含む）は次期清掃センターにて焼却処理を行い、不燃ごみ、埋立
ごみ、資源物については現状の分別区分及び処理方式を維持する。

　　ウ ．一般廃棄物処理施設であわせて処理する産業廃棄物の現状と今後

令和７年度時点において、バイオマス資源化センターでは、生ごみのほかに豚糞尿や焼酎かす
などの産業廃棄物を処理している。
令和６年に実施した一般廃棄物処理施設の一体的見直しに伴い、老朽化したバイオマス資源化
センターは令和８年度中に廃止する予定としているため、これまで施設で処理をしていた産業
廃棄物は、今後、排出者自らが処理を行う。

　　イ．事業系ごみの処理体制の現状と今後 
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表２　日田市の生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後

処理方法 処理施設等 一次処理 二次処理

焼却
清掃セン
ター

メタン発酵
バイオマス
資源化セン
ター

蛍光灯 蛍光灯

乾電池・水銀体温計 乾電池・水銀体温計

埋立 最終処分場 最終処分場

ダンボール ダンボール

新聞・チラシ 新聞・チラシ

紙パック 紙パック

雑誌・雑紙
（その他の紙）

雑誌・雑紙（その他の
紙）

一升びん 一升びん

ビールびん ビールびん

埋立ごみ

不
燃
ご
み

民間委託先

民間委託先

埋立

日田市
分別区分

一時保管
マテリアル
リサイクル
推進施設

マテリアル
リサイクル
推進施設

売却及び
再資源化

一時保管

紙
類

布類

リ
タ
ー
ナ

ブ
ル
び
ん

発泡スチロール

資
源
物

埋立ごみ

分別区分

一時保管

一時保管

清掃セン
ター

清掃セン
ター

発泡スチロール

紙
類

布類

リ
タ
ー
ナ

ブ
ル
び
ん

資
源
物

缶以外のカナモノ
（小型家電を含む）

空き缶

びん・ペットボトル

不
燃
ご
み

有
害
物

現　　　状（　6　年度） 今　　　後（　14　年度）

処理方法
処理施設等

可燃ごみ

生ごみ

可燃ごみ 焼却
エネルギー
回収型廃棄
物処理施設

焼却灰資源
化又は埋立

売却及び
再資源化

有
害
物

缶以外のカナモノ（小型家電を
含む）

空き缶

びん・ペットボトル
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表３－Ａ　マテリアルリサイクル推進等のための整備事業

事業番号 1

施設名称
マテリアルリサイク

ル推進施設

事業主体 日田市

工種 新設工事

事業目的
（新設・改良等の理由）

マテリアルリサイク
ルの推進

施設種別 ストックヤード

処理方式 一次選別、保管

処理能力（単位） 1,481㎡

事業期間
令和8年度から令和10

年度

竣工（事業完了）予定年月 令和11年3月

設置予定地
※検討中の場合は「未定」

日田市山田町

想定される浸水深
※未定の場合は記載不要

浸水深0.0ｍ

浸水対策

環境省所管（循環交付金
等）の活用を予定

※「○」の場合は以下の項目
を記載すること

○

国土強靭化地域計画
（計画の名称）

日田市国土強靭化地
域計画Ｐ３６

プラ要件化の
経過措置の適用

－

プラ施設整備事業 －

CO2削減率
※改良事業の場合

－

スラグの利用計画
※灰溶融施設を整備する場合

－

ストック対象物
※ストックヤードを整備

する場合

缶、缶以外のカナモ
ノ、びん、ペットボ
トル、有害物、埋立
ごみ、紙類、布類、
リターナブルびん、
発泡スチロール

要綱第５の２による交付
をうける予定の場合は、
施設減少数と対象市町村

増加数の合計
※以下の項目を記載

本施設整備にあたり
廃止する施設(処理対象市

町村名)

清掃センター（日田
市）

広域化・集約化後の処理
対象市町村数（処理対象

市町村名）

備考
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表３－Ｃ　エネルギー回収等のための整備事業

事業番号 2 3

施設名称
エネルギー回収型廃

棄物処理施設
日田市清掃センター

事業主体 日田市 日田市

工種 新設工事 解体

事業目的
（新設・改良等の理由）

既存処理施設の老朽
化

既存処理施設の老朽化

施設種別
ごみ焼却施設（エネ
ルギー回収あり）

ごみ処理施設

型式及び処理方式 全連続式ストーカ炉

処理能力（単位） 65t/日

事業期間
令和8年度から令和10

年度
令和12年度から令和

13年度

竣工（事業完了）予定年月 令和11年3月 令和14年3月

設置予定地
※検討中の場合は「未定」

日田市山田町

想定される浸水深
※未定の場合は記載不要

浸水深0.0ｍ

浸水対策

環境省所管（循環交付金
等）の活用を予定

※「○」の場合は以下の項目
を記載すること

○

国土強靭化計画への記載
（計画の名称）

日田市国土強靭化地
域計画Ｐ３６

プラ要件化の経過措置 －

エネルギー回収率
※発電・熱回収がある

場合
回収率10.0％

余熱利用の計画
・燃焼空気の予熱
・場内利用

外部供給における利活
用の概要

－

CO2削減率
※改良事業の場合

－

燃料の利用計画
※ごみ燃料化施設を整

備する場合
－

バイオガス熱利用率
※バイオガス化施設を

整備する場合
－

バイオガスの利用計画
※バイオガス化施設を

整備する場合
－
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事業番号 2 3

施設名称
エネルギー回収型廃

棄物処理施設
日田市清掃センター

計画１人１日平均排出
量（g）

387g

計画収集人口（人） 56,441人

計画直接搬入量
（t/日）

21.32t

計画年間日平均処理量
（t/日）

43t/日 t/日 t/日 t/日 t/日

通知に基づく施設規模
（計画１人１日平均排出量×計画収集人口

＋計画直接搬入量）÷実稼働率

54t/日 t/日 t/日 t/日 t/日

災害廃棄物処理計画へ
の受入の記載有無

○

災害廃棄物処理量
（見込み％）

10%

災害廃棄物処理量を見込
んだ通知に基づく施設規

模
60t/日 t/日 t/日 t/日 t/日

適切な施設規模よりも大
きいまたは小さい施設規

模で整備する場合

④その他（備考に
記載）

要綱第５の２による交付
をうける予定の場合は、
施設減少数と構成市町村

増加数の合計
（下記にその詳細を記

載）

本施設整備にあたり
廃止する施設
(対象市町村)

広域化・集約化後
の構成市町村数
（対象市町村）

備考

施設規模算定通知の対
象外であるため（令和
８年度着工、交付要綱
第５条２項の適用外）

エネルギー回収のありなしに関わらず、焼却施設を環境省所管の交付金等を活用し、整備する場合は下記を記載
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表４　施設整備に関する計画支援事業等

事業番号 ① ②

関連する本体事業の番
号

3 3

事業名
日田市清掃センター

解体事業
解体計画・設計

日田市清掃センター
解体事業

解体計画・設計

事業主体 日田市 日田市

事業目的
焼却施設解体のため

の発注支援事業
焼却施設解体のため

の発注支援事業

事業概要 解体計画・設計 土壌汚染調査

環境省所管（循環交付金
等）の活用を予定

※「○」の場合は以下の項目
を記載すること

○ ○

プラ要件の経過措置 － －

プラ施設整備事業 － －

備考
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表５　現有施設一覧

施設種別 ごみ焼却施設
有機性廃棄物リサ

イクル施設
最終処分場 し尿処理施設

施設名
日田市清掃セン

ター
日田市バイオマス
資源化センター

日田市最終処分場
日田市環境衛生セン

ター

施設所有主体 日田市 日田市 日田市 日田市

型式及び処理方式
流動床炉

（准連続燃焼式）
中温湿式メタン発

酵
管理型

高負荷脱窒素処理方式
＋高度処理

処理能力（単位） 90t/日 80t/日 116,080㎥
82kL/日

（し尿:42kL/日、
浄化槽汚泥:40kL/日）

エネルギー回収の有無 無 有 － 無

竣工年月 平成2年3月 平成18年3月 昭和61年6月 平成13年3月

廃止又は休止（予定）年月 令和12年 令和9年 － －

施設所在地
日田市緑町1丁目5-

1
日田市清水町1906

番地
日田市大山町東大

山6-3
日田市南友田町651 番

地

想定される浸水深 浸水深0.0ｍ 浸水深0.0ｍ 浸水深0.0ｍ 浸水深10.0ｍ

浸水対策

電気設備を２階に設置
し、地下にある非常用
発電機置場にも排水設
備を設けている。

交付金を活用した解体を
実施する場合、その交付

条件

関連性・連続性の
解体

廃焼却施設解体事業
着手（予定）年月

令和12年度

完了（予定）年月
令和13年度

解体に関連する新設事業番号
※表３の事業番号

2

備考
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４　循環型社会形成推進のための現状と目標（生活排水の処理）

（１）生活排水の処理に関する現状と目標（全域）

現状　: 令和6年度 目標　: 令和14年度

人口 構成比 人口 構成比

39,558 66.3% 37,169 69.6%

1,015 1.7% 927 1.7%

8,035 13.5% 8,454 15.8%

48,608 81.5% 46,550 87.2%

801 1.3% 507 0.9%

10,259 17.2% 6,340 11.9%

11,060 18.5% 6,847 12.8%

59,668 100.0% 53,397 100.0%

5,825 3,679

12,138 11,935

17,963 15,614

一般廃棄物処理計画と目標値が異なる場合に、地域計画と一般廃棄物処理計画との整合性に配慮した内容

非水洗化人口（人）

小計：未処理人口（人）

合計：総人口（人）

汲取りし尿量（キロリットル）

浄化槽汚泥量（キロリットル）

生活排水処理に関する人口は令和7年3月31日時点のものであり、ごみ処理に関する人口（令和6年10月1日時点）と
は一致しない。

生活排水の処理については、表６に掲げる目標のとおり、合併処理浄化槽の整備等を進めていくものと
する。

表６　生活排水処理に関する現状と目標

処
理
形
態
別
人
口

し
尿
・
汚
泥
の
量

公共下水道（人）

農業集落排水施設等（人）

合併処理浄化槽等（人）

小計：汚水衛生処理人口（人）

単独処理浄化槽（人）

合計（キロリットル）
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（１）処理体制

（２）合併処理浄化槽の整備

５　目標達成に向けた施策（生活排水の処理）

　　ア 生活排水処理の現状と今後

生活排水の処理については、引き続き、下水道や農業集落排水処理施設が整備されて
いない区域において、合併処理浄化槽の整備を進めていく。
また、し尿、浄化槽汚泥（農業集落排水施設からの汚泥を含む）については、し尿処
理施設（日田市環境衛生センター）において適正処理を行う。今後は、中間処理の効
率化を図るため、し尿処理施設と下水処理場（日田市浄化センター）の水処理の共同
化を進めていく。

合併処理浄化槽の整備については、表７のとおり行う。
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表７　浄化槽事業等のための整備事業※ 計画地域内の施設の状況（現況、予定）を地図上に示したものを添付

事業番号 4

事業主体 日田市

事業名称
浄化槽設置整備事

業

現有設備の内容

直近の整備済み基数
（基）

（令和６年度）
3,246基

処理人口（人） 7,274人

整備計画

整備計画基数（基） 360基

整備計画人口（人） 792人

事業期間
令和8年度から令和13

年度まで

国土強靭化計画への記載
（計画の名称）

日田市国土強靭化地
域計画Ｐ３１

備考
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（１）地域の循環型社会を形成する上で、次の施策を実施していく

６　関連するその他の施策

　　ア　ごみ減量・リサイクル促進のための施策内容

　　イ　プラスチック資源に関する施策内容

廃プラスチックの排出量の推移や他自治体の取組状況等を注視しつつ、必要となる業
務や費用等の把握及び費用対効果や市民負担の状況などを検証、それらを総合的に勘
案する中で、資源化に向けた実施方策を検討する。

○今後も市のホームページや広報誌等による啓発活動や情報提供を継続し、市民の自
主的なごみ発生抑制行動の活発化を図る。
○今後も衣類や日用品の譲渡などリユースの推進の呼びかけを行い、リユースの推進
によるごみの発生抑制を図る。
○30・10運動等の取組の普及啓発や、フードバンク・フードドライブ活動の実施主体
と連携し、未利用食品等の有効活用の推進を図る。
○市内6店舗が、「大分県におけるレジ袋削減に向けた取組に関する協定」を締結し、
レジ袋の削減による廃プラスチックの減量に取り組んでいる。また、市民環境会議
「ごみ・リサイクル・景観部会」によるマイバッグ運動を市内スーパーで実施し、マ
イバッグの推進を呼びかけている。今後も協定締結店やマイバッグ推進協力店の拡大
に向けた協力要請を継続し、マイバッグ持参率の向上を図るとともに、廃プラスチッ
クの排出抑制のための普及啓発を行う。
○今後も市内の小学生を対象に環境学習を実施し、ごみ分別やリサイクルに関する意
識の向上を図る。
○今後も資源回収団体奨励金の交付を継続し、市民団体による資源回収を推進し、地
域における拠点回収についても検討する。
○生活系ごみについては収集時に分別排出されていないごみは収集していない。ま
た、可燃ごみの組成調査結果を公表することにより、分別排出の徹底を推進する。
○観光祭では、観光客にトングとごみ袋を配布し、ごみ拾いを通じてごみの分別や持
ち帰りの啓発を行っている。今後も市内で行われるイベントでは、ごみ箱を置かない
ことや、ごみを持ち帰ることなどを、各種イベントを通して周知や普及・啓発活動に
努め、ごみの分別排出を推進する。
○（令和9年度以降）バイオマス資源化センターの廃止により生ごみは可燃ごみと合わ
せて焼却処理されることとなるため、生ごみ焼却処理量の削減を図るためにも、家庭
における生ごみ堆肥化容器普及の推進、事業所から排出される生ごみの資源化の推進
等を行う。
○雑がみの分別排出について周知することで、家庭及び事業所における雑がみの発生
抑制と分別排出を推進し、焼却処理量の削減とリサイクル率の向上を図る。
○今後も「家庭ごみの分け方・出し方」等の配布を継続し、布類の分別排出を推進す
る。また、事業者による分別排出も推進する。
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　　オ　事業系ごみに関する施策内容

○事業所に対しては、許可業者を通じてごみ排出量抑制に関する啓発・指導を実施し
ている。
○事業系一般廃棄物を多量に排出する事業者には、毎年、事業系一般廃棄物減量等計
画書の提出を求め、ごみ排出量の実績やリサイクルの取組状況を確認している。
○今後さらなる事業系ごみ量の削減を強化するためにも、どういった業種やどのよう
な事業系ごみが種類別に多いのか、事業所や運搬業者へのアンケート調査、搬入時の
展開検査の強化等により事業系ごみの排出実態把握を行い、原因の把握と要因の分析
を行う。また、改善が見られない事業所には市が直接指導を行うと共に、日田市清掃
センターにおける定期的な展開検査での実施内容や事業者に対するサーキュラーエコ
ノミーについて、広報啓発活動を実施する。さらに、事業所からのごみ排出量の抑制
を図るため、ごみ処理手数料の改定についても検討する。
○市民事業者に対して、日田市環境基本計画に環境配慮型の商品の選択を記述するな
ど周知に努め、今後もグリーン購入を促進し、情報発信を行う。

ごみ処理手数料は、委託収集による生ごみと資源物及びボランティア活動に伴うごみ
を除いて、有料制を導入している。

　　ウ　ごみ処理手数料有料化の実施内容

　　エ　リチウム蓄電池に関する対策

小型家電については、市役所、振興局、振興センター等11 箇所に設置している回収
ボックスによる拠点回収や、ごみステーションでの回収を行っている。また、小型家
電に含まれる二次電池（リチウムイオン電池等）が廃棄物として排出され、運搬時や
処理時に火災事故が発生する事例が全国で相次いでいることから、今後も小型家電の
分別排出の徹底を図るとともに、市による回収に加え、販売店回収など民間事業者に
よる回収を促進することにより、リサイクルの推進を図る。
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日田市災害廃棄物処理計画を策定しており、本計画に基づいた取り組みを推進してい
く。

　　キ　生活排水対策

○現在未処理のまま、公共用水域に放流されている一部の生活雑排水を適正に処理す
るため、集合処理区域については公共下水道及び農業集落排水施設への接続を促進し
水洗化率の向上を目指す。
　また、集合処理区域を除く区域については、合併処理浄化槽の設置及び単独処理浄
化槽から合併処理浄化槽への転換を図るため浄化槽設置補助事業の利用を促し、単独
処理浄化槽人口及びし尿汲み取り人口等を削減することで、生活排水処理率の向上を
図る。
○公共下水道の管渠等施設については、ストックマネジメント計画に基づき順次点
検・調査を行い、施設の劣化状況を把握し、リスク評価を行った上で優先順位をつけ
て適切な時期に改築更新を実施する。
　また、農業集落排水施設についても、今後、適切な時期にストックマネジメント計
画を策定し、施設の維持管理に努めていく。
○県と連携しながら、合併処理浄化槽及び単独処理浄化槽の法定検査受検指導と維持
管理が不適正と判断される設置者に対する指導体制の強化を進める。
○これまでの地域資源リサイクルシステム構築の検討にあたって、日田市環境衛生セ
ンターに搬入されるし尿・浄化槽汚泥の一部を日田市浄化センターで処理する実証試
験（令和3 年10月～）を行った結果、日田市浄化センターの処理において、公共用水
域への放流水質等に与える影響は無いことが確認できたことから、両施設の効率的で
安定的な中間処理が総合的に推進できるよう、令和9 年度を目途に日田市環境衛生セ
ンター及び日田市浄化センターの処理機能の共同化を進める。

　　カ　災害時の廃棄物処理に関する事項
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（１）計画のフォローアップ

（２）事後評価及び計画の見直し

７　計画のフォローアップと事後評価

日田市は、毎年、計画の進捗状況を把握し、必要に応じて国及び大分県と意見交換を
しつつ、計画の進捗状況を勘案し、計画の見直しを行う。

　計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果を取りまとめた時点で、速やか
に計画の事後評価、目標達成状況の評価を行う。
　また。評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させるもの
とする。
　なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じて計画を見直
すものとする。
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総事業費（千円）

単位 開始 終了 開始 終了
複数計画
合算費

現計画での
総事業費

複数計画
合算費

合計 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度

0 720,277 0 644,846 0 95,261 549,585 0 0 0

1 日田市 1,481 ㎡ R8 R10 R9 R10 720,277 0 644,846 0 95,261 549,585

0

0 11,364,077 0 9,530,358 20,324 1,743,091 6,760,443 0 805,200 201,300

2 日田市 65 t/日 R8 R10 R8 R10 10,022,077 0 8,523,858 20,324 1,743,091 6,760,443

3 日田市 R12 R13 R12 R13 1,342,000 0 1,006,500 805,200 201,300

0

0 62,000 0 62,000 0 0 25,000 37,000 0 0

① 日田市 R10 R11 R10 R11 22,000 0 22,000 11,000 11,000

② 日田市 R10 R11 R10 R11 40,000 0 40,000 14,000 26,000

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0

日田市清掃センター解体事業
解体計画・設計

総括表（交付期間における各交付対象事業の概算事業費）

事　業　種　別
事業
番号

事業主体
名　　称

規　模 事業期間
交付金交付

期間
交付対象事業費（千円）

備　　考

施　設　名　称　等

マテリアルリサイクル推進等のための整備事
業

マテリアルリサイクル推進施設

計画支援事業等

日田市清掃センター解体事業
土壌汚染調査

エネルギー回収等のための整備事業

エネルギー回収型廃棄物処理施設

日田市清掃センター解体事業
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総事業費（千円）

単位 開始 終了 開始 終了
複数計画
合算費

現計画での
総事業費

複数計画
合算費

合計 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度

事　業　種　別
事業
番号

事業主体
名　　称

規　模 事業期間
交付金交付

期間
交付対象事業費（千円）

備　　考

施　設　名　称　等

276,324 222,264 37,044 37,044 37,044 37,044 37,044 37,044

4 日田市 R8 R13 R8 R13 276,324 222,264 37,044 37,044 37,044 37,044 37,044 37,044

浄化槽整備事業（下記事業を除
く）

360 基 276,324 222,264 37,044 37,044 37,044 37,044 37,044 37,044

既設の浄化槽改築事業 基 0

浄化槽災害復旧事業 基 0

少人数高齢世帯の維持管理負担軽
減事業

基 0

浄化槽整備効率化事業費 0

0 0 0 0 0 0 0 0

浄化槽整備事業（下記事業を除
く）

基 0

既設の浄化槽改築事業 基 0

少人数高齢世帯の維持管理負担軽
減事業

基 0

浄化槽整備効率化事業費 0

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

浄化槽整備事業（下記事業を除
く）

基 0

既設の浄化槽改築事業 基 0

浄化槽災害復旧事業 基 0

少人数高齢世帯の維持管理負担軽
減事業

基 0

浄化槽整備効率化事業費 0

0 0 0 0 0 0 0 0

浄化槽整備事業（下記事業を除
く）

基 0

既設の浄化槽改築事業 基 0

少人数高齢世帯の維持管理負担軽
減事業

基 0

浄化槽整備効率化事業費 0

0 12,422,678 0 10,459,468 57,368 1,875,396 7,372,072 74,044 842,244 238,344

浄化槽設置整備事業

内
訳

公共浄化槽等整備推進事業

合     　　計

浄化槽事業等のための整備事業

浄化槽設置整備事業

内
訳

公共浄化槽等整備推進事業

内
訳

内
訳

浄化槽事業等のための整備事業
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目標 目標

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度 令和１４年度
現状(R6年
度)比

R4年度比

①総人口（人） 63,159 62,232 61,313 60,339 59,707 58,873 58,051 57,240 56,441 55,653 54,876 54,109 -10.3% -13.1%

②事業系ごみ排出量
（トン）

8,532 8,483 8,389 7,813 8,322 8,286 8,249 8,213 8,176 8,103 8,067 8,030 2.8% -5.3%

③生活系ごみ排出量
（トン）

13,125 12,639 11,974 11,340 11,600 11,412 11,277 11,144 10,860 10,682 10,506 10,334 -8.9% -18.2%

④1人1日当たりの
ごみ排出量
（ｇ/人日）

489 480 468 458 467 466 463 463 455 451 446 444 -3.1% -7.5%

その他排出量
（トン）

41 50 59 50 65 71 78 85 92 98 105 112 124.0% 124.0%

⑤総排出量
（トン）

21,698 21,172 20,422 19,203 19,987 19,769 19,604 19,442 19,128 18,883 18,678 18,476 -3.8% -12.7%

⑥1人1日当たりの
排出量
（ｇ/人日）

941 932 910 872 917 920 923 931 929 930 930 936 7.3% 0.4%

⑦総資源化量
（トン）

4,204 3,958 3,528 3,117 3,472 3,445 2,778 2,813 3,340 3,359 3,387 3,406 9.3% -13.9%

⑧埋立最終処分量
（トン）

2,029 2,080 2,142 1,931 2,189 2,165 2,321 2,295 1,513 1,489 1,468 1,450 -24.9% -30.3%

生活系ごみ排出量
のうち資源化量
（トン）

1,841 1,732 1,470 1,263 1,425 1,403 1,433 1,462 1,491 1,517 1,545 1,569

年間日数
（日）

365 365 366 365 365 365 366 365 365 365 366 365

指標・単位

過去の状況・現状 予測

一般廃棄物の処理の実績と予測
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41 50 59 50 65 71 78 85 92 98 105 112 

13,125 12,639 11,974 11,340 11,600 11,412 11,277 11,144 10,860 10,682 10,506 10,334 

8,532 8,483 
8,389 

7,813 8,322 8,286 8,249 8,213 8,176 8,103 8,067 8,030 

21,698 21,172 20,422 
19,203 19,987 19,769 19,604 19,442 19,128 18,883 18,678 18,476 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度 令和１４年度

過去の状況・現状 予測 目標

（トン） 事業系ごみ、生活系ごみ、その他排出量の推移

②事業系ごみ排出

量

（トン）

③生活系ごみ排出

量

（トン）

その他排出量

（トン）

4,204 
3,958 

3,528 

3,117 

3,472 3,445 

2,778 2,813 

3,340 3,359 3,387 3,406 

2,029 2,080 2,142 
1,931 

2,189 2,165 
2,321 2,295 

1,513 1,489 1,468 1,450 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度 令和１４年度

過去の状況・現状 予測 目標

（トン） 総資源化量と埋立て最終処分量の推移

⑦総資源化量

（トン）

⑧埋立最終処分

量

（トン）
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63,159 

62,232 

61,313 

60,339 
59,707 

58,873 
58,051 

57,240 
56,441 

55,653 
54,876 

54,109 

48,000

50,000

52,000

54,000

56,000

58,000

60,000

62,000

64,000

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度 令和１４年度

過去の状況・現状 予測 目標

（人） 総人口の推移

①総人口（人）

489 480 468 458 467 466 463 463 455 451 446 444 

941 932 910 
872 

917 920 923 931 929 930 930 936 

0
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1,000

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度 令和１４年度

過去の状況・現状 予測 目標

（ｇ/人日） １人１日当たりのごみ排出量・１人１日当たりの排出量の推移

④1人1日当たり

の

ごみ排出量

（ｇ/人日）

⑥1人1日当たり

の

排出量

（ｇ/人日）
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目標

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度 令和１４年度

総人口（人） 62,464 61,494 60,542 59,668 58,984 58,152 57,331 56,521 55,724 54,937 54,161 53,397

40,600 40,213 39,804 39,558 39,383 39,039 38,739 38,397 38,099 37,801 37,464 37,169

65.0% 65.4% 65.7% 66.3% 66.8% 67.1% 67.6% 67.9% 68.4% 68.8% 69.2% 69.6%

1,112 1,047 1,051 1,015 1,024 1,010 995 981 967 954 940 927

1.8% 1.7% 1.7% 1.7% 1.7% 1.7% 1.7% 1.7% 1.7% 1.7% 1.7% 1.7%

8,607 8,426 8,238 8,035 8,290 8,309 8,329 8,351 8,374 8,399 8,426 8,454

13.8% 13.7% 13.6% 13.5% 14.1% 14.3% 14.5% 14.8% 15.0% 15.3% 15.6% 15.8%

未処理人口（人） 12,145 11,808 11,449 11,060 10,287 9,794 9,268 8,792 8,284 7,783 7,331 6,847

集落排水施設等（人）
汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

合併処理浄化槽等（人）
汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

汚水衛生未処理人口

公共下水道（人）
汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

生活排水の処理の実績と予測

　指標・単位

過去の状況・現状 予測

12,145 11,808 11,449 11,060 10,287 9,794 9,268 8,792 8,284 7,783 7,331 6,847

8,607 8,426 8,238 8,035 8,290 8,309 8,329 8,351 8,374 8,399 8,426 8,454

1,112 1,047 1,051 1,015 1,024 1,010 995 981 967 954 940 927

40,600 40,213 39,804 39,558 39,383 39,039 38,739 38,397 38,099 37,801 37,464 37,169

62,464 61,494 60,542 59,668 58,984 58,152 57,331 56,521 55,724 54,937 54,161
53,397
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過去の状況・現状 予測 目標

（人） 生活排水処理人口の推移

公共下水道（人）

集落排水施設等（人）

合併処理浄化槽等（人）

未処理人口（人）
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 第１章 国土強靱化地域計画策定の趣旨と位置付け       

 

 

１ 国土強靱化地域計画策定の趣旨  

 

平成23年に発生した東日本大震災を契機に重要性が高まる国土の強靱化を進めるため、国は「強

くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱化基本法」（以下「基本

法」という。平成25年12月公布・施行、令和５年６月改正）の規定に基づく「国土強靱化基本計画

」（以下「国基本計画」という。平成26年６月閣議決定、令和５年７月改定）を策定し、近い将来

に起こりうる大規模自然災害等への備えを含めた強靱な国づくりを推進している。 

 

大分県においては、南海トラフ地震やこれまで経験したことのない集中豪雨など、大規模自然災

害によって重大な危機が実際に発生した場合においても十分な強靱性を発揮できるよう、施策を総

合的かつ計画的に推進するための指針として、「大分県地域強靱化計画（以下「県地域計画」とい

う。）」を平成27年11月に策定（令和２年３月改定）し、地域の強靱化に向けた取組を推進してい

る。 

 

本市においては、度重なる災害からの復旧・復興に取り組む一方、豪雨災害をはじめとする自然

災害の経験から「災害への備え」を重視した施策の展開に努めている。 

しかしながら、大規模化する自然災害への対応を着実に進めるためには、民間事業者等を含めた

全ての関係者による叡智の結集と国及び県と連携した対策にも総力を挙げて取り組まなければなら

ない。 

このような状況を踏まえ、市民が安心して暮らせる地域づくりを基本として、地域強靭化の側面

から「持続可能な社会」を実現するとともに、地域の強靱化を総合的かつ計画的に推進するための

指針として、「日田市国土強靱化地域計画」（以下「市地域計画」という。）を策定するものであ

る。 
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２ 計画の位置付け  

 

市地域計画は、日田市総合計画で示す施策を基本とした地域の強靱化に向けた取組を総合的かつ

計画的に推進するとともに、基本法第13条に基づく「国土強靱化地域計画」として、国基本計画及

び県地域計画との連携や総合計画との調和を図りながら、地域強靱化の観点から各種計画等の指針

となるものである。 

 
 

３ 計画の構成と期間  

 

 計画の構成  

市地域計画は、基本的な方針などを記載する「基本計画」と具体的な事業の計画を記載する「

年次計画」で構成するものとし、このうち、年次計画については、各年度における事業計画との

整合や進捗管理を円滑に進めるため、毎年、改訂することを基本とした別冊としてまとめる。 

 

 

国土強靭化地域計画の構成

日田市国土強靱化地域計画

基本計画

基本的な方針（必要に応じて見直し）

具体的な事業計画（随時見直し）

日田市国土強靱化地域計画

年次計画



3 

 計画の期間  

市地域計画のうち「基本計画」については、国基本計画及び県地域計画や総合計画の改定等を

踏まえた検証を随時行ったうえで、必要に応じた見直しを適宜実施する。 

また、「年次計画」については、総合計画の計画期間にあわせた見直しを基本として、各事業

の進捗管理を含めた改訂を毎年行うものとする。 

 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 

総 合 計 画 
第６次日田市総合計画 

第３期基本計画 

第７次日田市総合計画 

第１期基本計画（予定） 

国土強靱化地域計画

( 基 本 計 画 ) 

日田市国土強靱化地域計画 基本計画 

（検証のうえ必要に応じて見直し） 

国土強靱化地域計画

( 年 次 計 画 ) 

日田市国土強靱化地域計画 年次計画 

(随時改訂) 
 (総合計画の改定にあわせた見直し) 

 

 

４ 計画の進捗管理  

 

地域の強靱化は、起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）に応じて必要となる施策を着

実に推進することで達成される。市地域計画では、「基本計画」で示す施策の方向性に沿って実施

する事業の計画を「年次計画」にまとめることとしているため、「年次計画」に掲げる事業の進捗

を毎年点検することで、施策の着実な推進につなげるものとする。また、進捗管理にあわせて情勢

の変化に沿った施策の見直しや取組の重層化を図るものとする。 
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 第２章 地域強靱化の基本的な考え方             

 

１ 地域強靱化の理念と基本目標  

 

東日本大震災をはじめとする大規模自然災害から得られた教訓を踏まえると、災害等への備えは

予断を持つことなく最悪の事態を念頭に置き、従来の狭い意味での「防災」の範囲を超えて、長期

的な展望に立った総合的な対策を講じることが必要である。 

このため、いかなる災害が発生しようとも、「強さ」と「しなやかさ」を持った安全・安心な地

域社会を構築するよう、国基本計画及び県地域計画と調和する以下の４項目を基本目標としたうえ

で、国・県と連携して地域の強靱化を推進する。 

 

 基本目標  

[基本目標１] 人命の保護が最大限図られること 

[基本目標２] 市政及び社会の重要な機能が 
致命的な障害を受けず維持されること 

[基本目標３] 市民の財産及び公共施設に係る被害の最小化 

[基本目標４] 迅速な復旧復興 

 

 

２ 地域強靱化の基本的な推進方針  

 

地域強靱化の理念を踏まえ、事前防災及び減災その他迅速な復旧復興等に資する大規模自然災害

に備えた強靱な地域づくりについて、過去の災害から得られた経験を最大限活用しつつ、次の方針

に基づき推進する。 

⑴ 地域強靱化の取組姿勢 

・市の強靱性を損なう本質的原因をあらゆる側面から検証したうえで取組を推進する。 

・短期的な視点によらず、長期的な視野を持った計画的な取組を推進する。 

⑵ 適切な施策の組み合わせ 

・ハード対策とソフト対策を適切に組み合わせ、効果的に施策を推進する。 

・「自助」、「共助」及び「公助」を適切に組み合わせ、公と民が適切に連携するとともに、

役割の分担を意識した施策を推進する。 

・非常時における防災・減災等の効果のみならず、平時にも有効に活用できる対策となるよう

に工夫した施策を推進する。 
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⑶ 効率的な施策の推進 

・既存の社会資本の有効活用等により、費用を縮減し効率的に施策を推進する。 

・施設等の効率的かつ効果的な維持管理に資する施策を推進する。 

・人命を保護する観点から、関係者の合意形成を図りつつ土地の合理的な利用に配慮した施策

を促進する。 

⑷ 地域の特性に応じた施策の推進 

・人のつながりやコミュニティ機能を向上させるとともに、地域における強靱化推進の担い手

が活動できる環境整備に努める。 

・女性や高齢者、子ども、障がい者、観光客等に配慮して施策を講じる。 

・地域の特性に応じて、自然との共生、環境との調和及び景観の維持に配慮する。 

 

３ 地域強靱化の進め方  

 

「地域強靱化」は、地域の状況と想定される自然災害を踏まえて設定する「事前に備えるべき目

標」に対し、起きてはならない最悪の事態を回避するための施策を推進することで実現させるもの

とする。 

また、ＰＤＣＡサイクルの実践を通じて、課題解決のために必要な政策の重点化・優先順位付け

に関する不断の見直しを行うものとし、目標と工程を設定した進捗管理を基本として、脆弱性や施

策効果の再評価、重要な課題に対応するための仕組みの導入など、強靱化の取組を順次ステップア

ップするものとする。 
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 第３章 想定する自然災害と事前に備えるべき目標       

 

１ 本市の地域特性  

⑴ 位置及び面積 

日田市は大分県の西部に位置し、福岡・熊本県と境をなし、東は九重山系、北は英彦山系、南

は阿蘇山系、西は耳納山系を望む四面を山岳地帯に囲まれている。 

 日田市の位置  

極 所 の 経 緯 度 

方 位 地 名 経 緯 方 位 地 名 経 緯 

東 
天瀬町 

（一手野） 
131゜05′26 南 

上津江町 
（南雉谷） 

33゜01′23 

西 
前津江町 
（柚木） 

130゜49′29 北 岳滅鬼山 33゜27′28 

 

 日田市の面積、広ぼう、海抜及び周囲  

面 積 
広 ぼ う 海  抜 

周 囲 
東 西 南 北 最高地 最低地 

666.03 
ｋ㎡ 

24.88ｋｍ 
天瀬町(一手野) 

～前津江町(柚木) 

48.63ｋｍ 
上津江町(南雉谷) 

～岳滅鬼山 

1,231ｍ 
釈迦岳 

 

38.0ｍ 
夜明関町 

 

171.7 
ｋｍ 

 

⑵ 地形及び地質 

 地  形  

周辺を1,000ｍ級の山地にて囲まれ、旧郡部は山岳地帯で平地は極めて少ない。いちばん低い80

ｍ～100ｍの底部は三隈平野と段丘より切り離された日隈・月隈・星隈の残丘がある。 

 地  質  

北部をとりまく400～1,200ｍにおよぶ山は、古期溶岩台地と呼ばれ、高低の差はあっても、一

様に筑紫溶岩系の安山小岩からなりたっている。東部は全面火山性の岩石で溶結凝灰岩が多く、

南部では大半が第3・4世紀安山岩で形成されている。 

 

⑶ 気象 

日田市は地理的にほぼ九州の中央部に位置しているため、内陸型気候といわれている。周辺に

中小河川が縦横に走っていることと、放射熱が夜間急激に上空に飛散するため、底霧の発生をみ

ることが多い。 

内陸特有の性質から昼夜の気温差が大きく、また夏季は雷の発生が多い。風は地形の影響で西

又は西北西の風が多く、風速は比較的弱い。年平均気温は15.4℃、年間降水量は1,810.4㎜（西部

の前津江町では2,853㎜）、年平均湿度は74.0％で比較的温暖多湿の気候といえる。 



7 

２ 想定する自然災害  

 

⑴ 風雨災害 

本市の災害は地形および地質等からして、その大半が集中豪雨等による低地の浸水や氾濫、土

石流による被害等の災害が多く、その他の災害では暴風雨等がある。これらの災害は、その種類

ごとに発生しやすい時期があり、集中豪雨等の大雨は、６月から７月頃の梅雨期前後にかけて起

こりやすく、暴風雨では８月から９月にかけ台風が多く発生している。 

以上のようなことを踏まえ本市の地形の特徴と災害発生の状況についてみると、集中豪雨によ

る崖くずれ、河川の氾濫による田畑の冠水、水田及び周辺林野の造成による農業用水路や小河川

からの溢水が多く、土砂災害の発生も多く見受けられることから、防護壁設置や施設の改修など

のハード面の充実を推進するとともに、ソフト面では市民一人ひとりの防災意識の高揚を図り、

被害を最小限にとどめる減災対策の充実を図ることを災害に対する基本的な考えとするものであ

る。 

 

⑵ 地震災害 

大分県全域にわたって被害が想定される地震のうち、日田市に最も影響が大きいと想定される

地震は「万年山－崩平山断層帯」を震源とした場合のマグニチュード6.8、最大震度6強と予測さ

れている。しかしながら、活断層と推測される入美断層、活断層の疑いのある一尺八寸山断層を

有していることに併せて、日田地方を震源とする地震が比較的多く発生しており、昭和50年の大

分県中部地震規模の直下型地震の例もあり得るため予断は許されない。 

地震災害は、他の災害とは異なり地震発生の予知が困難であることから事前対策による被害軽

減に限界はあるものの、各種要因により本市で想定される地震のうち、「万年山－崩平山断層帯

」を震源としたマグニチュード6.8、震度6強の地震を想定するものとする。 

 

 

３ 事前に備えるべき目標  

 

本市の地域特性を踏まえて想定した自然災害から基本目標に掲げる４つの目標を達成するために

は、予断を持つことなく最悪の事態を念頭に置いた「備え」を進める必要がある。 

また、災害への備えを進めるにあたっては、国・県との連携を重視する観点から、国基本計画及

び県地域計画と調和する以下の８項目を「事前に備えるべき目標」として設定し、地域の強靱化を

推進する。 
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 事前に備えるべき目標  

[目標１] 直接死を最大限防ぐ 

[目標２] 救助・救急、医療活動が迅速に行われるとともに 
被災者等の健康・避難生活環境を確実に確保する 

[目標３] 必要不可欠な行政機能は確保する 

[目標４] 必要不可欠な情報通信機能・情報サービスは確保する 

[目標５] 経済活動を機能不全に陥らせない 

[目標６] ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク 
等の被害を最小限に留めるとともに、早期に復旧させる 

[目標７] 制御不能な複合災害・二次災害を発生させない 

[目標８] 社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で 
復興できる条件を整備する 
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 第４章 リスクシナリオと脆弱性の評価            

 

１ 起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）の設定  

 

本市で想定される大規模自然災害に対して、最悪の事態を回避するための既存の取組を整理する

とともに、必要となる施策の構築を進めるため、本市の地域特性等を踏まえるとともに、国基本計

画や県地域計画との調和を考慮して、８つの「事前に備えるべき目標」の妨げとなる31の「起きて

はならない最悪の事態（以下「リスクシナリオ」という。）」を次のとおり設定する。 

 

     は「総合計画の施策体系とリスクシナリオの相関図」で使用する表記 

 

[目標１] 直接死を最大限防ぐ  のリスクシナリオ 

 

1-1 住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が集まる施設の倒壊による多

数の死傷者の発生               建物等の倒壊による死傷者の発生    

1-2 密集市街地や不特定多数が集まる施設における大規模火災による多数の死傷者の発生 

大規模火災による死傷者の発生     

1-3 突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水による多数の死傷者の発生 

広域浸水による死傷者の発生      

1-4 大規模な土砂災害等による多数の死傷者の発生 

土砂災害等による死傷者発生      

 

 

[目標２] 救助・救急、医療活動が迅速に行われるとともに被災者等の健康・避難生活

環境を確実に確保する  のリスクシナリオ 

 

2-1 被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資供給の長期停止 

生命に関わる物資供給の長期停止    

2-2 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 

孤立地域等の同時発生         

2-3 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足 

救助・救急活動等の絶対的不足     

2-4 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エネルギー供給の途絶によ

る医療機能の麻痺               医療施設等の絶対的不足・麻痺     

2-5 被災地における疫病・感染症等の大規模発生 

疫病・感染症等の大規模発生      

2-6 劣悪な避難生活環境、被災者の健康管理の不全による多数の死者・病症者の発生 

避難生活環境での死者・病症者発生   
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[目標３] 必要不可欠な行政機能は確保する  のリスクシナリオ 

 

3-1 行政機関の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下 

行政機能の大幅な低下         

 

 

[目標４] 必要不可欠な情報通信機能・情報サービスは確保する  のリスクシナリオ 

 

4-1 防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・機能停止 

通信インフラの麻痺・機能停止     

4-2 災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収集・伝達ができず、避難行動や救

助・支援が遅れる事態             災害情報の収集・伝達機能の停止    

 

 

[目標５] 経済活動を機能不全に陥らせない  のリスクシナリオ 

 

5-1 金融サービス・郵便等の機能停止による市民生活・商取引等への甚大な影響 

金融サービス・郵便等の機能停止    

5-2 食料等の安定供給の停滞 

食料等の安定供給の停滞        

 

 

[目標６] ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク等の被害を最小限に留

めるとともに、早期に復旧させる  のリスクシナリオ 

 

6-1 電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や石油・ＬＰガスサプライチェーン等の

長期間にわたる機能の停止           電力等サプライチェーンの長期停止   

6-2 水道等の長期間にわたる供給停止 

水道等の長期供給停止         

6-3 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

汚水処理施設等の長期機能停止     

6-4 基幹的交通から地域交通網まで、交通インフラの長期間にわたる機能停止 

交通インフラの長期機能停止      

6-5 防災インフラの長期間にわたる機能不全 

防災インフラの長期機能不全      
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 [目標７] 制御不能な複合災害・二次災害を発生させない  のリスクシナリオ 

 

7-1 地震に伴う市街地での大規模火災の発生 

市街地での大規模火災の発生      

7-2 沿線・沿道の建物倒壊に伴う閉塞、交通麻痺 

建物倒壊に伴う閉塞、交通麻痺     

7-3 ため池、天然ダム等の損壊・機能不全による被害の拡大 

ため池、天然ダム等の損壊・機能不全  

7-4 有害物質の大規模拡散・流出による被害の拡大 

有害物質の大規模拡散・流出      

7-5 農地・森林等の被害による地域の荒廃 

農地・森林等の被害と地域の荒廃    

 

 

[目標８] 社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する  の

リスクシナリオ 

 

8-1 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事態 

災害廃棄物の処理の停滞        

8-2 復興を支える人材等（専門家、コーディネーター、労働者、地域に精通した技術者等）の

不足により復旧・復興が大幅に遅れる事態    人材不足による復興の遅延       

8-3 広域地盤沈下等による広域・長期にわたる浸水被害の発生により復興が大幅に遅れる事態 

浸水被害による復興の遅延       

8-4 貴重な文化財や環境的資産の喪失、無形の文化が衰退する事態 

文化財や環境的資産等の喪失      

8-5 事業用地の取得、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進まず復興が大幅に遅れる事態 

仮設住宅等の整備の遅延        

8-6 地域コミュニティの崩壊等により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

地域コミュニティの崩壊等       
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２ リスクシナリオに対する脆弱性の分析  

 

リスクシナリオを回避するための対策を総合的に進めるためには、本市が進める施策を検証し災

害に対する脆弱性を評価したうえで、顕在化した課題への対応を講じながら地域の強靱化に取り組

む必要がある。このため、リスクシナリオと本市が進める施策の相関を整理したうえで脆弱性を評

価した。 

評価にあたっては、本市の施策が総合計画を基軸として展開していることに鑑み、「まちづくり

の大綱」で示す６つの政策、市民協働／福祉／産業振興／生活基盤／教育・文化／環境とこれに基

づく施策及び主要な取組を、リスクシナリオと対比したうえで一覧表にまとめて整理した。 

なお、評価によって明らかとなった脆弱性のうち対策が不十分なものについては、課題の解決に

関連する施策により補完するほか、本計画の進捗管理を担う「年次計画」の改訂にあわせて施策を

追加して地域の強靱化を進めるものとする。 

 

 第６次日田市総合計画第３期基本計画における施策体系  
政策 施  策 主 要 施 策 

市
民
協
働 

 
⑴市民協働のまちづ

くり 
⑵市民サービスの充

実・向上 
⑶政策を実行・実現

する行財政運営 
 

 
①まちづくり活動の促進 ②お互いの生き方を尊重し合える環境の整備 ③広報・
広聴活動の強化 ④移住・定住への支援 
①誰もが利用しやすい行政サービスの推進 ②デジタル技術を活用した市民サービ
スの向上 
①持続可能な財政運営 ②公共施設の適正な管理 ③行政の改革 ④デジタル技術
を活用した行政運営の効率化 

福 
 

祉 

 
⑴健康づくり、保健

・医療の充実 
⑵地域福祉の推進 
 
⑶子ども・子育て支

援の推進 
⑷障がい者(児)福祉

の充実 
⑸高齢者福祉の充実 
 
 
⑹防災・消防・救急

体制の強化 
 
⑺防犯体制、交通安

全対策及び消費生
活の充実 

 

 
①健康づくりの推進と保健の充実 ②地域医療の充実 
 
①地域のつながりづくり ②支えあう地域づくり ③身近な相談体制づくり ④暮
らしを支える環境づくり 
①幼児期における教育・保育施設の充実 ②地域における子ども・子育て支援の充
実 ③子育て世帯への経済的な支援 ④子ども・子育て支援関連施策の推進 
①障がい者(児)の自立と社会参加及び地域での交流の促進 ②障がい保健福祉サー
ビスの充実 ③相談支援体制の充実 
①高齢者の積極的な社会参加 ②高齢者の福祉を支える社会的基盤の確立 ③高齢
者の生活支援及び介護予防の推進 ④介護サービスの質の向上と介護サービス基盤
の整備 
①防災体制の整備と減災対策の推進 ②危機管理体制の確立 ③自然災害による被
災者の生活再建 ④消防、救急救助体制の連携と消防設備の整備 ⑤救急疾患への
対応 
①防犯意識の高揚及び環境づくり ②交通安全意識の高揚及び環境づくり ③消費
者の意識啓発 ④消費生活相談に関する体制の充実 
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政策 施  策 主 要 施 策 

産
業
振
興 

 
⑴農業・水産業の振

興 
 
⑵林業の振興 
 
 
⑶商工業の振興 
 
 
⑷観光の振興 
 
 
 

 
①地域特性を活かした農畜産業・内水面漁業の展開 ②地域ブランドによる販路拡
大 ③地域を支える担い手の育成 ④農業生産基盤の確保と優良農地の保全 ⑤環
境にやさしい循環型農業の推進 ⑥魅力ある農村づくりの推進 
①多面的機能を発揮する森林づくり ②持続可能な森林経営の推進 ③日田材の需
要拡大と販売体制の強化 ④森林資源の有効活用 ⑤市民の森林・林業・木材産業
への理解促進、担い手の確保育成 ⑥有害鳥獣被害防止対策の推進 
①経営基盤の安定強化 ②中小企業の活用による地域内の経済循環の創出 ③経営
の拡大及び新分野への進出の促進 ④創業の促進 ⑤人材の育成・確保と事業環境
の整備 ⑥企業誘致の推進 
①地域資源を活かした観光コンテンツの磨き上げ ②新たな観光の魅力づくり ③
戦略的な誘客と効果的な情報発信 ④安全・安心なおもてなし環境の整備 ⑤連携
強化による持続可能な観光地域づくり 
 

生
活
基
盤 

 
⑴道路・河川・公共

交通の整備 
 
⑵住環境の整備と維

持管理 
⑶公園・緑地の整備

と維持管理 
⑷地域特性を活かし

た空間づくり 
⑸情報通信基盤の整

備と維持管理 
⑹減災対策と災害復

旧 
 

 
①地域高規格道路「中津日田道路」の整備 ②幹線道路網の整備 ③都市計画道路
の整備 ④生活関連道路の整備 ⑤公共交通の維持と確保 ⑥安全・安心で自然環
境を活かした河川整備 
①市営住宅の整備・維持管理 ②民間住宅に対する支援等 ③水道の整備 ④下水
道等の整備 ⑤法令や条例に基づく規制による誘導等 
①歴史・文化や自然環境を活かした公園・緑地の整備 ②身近な公園の整備 ③安
全で安心な公園・緑地づくり ④緑地の保全と緑化の推進 
①市街地や観光拠点等の整備 ②景観の形成 ③計画的な土地利用 
 
①ブロードバンド環境の利活用 
 
①減災対策の推進 ②豪雨災害等の復旧 
 

教
育
・
文
化 

 
⑴学校教育の充実 
 
 
⑵文化芸術の振興 
 
 
⑶生涯学習の充実 
 
⑷スポーツ・レクリ

エーションの推進 
⑸互いに尊重しあえ

る社会の実現 
 

 
①子どもの力と意欲を伸ばす学校教育の充実 ②小中連携教育の推進 ③安全・安
心な教育環境の確保 ④教育環境の整備 ⑤家庭・地域と協働した学校づくりの推
進 ⑥安全・安心な学校給食の提供 
①文化財や芸術文化の保存、継承と発展 ②学習の場の提供及び人材育成と確保 
③文化芸術の鑑賞や活動機会の提供 ④情報の相互発信と交流の促進 ⑤文化財の
調査・研究及び情報発信の推進 
①社会教育の推進と生涯学習社会の形成 ②博物館の機能の充実 ③図書館機能の
充実と読書活動の推進 
①スポーツ実施率の向上 ②競技スポーツの推進 ③スポーツによる交流人口の増
加 ④施設利用の向上 ⑤スポーツボランティアの推進 
①あらゆる人権課題への施策の推進 ②社会教育における人権教育の充実 ③学校
教育における人権教育の充実 
 

環 
 

境 

 
⑴地域環境の保全 
⑵良好な水資源の確

保 
⑶資源循環と地球温

暖化対策の推進 
⑷環境意識の向上 
 

 
①生活環境の保全 ②公害の防止 ③生物多様性の保全 
①水環境の保全 ②市民意識のさらなる高揚と筑後川流域圏との連携の推進 ③関
係団体との連携強化 
①衛生的かつ効率的な廃棄物処理 ②資源循環型処理システムの構築 ③地球温暖
化対策の推進 
①環境意識の向上と行動の促進 ②啓発、教育活動の推進 ③環境施策の推進基盤
の整備 
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 総合計画の施策体系とリスクシナリオの相関図  [脆弱性評価一覧]  

 

※ 表中の●は、リスクシナリオを回避するために本市が取り組む施策の分野（計画中の施策を含む）を示しています。各施策    

の内容は「第５章 地域強靱化の推進方針」を参照してください。 

 

 

 

1-1 1-2 1-3 1-4 2-1 2-2 2-3 2-4 2-5 2-6
建
物
等
の
倒
壊
に
よ
る
死
傷

者
の
発
生

大
規
模
火
災
に
よ
る
死
傷
者

の
発
生

広
域
浸
水
に
よ
る
死
傷
者
の

発
生

土
砂
災
害
等
に
よ
る
死
傷
者

発
生

生
命
に
関
わ
る
物
資
供
給
の

長
期
停
止

孤
立
地
域
等
の
同
時
発
生

救
助
・
救
急
活
動
等
の
絶
対

的
不
足

医
療
施
設
等
の
絶
対
的
不

足
・
麻
痺

疫
病
・
感
染
症
等
の
大
規
模

発
生

避
難
生
活
環
境
で
の
死
者
・

病
症
者
発
生

政策名 施策名

⑴ 市民協働のまちづくり ○ ○ ○ ○ ○ ○

⑵ 市民サービスの充実・向上 ○ ○

⑶ 政策を実行・実現する行財政運営 ● ○ ●

⑴ 健康づくり、保健・医療の充実 ● ● ● ● ● ●

⑵ 地域福祉の推進 ● ○

⑶ 子ども・子育て支援の推進 ● ● ● ● ○

⑷ 障がい者(児)福祉の充実

⑸ 高齢者福祉の充実 ● ● ● ○

⑹ 防災・消防・救急体制の強化 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

⑺ 防犯体制、交通安全対策及び消費生活の充実 ○ ○ ○ ○ ○ ○

⑴ 農業・水産業の振興 ● ● ○ ○

⑵ 林業の振興 ○ ● ● ●

⑶ 商工業の振興 ○

⑷ 観光の振興

⑴ 道路・河川・公共交通の整備 ● ○ ● ● ● ● ○ ○ ○ ○

⑵ 住環境の整備と維持管理 ● ● ● ○ ●

⑶ 公園・緑地の整備と維持管理 ○ ● ● ○

⑷ 地域特性を活かした空間づくり ○ ● ● ●

⑸ 情報通信基盤の整備と維持管理

⑹ 減災対策と災害復旧 ● ○ ● ● ● ● ● ● ● ●

⑴ 学校教育の充実 ● ● ● ● ○

⑵ 文化芸術の振興

⑶ 生涯学習の充実 ● ●

⑷ スポーツ・レクリエーションの推進 ● ● ○

⑸ 互いに尊重しあえる社会の実現

⑴ 地域環境の保全 ●

⑵ 良好な水資源の確保

⑶ 資源循環と地球温暖化対策の推進

⑷ 環境意識の向上

環
　
　
境

　　　　　　　            　≪リスクシナリオ≫

　　　　　　　　事前に備えるべき８目標と
　　　　　　　　31の起きてはならない最悪の事態

≪第６次日田市総合計画≫

まちづくりの大綱と29の施策

リ
ス
ク
シ
ナ
リ
オ
（

短
縮
表
記
）

1 2
直接死を最大限防ぐ

市
民
協
働

福
　
　
祉

産
業
振
興

生
活
基
盤

教
育
・
文
化

救助・救急、医療活動が迅速に行
われるとともに被災者等の健康・
避難生活環境を確実に確保する
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※ 表中の○は、本市が取り組む施策のうち、リスクシナリオの回避につながる施策の分野（計画中の施策を含む）を示して    

います。 

  

3-1 4-1 4-2 5-1 5-2 6-1 6-2 6-3 6-4 6-5 7-1 7-2 7-3 7-4 7-5 8-1 8-2 8-3 8-4 8-5 8-6
行
政
機
能
の
大
幅
な
低
下

通
信
イ
ン
フ
ラ
の
麻
痺
・
機

能
停
止

災
害
情
報
の
収
集
・
伝
達
機

能
の
停
止

金
融
サ
ー

ビ
ス
・
郵
便
等
の

機
能
停
止

食
料
等
の
安
定
供
給
の
停
滞

電
力
等
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー

ン

の
長
期
停
止

水
道
等
の
長
期
供
給
停
止

汚
水
処
理
施
設
等
の
長
期
機

能
停
止

交
通
イ
ン
フ
ラ
の
長
期
機
能

停
止

防
災
イ
ン
フ
ラ
の
長
期
機
能

不
全

市
街
地
で
の
大
規
模
火
災
の

発
生

建
物
倒
壊
に
伴
う
閉
塞
、

交

通
麻
痺

た
め
池
、

天
然
ダ
ム
等
の
損

壊
・
機
能
不
全

有
害
物
質
の
大
規
模
拡
散
・

流
出

農
地
・
森
林
等
の
被
害
と
地

域
の
荒
廃

災
害
廃
棄
物
の
処
理
の
停
滞

人
材
不
足
に
よ
る
復
興
の
遅

延 浸
水
被
害
に
よ
る
復
興
の
遅

延 文
化
財
や
環
境
的
資
産
等
の

喪
失

仮
設
住
宅
等
の
整
備
の
遅
延

地
域
コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ

の
崩
壊

等

● ○ ● ○ ● ● ●

● ○ ○ ○

● ● ○ ● ● ○ ○ ● ●

○ ● ● ●

● ○

● ● ● ● ● ● ○ ●

● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

○ ○ ○ ○ ○ ●

● ○ ● ● ● ●

● ● ● ● ● ● ● ● ○ ● ● ○ ○

● ● ○ ○ ● ○

○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ● ● ○ ○ ● ● ○ ○ ○ ● ○ ●

● ● ● ● ○

○ ○ ○ ● ○ ● ○

● ● ●

● ● ● ● ● ● ○ ● ● ○ ● ● ● ○ ● ●

● ○ ○

○

● ○ ○

● ○ ○

○ ● ○ ○

○ ● ●

● ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ●

○ ○

必要不可欠な
情報通信機
能・情報サー
ビスは確保す
る

6 7 8
経済活動を機
能不全に陥ら
せない

ライフライン、燃料供給関連
施設、交通ネットワーク等の
被害を最小限に留めるととも
に、早期に復旧させる

制御不能な複合災害・二次災
害を発生させない

社会・経済が迅速かつ従前より強
靱な姿で復興できる条件を整備す
る

53 4
必要不可
欠な行政
機能は確
保する
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３ 脆弱性の分析による評価結果のポイント  

 

リスクシナリオと分野ごとの施策を検証して得られた評価の結果は、「リスクシナリオと総合計

画の相関図」で示すとおりであり、評価結果を踏まえた脆弱性への対応のポイントとして以下の事

項を整理した。 

 

⑴ ハード対策とソフト対策の適切な組合せが必要 

ハード対策のみをもって想定を超える自然災害に備えることは不可能であり、施策に対する財

源などの確保にも限りがあることを踏まえなければならない。このため、ハード対策のみに依存

することなくソフト対策の適切な組合せにより地域の強靱化を進める必要がある。 

 

⑵ 代替性・冗長性の確保と事業継続計画の実効性を担保することが必要 

行政機能をはじめとして、情報通信や交通、物流、エネルギーの供給については、その機能が

停滞することによる影響が甚大であることから、代替性・冗長性の確保や実効性を担保した事業

継続計画を備えておく必要がある。 

 

⑶ 国・県・民間等との連携が必要 

地域強靱化の取組は、本市のみでなく、国・県、民間事業者、ＮＰＯ、市民の取組など多岐に

わたることから、施策を効率的・効果的に実施するため、各実施主体との徹底した情報共有に努

めるとともに、各主体間の連携と協力が必要である。 
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 第５章 地域強靱化の推進方針                

 

１ リスクシナリオに応じた地域強靱化の推進  

 

地域強靱化に向けた施策の推進は、「総合計画とリスクシナリオの相関図」により整理した施策

群を総合的に推進することで、４つの基本目標と８つの事前に備えるべき目標の達成につなげるも

のとし、リスクシナリオを回避するための対策と以下の施策を推進する。 

 

 

[目標１] 直接死を最大限防ぐ  ためのリスクシナリオ別施策 

 

1-1 住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が集まる施設の倒壊による多数の

死傷者の発生 

○公共施設等総合管理計画の推進と進捗管理の徹底【政策を実行・実現する行財政運営 公共施設

の適正な管理】 

○教育・保育施設等の環境整備【子ども・子育て支援の推進 幼児期における教育・保育施設の充

実】 

○高齢者福祉施設に関する整備方針の検討【高齢者福祉の充実 高齢者の福祉を支える社会的基盤

の確立】 

○居住環境等の整備【高齢者福祉の充実 高齢者の生活支援及び介護予防の推進】 

○介護関連施設、事業所及び生活支援のための施設の整備【高齢者福祉の充実 介護サービスの質

の向上と介護サービス基盤の整備】 

○自主防災組織の充実強化と活動支援【防災・消防・救急体制の強化 防災体制の整備と減災対策

の推進】 

○防災士の養成【防災・消防・救急体制の強化 防災体制の整備と減災対策の推進】 

○地区防災士会及び女性防災士会設立による防災士同士の連携強化【防災・消防・救急体制の強化 

防災体制の整備と減災対策の推進】 

○確実な情報伝達と迅速化【防災・消防・救急体制の強化 防災体制の整備と減災対策の推進】 

○地域防災計画の継続的な見直し【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○災害対策本部の機能強化【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○合同防災訓練の実施【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○消防団員の確保【防災・消防・救急体制の強化 消防、救急救助体制の連携と消防設備の整備】 

○消防本部、消防署、消防団との連携強化【防災・消防・救急体制の強化 消防、救急救助体制の

連携と消防設備の整備】 

○消防、救急資機材及び施設の整備【防災・消防・救急体制の強化 消防、救急救助体制の連携と

消防設備の整備】 

○ＡＥＤの適正管理【防災・消防・救急体制の強化 救急疾患への対応】 

○ＡＥＤ設置施設関係者に対する救命処置の普及啓発の推進【防災・消防・救急体制の強化 救急

疾患への対応】 

○地域高規格道路「中津日田道路」の整備促進に向けた要望活動の強化【道路・河川・公共交通の
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整備 地域高規格道路「中津日田道路」の整備】 

○幹線道路としての国・県道の整備促進に向けた要望活動の強化【道路・河川・公共交通の整備 

幹線道路網の整備】 

○災害等に対応する「国道２１２号」のダブルネットワーク化への取組【道路・河川・公共交通の

整備 幹線道路網の整備】 

○事業区間の整備促進と次期着手区間の検討【道路・河川・公共交通の整備 都市計画道路の整

備】 

○橋梁やトンネル等の定期的な点検に基づいた適切な維持管理【道路・河川・公共交通の整備 生

活関連道路の整備】 

○市営住宅の長期的な維持管理及び計画的な改修等による長寿命化の推進【住環境の整備と維持管

理 市営住宅の整備・維持管理】 

○多様化する課題に対応した住宅の提供と安定した居住環境の維持【住環境の整備と維持管理 市

営住宅の整備・維持管理】 

○地震対策への支援【住環境の整備と維持管理 民間住宅に対する支援等】 

○暮らし方の変化に対応した住宅改修等への支援【住環境の整備と維持管理 民間住宅に対する支

援等】 

○空き家等に対する措置や適正管理に関する助言、情報提供及び問題意識の啓発【住環境の整備と

維持管理 民間住宅に対する支援等】 

○アスベスト含有分析調査に対する支援【住環境の整備と維持管理 民間住宅に対する支援等】 

○日田市居住支援協議会の設立【住環境の整備と維持管理 民間住宅に対する支援等】 

○災害危険箇所の解消に向けた防災、減災対策の推進【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○災害に備えた公共施設等の整備及び減災対策の推進【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○学校施設整備や校内バリアフリー化の推進【学校教育の充実 安全・安心な教育環境の確保】 

○学校給食施設の安定的な運営【学校教育の充実 安全・安心な学校給食の提供】 

○施設の適正な配置等の検討【学校教育の充実 安全・安心な学校給食の提供】 

○日田市公民館の整備と維持管理【生涯学習の充実 社会教育の推進と生涯学習社会の形成】 

○魅力ある施設環境の提供と利便性の向上による利用の促進【生涯学習の充実 図書館機能の充実

と読書活動の推進】 

○計画的なスポーツ施設整備と適正な管理【スポーツ・レクリエーションの推進 施設利用の向

上】 

 

1-2 密集市街地や不特定多数が集まる施設における大規模火災による多数の死傷者の発生 

○介護関連施設、事業所及び生活支援のための施設の整備【高齢者福祉の充実 介護サービスの質

の向上と介護サービス基盤の整備】 

○自主防災組織の充実強化と活動支援【防災・消防・救急体制の強化 防災体制の整備と減災対策

の推進】 

○防災士の養成【防災・消防・救急体制の強化 防災体制の整備と減災対策の推進】 

○地区防災士会及び女性防災士会設立による防災士同士の連携強化【防災・消防・救急体制の強化 

防災体制の整備と減災対策の推進】 

○確実な情報伝達と迅速化【防災・消防・救急体制の強化 防災体制の整備と減災対策の推進】 

○災害時における要配慮者の把握体制の整備と乳幼児など受け入れ避難所を含む福祉避難所の指定
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【防災・消防・救急体制の強化 防災体制の整備と減災対策の推進】 

○地域防災計画の継続的な見直し【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○災害対策本部の機能強化【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○合同防災訓練の実施【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○消防団員の確保【防災・消防・救急体制の強化 消防、救急救助体制の連携と消防設備の整備】 

○消防本部、消防署、消防団との連携強化【防災・消防・救急体制の強化 消防、救急救助体制の

連携と消防設備の整備】 

○消防、救急資機材及び施設の整備【防災・消防・救急体制の強化 消防、救急救助体制の連携と

消防設備の整備】 

○ＡＥＤの適正管理【防災・消防・救急体制の強化 救急疾患への対応】 

○ＡＥＤ設置施設関係者に対する救命処置の普及啓発の推進【防災・消防・救急体制の強化 救急

疾患への対応】 

○空き家等に対する措置や適正管理に関する助言、情報提供及び問題意識の啓発【住環境の整備と

維持管理 民間住宅に対する支援等】 

○地域バランスに配慮した公園の整備【公園・緑地の整備と維持管理 身近な公園の整備】 

○私有地等を有効活用した借地公園の整備【公園・緑地の整備と維持管理 身近な公園の整備】 

○各種計画に則した長期的、計画的かつ総合的な土地利用の推進【地域特性を活かした空間づくり 

計画的な土地利用】 

○学校施設整備や校内バリアフリー化の推進【学校教育の充実 安全・安心な教育環境の確保】 

○学校給食施設の安定的な運営【学校教育の充実 安全・安心な学校給食の提供】 

○施設の適正な配置等の検討【学校教育の充実 安全・安心な学校給食の提供】 

○日田市公民館の整備と維持管理【生涯学習の充実 社会教育の推進と生涯学習社会の形成】 

○魅力ある施設環境の提供と利便性の向上による利用の促進【生涯学習の充実 図書館機能の充実

と読書活動の推進】 

○計画的なスポーツ施設整備と適正な管理【スポーツ・レクリエーションの推進 施設利用の向

上】 

 

1-3 突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水による多数の死傷者の発生 

○教育・保育施設等の環境整備【子ども・子育て支援の推進 幼児期における教育・保育施設の充

実】 

○災害ハザードマップの周知活用【防災・消防・救急体制の強化 防災体制の整備と減災対策の推

進】 

○自主防災組織の充実強化と活動支援【防災・消防・救急体制の強化 防災体制の整備と減災対策

の推進】 

○防災士の養成【防災・消防・救急体制の強化 防災体制の整備と減災対策の推進】 

○地区防災士会及び女性防災士会設立による防災士同士の連携強化【防災・消防・救急体制の強化 

防災体制の整備と減災対策の推進】 

○確実な情報伝達と迅速化【防災・消防・救急体制の強化 防災体制の整備と減災対策の推進】 

○災害時における要配慮者の把握体制の整備と乳幼児など受け入れ避難所を含む福祉避難所の指定

【防災・消防・救急体制の強化 防災体制の整備と減災対策の推進】 

○地域防災計画の継続的な見直し【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 
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○災害対策本部の機能強化【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○合同防災訓練の実施【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○消防団員の確保【防災・消防・救急体制の強化 消防、救急救助体制の連携と消防設備の整備】 

○消防本部、消防署、消防団との連携強化【防災・消防・救急体制の強化 消防、救急救助体制の

連携と消防設備の整備】 

○消防、救急資機材及び施設の整備【防災・消防・救急体制の強化 消防、救急救助体制の連携と

消防設備の整備】 

○ＡＥＤの適正管理【防災・消防・救急体制の強化 救急疾患への対応】 

○ＡＥＤ設置施設関係者に対する救命処置の普及啓発の推進【防災・消防・救急体制の強化 救急

疾患への対応】 

○ため池の計画的な補修・改修及び廃止による防災力の強化【農業・水産業の振興 農業生産基盤

の確保と優良農地の保全】 

○水源涵養の森林づくり、災害に強い森林づくりの推進【林業の振興 多面的機能を発揮する森林

づくり】 

○地域高規格道路「中津日田道路」の整備促進に向けた要望活動の強化【道路・河川・公共交通の

整備 地域高規格道路「中津日田道路」の整備】 

○幹線道路としての国・県道の整備促進に向けた要望活動の強化【道路・河川・公共交通の整備 

幹線道路網の整備】 

○災害等に対応する「国道２１２号」のダブルネットワーク化への取組【道路・河川・公共交通の

整備 幹線道路網の整備】 

○事業区間の整備促進と次期着手区間の検討【道路・河川・公共交通の整備 都市計画道路の整

備】 

○防災・減災及び自然環境に配慮した河川整備の実施【道路・河川・公共交通の整備 安全・安心

で自然環境を活かした河川整備】 

○浸水被害の軽減に向けた雨水排水施設の整備及び適正な維持管理【住環境の整備と維持管理 下

水道等の整備】 

○地域バランスに配慮した公園の整備【公園・緑地の整備と維持管理 身近な公園の整備】 

○私有地等を有効活用した借地公園の整備【公園・緑地の整備と維持管理 身近な公園の整備】 

○各種計画に則した長期的、計画的かつ総合的な土地利用の推進【地域特性を活かした空間づくり 

計画的な土地利用】 

○災害危険箇所の解消に向けた防災、減災対策の推進【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○災害に備えた公共施設等の整備及び減災対策の推進【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○治山、治水対策に伴う国、県の関係団体への要請【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○国、県等の早急な復旧の促進【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○被災箇所の早急な復旧【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○防災体制の強化【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○災害により被災した公共施設等の早急な復旧【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○学校内外における児童生徒の安全対策の充実【学校教育の充実 安全・安心な教育環境の確保】 

 

1-4 大規模な土砂災害等による多数の死傷者の発生 

○教育・保育施設等の環境整備【子ども・子育て支援の推進 幼児期における教育・保育施設の充
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実】 

○災害ハザードマップの周知活用【防災・消防・救急体制の強化 防災体制の整備と減災対策の推

進】 

○自主防災組織の充実強化と活動支援【防災・消防・救急体制の強化 防災体制の整備と減災対策

の推進】 

○防災士の養成【防災・消防・救急体制の強化 防災体制の整備と減災対策の推進】 

○地区防災士会及び女性防災士会設立による防災士同士の連携強化【防災・消防・救急体制の強化 

防災体制の整備と減災対策の推進】 

○確実な情報伝達と迅速化【防災・消防・救急体制の強化 防災体制の整備と減災対策の推進】 

○災害時における要配慮者の把握体制の整備と乳幼児など受け入れ避難所を含む福祉避難所の指定

【防災・消防・救急体制の強化 防災体制の整備と減災対策の推進】 

○地域防災計画の継続的な見直し【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○災害対策本部の機能強化【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○合同防災訓練の実施【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○消防団員の確保【防災・消防・救急体制の強化 消防、救急救助体制の連携と消防設備の整備】 

○消防本部、消防署、消防団との連携強化【防災・消防・救急体制の強化 消防、救急救助体制の

連携と消防設備の整備】 

○消防、救急資機材及び施設の整備【防災・消防・救急体制の強化 消防、救急救助体制の連携と

消防設備の整備】 

○ＡＥＤの適正管理【防災・消防・救急体制の強化 救急疾患への対応】 

○ＡＥＤ設置施設関係者に対する救命処置の普及啓発の推進【防災・消防・救急体制の強化 救急

疾患への対応】 

○ため池の計画的な補修・改修及び廃止による防災力の強化【農業・水産業の振興 農業生産基盤

の確保と優良農地の保全】 

○水源涵養の森林づくり、災害に強い森林づくりの推進【林業の振興 多面的機能を発揮する森林

づくり】 

○地域高規格道路「中津日田道路」の整備促進に向けた要望活動の強化【道路・河川・公共交通の

整備 地域高規格道路「中津日田道路」の整備】 

○幹線道路としての国・県道の整備促進に向けた要望活動の強化【道路・河川・公共交通の整備 

幹線道路網の整備】 

○災害等に対応する「国道２１２号」のダブルネットワーク化への取組【道路・河川・公共交通の

整備 幹線道路網の整備】 

○事業区間の整備促進と次期着手区間の検討【道路・河川・公共交通の整備 都市計画道路の整

備】 

○各種計画に則した長期的、計画的かつ総合的な土地利用の推進【地域特性を活かした空間づくり 

計画的な土地利用】 

○災害危険箇所の解消に向けた防災、減災対策の推進【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○災害に備えた公共施設等の整備及び減災対策の推進【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○治山、治水対策に伴う国、県の関係団体への要請【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○急傾斜地等の崩壊防止対策工事の推進【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○国、県等の早急な復旧の促進【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○被災箇所の早急な復旧【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 
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○防災体制の強化【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○災害により被災した公共施設等の早急な復旧【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○学校内外における児童生徒の安全対策の充実【学校教育の充実 安全・安心な教育環境の確保】 

○自然環境に配慮した公共事業【地域環境の保全 生物多様性の保全】 

 

 

[目標２] 救助・救急、医療活動等が迅速に行われるとともに被災者等の健康・避難生

活環境を確実に確保する  ためのリスクシナリオ別施策 

 

2-1 被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資供給の長期停止 

○救急医療、へき地医療など安心できる医療体制の充実【健康づくり、保健・医療の充実 地域医

療の充実】 

○地域防災計画の継続的な見直し【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○災害対策本部の機能強化【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○合同防災訓練の実施【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○消防本部、消防署、消防団との連携強化【防災・消防・救急体制の強化 消防、救急救助体制の

連携と消防設備の整備】 

○地域高規格道路「中津日田道路」の整備促進に向けた要望活動の強化【道路・河川・公共交通の

整備 地域高規格道路「中津日田道路」の整備】 

○幹線道路としての国・県道の整備促進に向けた要望活動の強化【道路・河川・公共交通の整備 

幹線道路網の整備】 

○災害等に対応する「国道２１２号」のダブルネットワーク化への取組【道路・河川・公共交通の

整備 幹線道路網の整備】 

○事業区間の整備促進と次期着手区間の検討【道路・河川・公共交通の整備 都市計画道路の整

備】 

○災害危険箇所の解消に向けた防災、減災対策の推進【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○災害に備えた公共施設等の整備及び減災対策の推進【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○治山、治水対策に伴う国、県の関係団体への要請【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○急傾斜地等の崩壊防止対策工事の推進【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○国、県等の早急な復旧の促進【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○被災箇所の早急な復旧【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○防災体制の強化【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○災害により被災した公共施設等の早急な復旧【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

 

2-2 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 

○救急医療、へき地医療など安心できる医療体制の充実【健康づくり、保健・医療の充実 地域医

療の充実】 

○活動拠点の確保及び地域活動の情報提供【地域福祉の推進 地域のつながりづくり】 

○高齢者の見守り体制の確立に向けた取組の支援【高齢者福祉の充実 高齢者の福祉を支える社会

的基盤の確立】 

○認知症に関する支援体制の強化【高齢者福祉の充実 高齢者の福祉を支える社会的基盤の確立】 
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○災害ハザードマップの周知活用【防災・消防・救急体制の強化 防災体制の整備と減災対策の推

進】 

○自主防災組織の充実強化と活動支援【防災・消防・救急体制の強化 防災体制の整備と減災対策

の推進】 

○防災士の養成【防災・消防・救急体制の強化 防災体制の整備と減災対策の推進】 

○地区防災士会及び女性防災士会設立による防災士同士の連携強化【防災・消防・救急体制の強化 

防災体制の整備と減災対策の推進】 

○確実な情報伝達と迅速化【防災・消防・救急体制の強化 防災体制の整備と減災対策の推進】 

○災害時における要配慮者の把握体制の整備と乳幼児など受け入れ避難所を含む福祉避難所の指定

【防災・消防・救急体制の強化 防災体制の整備と減災対策の推進】 

○地域防災計画の継続的な見直し【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○災害対策本部の機能強化【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○合同防災訓練の実施【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○消防団員の確保【防災・消防・救急体制の強化 消防、救急救助体制の連携と消防設備の整備】 

○消防本部、消防署、消防団との連携強化【防災・消防・救急体制の強化 消防、救急救助体制の

連携と消防設備の整備】 

○水源涵養の森林づくり、災害に強い森林づくりの推進【林業の振興 多面的機能を発揮する森林

づくり】 

○地域高規格道路「中津日田道路」の整備促進に向けた要望活動の強化【道路・河川・公共交通の

整備 地域高規格道路「中津日田道路」の整備】 

○幹線道路としての国・県道の整備促進に向けた要望活動の強化【道路・河川・公共交通の整備 

幹線道路網の整備】 

○災害等に対応する「国道２１２号」のダブルネットワーク化への取組【道路・河川・公共交通の

整備 幹線道路網の整備】 

○事業区間の整備促進と次期着手区間の検討【道路・河川・公共交通の整備 都市計画道路の整

備】 

○水道未普及地域における生活用水確保のための支援【住環境の整備と維持管理 水道の整備】 

○安全安心な水道水の確保【住環境の整備と維持管理 水道の整備】 

○下水道施設のストックマネジメント計画に基づく適正な維持管理及び共同化等の検討【住環境の

整備と維持管理 下水道等の整備】 

○災害危険箇所の解消に向けた防災、減災対策の推進【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○災害に備えた公共施設等の整備及び減災対策の推進【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○治山、治水対策に伴う国、県の関係団体への要請【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○急傾斜地等の崩壊防止対策工事の推進【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○国、県等の早急な復旧の促進【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○被災箇所の早急な復旧【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○防災体制の強化【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○災害により被災した公共施設等の早急な復旧【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

 

2-3 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足 

○救急医療、へき地医療など安心できる医療体制の充実【健康づくり、保健・医療の充実 地域医
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療の充実】 

○健康危機管理体制の充実【健康づくり、保健・医療の充実 地域医療の充実】 

○災害時における要配慮者の把握体制の整備と乳幼児など受け入れ避難所を含む福祉避難所の指定

【防災・消防・救急体制の強化 防災体制の整備と減災対策の推進】 

○地域防災計画の継続的な見直し【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○災害対策本部の機能強化【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○合同防災訓練の実施【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○消防団員の確保【防災・消防・救急体制の強化 消防、救急救助体制の連携と消防設備の整備】 

○消防本部、消防署、消防団との連携強化【防災・消防・救急体制の強化 消防、救急救助体制の

連携と消防設備の整備】 

○消防、救急資機材及び施設の整備【防災・消防・救急体制の強化 消防、救急救助体制の連携と

消防設備の整備】 

○ＡＥＤの適正管理【防災・消防・救急体制の強化 救急疾患への対応】 

○ＡＥＤ設置施設関係者に対する救命処置の普及啓発の推進【防災・消防・救急体制の強化 救急

疾患への対応】 

○被災箇所の早急な復旧【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○災害により被災した公共施設等の早急な復旧【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

 

2-4 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エネルギー供給の途絶による医

療機能の麻痺 

○健康づくり教育及び予防接種事業の推進による疾病の予防や重症化予防の強化【健康づくり、保

健・医療の充実 健康づくりの推進と保健の充実】 

○救急医療、へき地医療など安心できる医療体制の充実【健康づくり、保健・医療の充実 地域医

療の充実】 

○健康危機管理体制の充実【健康づくり、保健・医療の充実 地域医療の充実】 

○災害時における要配慮者の把握体制の整備と乳幼児など受け入れ避難所を含む福祉避難所の指定 

【防災・消防・救急体制の強化 防災体制の整備と減災対策の推進】 

○地域防災計画の継続的な見直し【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○災害対策本部の機能強化【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○合同防災訓練の実施【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○消防本部、消防署、消防団との連携強化【防災・消防・救急体制の強化 消防、救急救助体制の

連携と消防設備の整備】 

○消防、救急資機材及び施設の整備【防災・消防・救急体制の強化 消防、救急救助体制の連携と

消防設備の整備】 

○災害危険箇所の解消に向けた防災、減災対策の推進【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○災害に備えた公共施設等の整備及び減災対策の推進【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○治山、治水対策に伴う国、県の関係団体への要請【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○国、県等の早急な復旧の促進【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○被災箇所の早急な復旧【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○防災体制の強化【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○災害により被災した公共施設等の早急な復旧【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 
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2-5 被災地における疫病・感染症等の大規模発生 

○健康づくり教育及び予防接種事業の推進による疾病の予防や重症化予防の強化【健康づくり、保

健・医療の充実 健康づくりの推進と保健の充実】 

○救急医療、へき地医療など安心できる医療体制の充実【健康づくり、保健・医療の充実 地域医

療の充実】 

○健康危機管理体制の充実【健康づくり、保健・医療の充実 地域医療の充実】 

○子ども医療費や予防接種等の助成による負担の軽減【子ども・子育て支援の推進 子育て世帯へ

の経済的な支援】 

○災害時における要配慮者の把握体制の整備と乳幼児など受け入れ避難所を含む福祉避難所の指定

【防災・消防・救急体制の強化 防災体制の整備と減災対策の推進】 

○地域防災計画の継続的な見直し【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○災害対策本部の機能強化【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○合同防災訓練の実施【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○消防本部、消防署、消防団との連携強化【防災・消防・救急体制の強化 消防、救急救助体制の

連携と消防設備の整備】 

○災害危険箇所の解消に向けた防災、減災対策の推進【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○災害に備えた公共施設等の整備及び減災対策の推進【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○治山、治水対策に伴う国、県の関係団体への要請【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○国、県等の早急な復旧の促進【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○被災箇所の早急な復旧【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○防災体制の強化【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○災害により被災した公共施設等の早急な復旧【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

 

2-6 劣悪な避難生活環境、被災者の健康管理の不全による多数の死者・病症者の発生 

○公共施設等総合管理計画の推進と進捗管理の徹底【政策を実行・実現する行財政運営 公共施設

の適正な管理】 

○健康づくり教育及び予防接種事業の推進による疾病の予防や重症化予防の強化【健康づくり、保

健・医療の充実 健康づくりの推進と保健の充実】 

○救急医療、へき地医療など安心できる医療体制の充実【健康づくり、保健・医療の充実 地域医

療の充実】 

○健康危機管理体制の充実【健康づくり、保健・医療の充実 地域医療の充実】 

○災害時における要配慮者の把握体制の整備と乳幼児など受け入れ避難所を含む福祉避難所の指定

【防災・消防・救急体制の強化 防災体制の整備と減災対策の推進】 

○地域防災計画の継続的な見直し【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○災害対策本部の機能強化【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○合同防災訓練の実施【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○消防本部、消防署、消防団との連携強化【防災・消防・救急体制の強化 消防、救急救助体制の

連携と消防設備の整備】 

○消防、救急資機材及び施設の整備【防災・消防・救急体制の強化 消防、救急救助体制の連携と

消防設備の整備】 

○災害危険箇所の解消に向けた防災、減災対策の推進【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 
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○災害に備えた公共施設等の整備及び減災対策の推進【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○治山、治水対策に伴う国、県の関係団体への要請【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○国、県等の早急な復旧の促進【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○被災箇所の早急な復旧【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○防災体制の強化【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○災害により被災した公共施設等の早急な復旧【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

 

 

[目標３] 必要不可欠な行政機能は確保する  ためのリスクシナリオ別施策 

 

3-1 行政機関の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下 

○人口減少社会に対応するための公民が連携する自治体運営の推進【市民協働のまちづくり まち

づくり活動の促進】 

○住民自治組織などによる住民を主体とした自治活動の実現に向けた仕組みの確立【市民協働のま

ちづくり まちづくり活動の促進】 

○広く市民に市政情報を発信する広報活動の充実【市民協働のまちづくり 広報・広聴活動の強

化】 

○マイナンバーカードや電子申請等の活用によるサービスの拡大及び行政手続の簡素化【市民サー

ビスの充実・向上 誰もが利用しやすい行政サービスの推進】 

○コンビニエンスストア等における住民票や税証明書等の交付【市民サービスの充実・向上 誰も

が利用しやすい行政サービスの推進】 

○デジタル技術を活用するための利用者支援の実施【市民サービスの充実・向上 デジタル技術を

活用した市民サービスの向上】 

○民間事業者での活用が可能な行政情報の公開【市民サービスの充実・向上 デジタル技術を活用

した市民サービスの向上】 

○情報を適切に管理するための情報セキュリティ体制の強化【市民サービスの充実・向上 デジタ

ル技術を活用した市民サービスの向上】 

○公共施設等総合管理計画の推進と進捗管理の徹底【政策を実行・実現する行財政運営 公共施設

の適正な管理】 

○効率的な行政運営のための指針となる行政改革大綱の推進【政策を実行・実現する行財政運営 

行政の改革】 

○ＡＩやＲＰＡ等を活用した行政事務の迅速化と効率化の推進【政策を実行・実現する行財政運営 

デジタル技術を活用した行政運営の効率化】 

○テレワーク環境を利用した効率的な行政運営の推進【政策を実行・実現する行財政運営 デジタ

ル技術を活用した行政運営の効率化】 

○全国標準仕様に対応する業務システムへの転換と業務の効率化【政策を実行・実現する行財政運

営 デジタル技術を活用した行政運営の効率化】 

○安心して子どもを産み育てられる総合的な支援体制等の環境整備【子ども・子育て支援の推進 

子ども・子育て支援関連施策の推進】 

○地域防災計画の継続的な見直し【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○災害対策本部の機能強化【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 
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○合同防災訓練の実施【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○消防本部、消防署、消防団との連携強化【防災・消防・救急体制の強化 消防、救急救助体制の

連携と消防設備の整備】 

○消防、救急資機材及び施設の整備【防災・消防・救急体制の強化 消防、救急救助体制の連携と

消防設備の整備】 

○水源涵養の森林づくり、災害に強い森林づくりの推進【林業の振興 多面的機能を発揮する森林

づくり】 

○情報通信基盤の有効活用(観光施設、指定避難場所等へのＷｉ－Ｆｉ環境の整備及びテレワークへ

の活用)【情報通信基盤の整備と維持管理 ブロードバンド環境の利活用】 

○公設の光ケーブル網の適切な維持管理の実施【情報通信基盤の整備と維持管理 ブロードバンド

環境の利活用】 

○災害危険箇所の解消に向けた防災、減災対策の推進【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○災害に備えた公共施設等の整備及び減災対策の推進【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○治山、治水対策に伴う国、県の関係団体への要請【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○国、県等の早急な復旧の促進【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○被災箇所の早急な復旧【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○防災体制の強化【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○災害により被災した公共施設等の早急な復旧【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○学校施設整備や校内バリアフリー化の推進【学校教育の充実 安全・安心な教育環境の確保】 

○学校給食施設の安定的な運営【学校教育の充実 安全・安心な学校給食の提供】 

○施設の適正な配置等の検討【学校教育の充実 安全・安心な学校給食の提供】 

○日田市公民館の整備と維持管理【生涯学習の充実 社会教育の推進と生涯学習社会の形成】 

○資料収集方針に基づく収集及び除籍等による蔵書の整備・充実【生涯学習の充実 図書館機能の

充実と読書活動の推進】 

○窓口業務の民間委託等による利用者サービスの向上【生涯学習の充実 図書館機能の充実と読書

活動の推進】 

○魅力ある施設環境の提供と利便性の向上による利用の促進【生涯学習の充実 図書館機能の充実

と読書活動の推進】 

○計画的なスポーツ施設整備と適正な管理【スポーツ・レクリエーションの推進 施設利用の向

上】 

○ごみ及びし尿処理における施設の適切な運用と管理【資源循環と地球温暖化対策の推進 衛生的

かつ効率的な廃棄物処理】 

○焼却ごみの減量によるコスト削減及び焼却施設の更新【資源循環と地球温暖化対策の推進 衛生

的かつ効率的な廃棄物処理】 

○最終処分場の延命化及び新たな施設の整備計画の策定【資源循環と地球温暖化対策の推進 衛生

的かつ効率的な廃棄物処理】 

○各施設連携による地域資源リサイクルシステムの構築【資源循環と地球温暖化対策の推進 資源

循環型処理システムの構築】 
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[目標４] 必要不可欠な情報通信機能・情報サービスは確保する  ためのリスクシナリ  

オ別施策 

 

4-1 防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・機能停止 

○テレワーク環境を利用した効率的な行政運営の推進【政策を実行・実現する行財政運営 デジタ

ル技術を活用した行政運営の効率化】 

○介護関連施設、事業所及び生活支援のための施設の整備【高齢者福祉の充実 介護サービスの質

の向上と介護サービス基盤の整備】 

○確実な情報伝達と迅速化【防災・消防・救急体制の強化 防災体制の整備と減災対策の推進】 

○地域防災計画の継続的な見直し【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○災害対策本部の機能強化【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○合同防災訓練の実施【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○消防本部、消防署、消防団との連携強化【防災・消防・救急体制の強化 消防、救急救助体制の

連携と消防設備の整備】 

○消防、救急資機材及び施設の整備【防災・消防・救急体制の強化 消防、救急救助体制の連携と

消防設備の整備】 

○水源涵養の森林づくり、災害に強い森林づくりの推進【林業の振興 多面的機能を発揮する森林

づくり】 

○情報通信基盤の有効活用(観光施設、指定避難場所等へのＷｉ－Ｆｉ環境の整備及びテレワークへ

の活用)【情報通信基盤の整備と維持管理 ブロードバンド環境の利活用】 

○公設の光ケーブル網の適切な維持管理の実施【情報通信基盤の整備と維持管理 ブロードバンド

環境の利活用】 

○災害危険箇所の解消に向けた防災、減災対策の推進【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○災害に備えた公共施設等の整備及び減災対策の推進【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○治山、治水対策に伴う国、県の関係団体への要請【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○国、県等の早急な復旧の促進【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○被災箇所の早急な復旧【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○防災体制の強化【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○災害により被災した公共施設等の早急な復旧【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

 

4-2 災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収集・伝達ができず、避難行動や救助・

支援が遅れる事態 

○広く市民に市政情報を発信する広報活動の充実【市民協働のまちづくり 広報・広聴活動の強

化】 

○地域福祉情報の積極的な提供【地域福祉の推進 身近な相談体制づくり】 

○介護関連施設、事業所及び生活支援のための施設の整備【高齢者福祉の充実 介護サービスの質

の向上と介護サービス基盤の整備】 

○確実な情報伝達と迅速化【防災・消防・救急体制の強化 防災体制の整備と減災対策の推進】 

○地域防災計画の継続的な見直し【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○災害対策本部の機能強化【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○合同防災訓練の実施【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 
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○消防本部、消防署、消防団との連携強化【防災・消防・救急体制の強化 消防、救急救助体制の

連携と消防設備の整備】 

○消防、救急資機材及び施設の整備【防災・消防・救急体制の強化 消防、救急救助体制の連携と

消防設備の整備】 

○水源涵養の森林づくり、災害に強い森林づくりの推進【林業の振興 多面的機能を発揮する森林

づくり】 

○情報通信基盤の有効活用(観光施設、指定避難場所等へのＷｉ－Ｆｉ環境の整備及びテレワークへ

の活用)【情報通信基盤の整備と維持管理 ブロードバンド環境の利活用】 

○公設の光ケーブル網の適切な維持管理の実施【情報通信基盤の整備と維持管理 ブロードバンド

環境の利活用】 

○災害危険箇所の解消に向けた防災、減災対策の推進【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○災害に備えた公共施設等の整備及び減災対策の推進【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○治山、治水対策に伴う国、県の関係団体への要請【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○国、県等の早急な復旧の促進【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○被災箇所の早急な復旧【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○防災体制の強化【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○災害により被災した公共施設等の早急な復旧【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

 

 

[目標５] 経済活動を機能不全に陥らせない  ためのリスクシナリオ別施策 

 

5-1 金融サービス・郵便等の機能停止による市民生活・商取引等への甚大な影響 

○地域防災計画の継続的な見直し【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○災害対策本部の機能強化【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○水源涵養の森林づくり、災害に強い森林づくりの推進【林業の振興 多面的機能を発揮する森林

づくり】 

○経営に関する相談及び指導の充実【商工業の振興 経営基盤の安定強化】 

○円滑な資金調達の支援【商工業の振興 経営基盤の安定強化】 

○販路開拓の支援及び取引のあっせん【商工業の振興 経営基盤の安定強化】 

○デジタル技術の活用支援【商工業の振興 経営基盤の安定強化】 

○円滑な事業承継の支援【商工業の振興 経営基盤の安定強化】 

○個別企業に対する支援体制の強化【商工業の振興 経営基盤の安定強化】 

○製品、技術、サービスに関する情報提供【商工業の振興 中小企業の活用による地域内の経済循

環の創出】 

○地域資源活用の促進【商工業の振興 中小企業の活用による地域内の経済循環の創出】 

○地域商店活用の促進【商工業の振興 中小企業の活用による地域内の経済循環の創出】 

○産業集積の促進【商工業の振興 経営の拡大及び新分野への進出の促進】 

○新技術、新商品の開発支援【商工業の振興 経営の拡大及び新分野への進出の促進】 

○海外進出の支援【商工業の振興 経営の拡大及び新分野への進出の促進】 

○知的財産の活用促進【商工業の振興 経営の拡大及び新分野への進出の促進】 

○情報、機会の提供と相談体制の充実【商工業の振興 創業の促進】 
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○事業計画策定及び資金調達の支援【商工業の振興 創業の促進】 

○災害危険箇所の解消に向けた防災、減災対策の推進【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○災害に備えた公共施設等の整備及び減災対策の推進【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○治山、治水対策に伴う国、県の関係団体への要請【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○急傾斜地等の崩壊防止対策工事の推進【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○国、県等の早急な復旧の促進【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○被災箇所の早急な復旧【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○防災体制の強化【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○災害により被災した公共施設等の早急な復旧【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

 

5-2 食料等の安定供給の停滞 

○地域防災計画の継続的な見直し【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○災害対策本部の機能強化【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○合同防災訓練の実施【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○果樹、野菜、花卉、米等の安定生産と生産拡大の推進【農業・水産業の振興 地域特性を活かし

た農畜産業・内水面漁業の展開】 

○地域の特性を活かした作物の振興及び産直野菜の生産拡大と出荷体制の整備【農業・水産業の振

興 地域特性を活かした農畜産業・内水面漁業の展開】 

○スマート農業技術の導入による機械化・省力化技術の普及【農業・水産業の振興 地域特性を活

かした農畜産業・内水面漁業の展開】 

○遺伝情報を活用した高能力乳用牛の確保【農業・水産業の振興 地域特性を活かした農畜産業・

内水面漁業の展開】 

○良質な堆肥を活用した自給飼料生産の推進【農業・水産業の振興 地域特性を活かした農畜産

業・内水面漁業の展開】 

○繁殖牛農家における優良雌牛の導入や更新の推進【農業・水産業の振興 地域特性を活かした農

畜産業・内水面漁業の展開】 

○内水面資源の維持と活用【農業・水産業の振興 地域特性を活かした農畜産業・内水面漁業の展

開】 

○直売所を活用した地産地消、地産外消の推進【農業・水産業の振興 地域ブランドによる販路拡

大】 

○水源涵養の森林づくり、災害に強い森林づくりの推進【林業の振興 多面的機能を発揮する森林

づくり】 

○農商工連携の促進【商工業の振興 経営の拡大及び新分野への進出の促進】 

○災害危険箇所の解消に向けた防災、減災対策の推進【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○災害に備えた公共施設等の整備及び減災対策の推進【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○治山、治水対策に伴う国、県の関係団体への要請【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○急傾斜地等の崩壊防止対策工事の推進【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○国、県等の早急な復旧の促進【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○被災箇所の早急な復旧【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○防災体制の強化【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○災害により被災した公共施設等の早急な復旧【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 
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[目標６] ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク等の被害を最小限に留

めるとともに、早期に復旧させる  ためのリスクシナリオ別施策 

 

6-1 電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や石油・ＬＰガスサプライチェーン等の長期

間にわたる機能の停止 

○介護関連施設、事業所及び生活支援のための施設の整備【高齢者福祉の充実 介護サービスの質

の向上と介護サービス基盤の整備】 

○地域防災計画の継続的な見直し【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○災害対策本部の機能強化【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○合同防災訓練の実施【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○水源涵養の森林づくり、災害に強い森林づくりの推進【林業の振興 多面的機能を発揮する森林

づくり】 

○災害危険箇所の解消に向けた防災、減災対策の推進【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○災害に備えた公共施設等の整備及び減災対策の推進【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○治山、治水対策に伴う国、県の関係団体への要請【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○国、県等の早急な復旧の促進【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○被災箇所の早急な復旧【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○防災体制の強化【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○災害により被災した公共施設等の早急な復旧【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

 

6-2 水道等の長期間にわたる供給停止 

○介護関連施設、事業所及び生活支援のための施設の整備【高齢者福祉の充実 介護サービスの質

の向上と介護サービス基盤の整備】 

○地域防災計画の継続的な見直し【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○災害対策本部の機能強化【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○合同防災訓練の実施【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○将来の需要等を見据えた施設規模の適正化及び統廃合の推進並びに広域化等の検討【住環境の整

備と維持管理 水道の整備】 

○水道施設等の耐震化及び長寿命化並びに適正な維持管理【住環境の整備と維持管理 水道の整

備】 

○水道未普及地域における生活用水確保のための支援【住環境の整備と維持管理 水道の整備】 

○安全安心な水道水の確保【住環境の整備と維持管理 水道の整備】 

 

 

6-3 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

○地域防災計画の継続的な見直し【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○災害対策本部の機能強化【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○合同防災訓練の実施【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○下水道施設のストックマネジメント計画に基づく適正な維持管理及び共同化等の検討【住環境の

整備と維持管理 下水道等の整備】 

○下水道区域外における合併処理浄化槽の普及【住環境の整備と維持管理 下水道等の整備】 
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○ごみ及びし尿処理における施設の適切な運用と管理【資源循環と地球温暖化対策の推進 衛生的

かつ効率的な廃棄物処理】 

○焼却ごみの減量によるコスト削減及び焼却施設の更新【資源循環と地球温暖化対策の推進 衛生

的かつ効率的な廃棄物処理】 

○各施設連携による地域資源リサイクルシステムの構築【資源循環と地球温暖化対策の推進 資源

循環型処理システムの構築】 

 

6-4 基幹的交通から地域交通網まで、交通インフラの長期間にわたる機能停止 

○地域防災計画の継続的な見直し【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○災害対策本部の機能強化【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○合同防災訓練の実施【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○水源涵養の森林づくり、災害に強い森林づくりの推進【林業の振興 多面的機能を発揮する森林

づくり】 

○地域高規格道路「中津日田道路」の整備促進に向けた要望活動の強化【道路・河川・公共交通の

整備 地域高規格道路「中津日田道路」の整備】 

○幹線道路としての国・県道の整備促進に向けた要望活動の強化【道路・河川・公共交通の整備 

幹線道路網の整備】 

○災害等に対応する「国道２１２号」のダブルネットワーク化への取組【道路・河川・公共交通の

整備 幹線道路網の整備】 

○事業区間の整備促進と次期着手区間の検討【道路・河川・公共交通の整備 都市計画道路の整

備】 

○地域の状況を考慮した効率的な道路整備【道路・河川・公共交通の整備 生活関連道路の整備】 

○橋梁やトンネル等の定期的な点検に基づいた適切な維持管理【道路・河川・公共交通の整備 生

活関連道路の整備】 

○地域の実情や観光ニーズに即した交通手段の確保と利用しやすい公共交通の構築【道路・河川・

公共交通の整備 公共交通の維持と確保】 

○交通事業者に対する市内から都市部への所要時間短縮等の働きかけ【道路・河川・公共交通の整

備 公共交通の維持と確保】 

○関係機関等との連携による高齢者の外出機会を創出するための効果的な移動支援サービスの構築

【道路・河川・公共交通の整備 公共交通の維持と確保】 

○災害危険箇所の解消に向けた防災、減災対策の推進【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○災害に備えた公共施設等の整備及び減災対策の推進【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○治山、治水対策に伴う国、県の関係団体への要請【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○急傾斜地等の崩壊防止対策工事の推進【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○国、県等の早急な復旧の促進【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○被災箇所の早急な復旧【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○防災体制の強化【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○災害により被災した公共施設等の早急な復旧【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

 

6-5 防災インフラの長期間にわたる機能不全 

○公共施設等総合管理計画の推進と進捗管理の徹底【政策を実行・実現する行財政運営 公共施設
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の適正な管理】 

○地域防災計画の継続的な見直し【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○災害対策本部の機能強化【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○合同防災訓練の実施【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○消防、救急資機材及び施設の整備【防災・消防・救急体制の強化 消防、救急救助体制の連携と

消防設備の整備】 

○水源涵養の森林づくり、災害に強い森林づくりの推進【林業の振興 多面的機能を発揮する森林

づくり】 

○災害危険箇所の解消に向けた防災、減災対策の推進【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○災害に備えた公共施設等の整備及び減災対策の推進【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○治山、治水対策に伴う国、県の関係団体への要請【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○急傾斜地等の崩壊防止対策工事の推進【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○国、県等の早急な復旧の促進【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○被災箇所の早急な復旧【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○防災体制の強化【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○災害により被災した公共施設等の早急な復旧【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

 

 

[目標７] 制御不能な複合災害・二次災害を発生させない  ためのリスクシナリオ別施

策 

 

7-1 地震に伴う市街地での大規模火災の発生 

○介護関連施設、事業所及び生活支援のための施設の整備【高齢者福祉の充実 介護サービスの質

の向上と介護サービス基盤の整備】 

○自主防災組織の充実強化と活動支援【防災・消防・救急体制の強化 防災体制の整備と減災対策

の推進】 

○防災士の養成【防災・消防・救急体制の強化 防災体制の整備と減災対策の推進】 

○地区防災士会及び女性防災士会設立による防災士同士の連携強化【防災・消防・救急体制の強化 

防災体制の整備と減災対策の推進】 

○確実な情報伝達と迅速化【防災・消防・救急体制の強化 防災体制の整備と減災対策の推進】 

○地域防災計画の継続的な見直し【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○災害対策本部の機能強化【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○合同防災訓練の実施【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○消防団員の確保【防災・消防・救急体制の強化 消防、救急救助体制の連携と消防設備の整備】 

○消防本部、消防署、消防団との連携強化【防災・消防・救急体制の強化 消防、救急救助体制の

連携と消防設備の整備】 

○消防、救急資機材及び施設の整備【防災・消防・救急体制の強化 消防、救急救助体制の連携と

消防設備の整備】 

○空き家等に対する措置や適正管理に関する助言、情報提供及び問題意識の啓発【住環境の整備と

維持管理 民間住宅に対する支援等】 

○地域バランスに配慮した公園の整備【公園・緑地の整備と維持管理 身近な公園の整備】 
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○私有地等を有効活用した借地公園の整備【公園・緑地の整備と維持管理 身近な公園の整備】 

○各種計画に則した長期的、計画的かつ総合的な土地利用の推進【地域特性を活かした空間づくり

計画的な土地利用】 

 

7-2 沿線・沿道の建物倒壊に伴う閉塞、交通麻痺 

○公共施設等総合管理計画の推進と進捗管理の徹底【政策を実行・実現する行財政運営 公共施設

の適正な管理】 

○介護関連施設、事業所及び生活支援のための施設の整備【高齢者福祉の充実 介護サービスの質

の向上と介護サービス基盤の整備】 

○確実な情報伝達と迅速化【防災・消防・救急体制の強化 防災体制の整備と減災対策の推進】 

○地域防災計画の継続的な見直し【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○災害対策本部の機能強化【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○合同防災訓練の実施【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○消防団員の確保【防災・消防・救急体制の強化 消防、救急救助体制の連携と消防設備の整備】 

○消防本部、消防署、消防団との連携強化【防災・消防・救急体制の強化 消防、救急救助体制の

連携と消防設備の整備】 

○消防、救急資機材及び施設の整備【防災・消防・救急体制の強化 消防、救急救助体制の連携と

消防設備の整備】 

○地震対策への支援【住環境の整備と維持管理 民間住宅に対する支援等】 

○空き家等に対する措置や適正管理に関する助言、情報提供及び問題意識の啓発【住環境の整備と

維持管理 民間住宅に対する支援等】 

 

7-3 ため池、天然ダム等の損壊・機能不全による被害の拡大 

○確実な情報伝達と迅速化【防災・消防・救急体制の強化 防災体制の整備と減災対策の推進】 

○地域防災計画の継続的な見直し【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○災害対策本部の機能強化【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○合同防災訓練の実施【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○消防本部、消防署、消防団との連携強化【防災・消防・救急体制の強化 消防、救急救助体制の

連携と消防設備の整備】 

○消防、救急資機材及び施設の整備【防災・消防・救急体制の強化 消防、救急救助体制の連携と

消防設備の整備】 

○ため池の計画的な補修・改修及び廃止による防災力の強化【農業・水産業の振興 農業生産基盤

の確保と優良農地の保全】 

 

7-4 有害物質の大規模拡散・流出による被害の拡大 

○確実な情報伝達と迅速化【防災・消防・救急体制の強化 防災体制の整備と減災対策の推進】 

○地域防災計画の継続的な見直し【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○災害対策本部の機能強化【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○合同防災訓練の実施【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○消防本部、消防署、消防団との連携強化【防災・消防・救急体制の強化 消防、救急救助体制の

連携と消防設備の整備】 
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○消防、救急資機材及び施設の整備【防災・消防・救急体制の強化 消防、救急救助体制の連携と

消防設備の整備】 

○公害防止の啓発強化【地域環境の保全 公害の防止】 

○大気汚染、土壌汚染、水質汚濁、騒音、振動、悪臭、地盤沈下対策の推進【地域環境の保全 公

害の防止】 

 

7-5 農地・森林等の被害による地域の荒廃 

○確実な情報伝達と迅速化【防災・消防・救急体制の強化 防災体制の整備と減災対策の推進】 

○地域防災計画の継続的な見直し【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○災害対策本部の機能強化【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○住宅再建、生活再建への支援【防災・消防・救急体制の強化 自然災害による被災者の生活再

建】 

○消防本部、消防署、消防団との連携強化【防災・消防・救急体制の強化 消防、救急救助体制の

連携と消防設備の整備】 

○消防、救急資機材及び施設の整備【防災・消防・救急体制の強化 消防、救急救助体制の連携と

消防設備の整備】 

○新規就農者や農業後継者を確保・育成する体制の充実【農業・水産業の振興 地域を支える担い

手の育成】 

○地域農業の中心となる担い手の明確化と農地集積の推進【農業・水産業の振興 地域を支える担

い手の育成】 

○集落営農組織の育成や法人化及び企業の農業参入等の推進【農業・水産業の振興 地域を支える

担い手の育成】 

○県や農協等の関係機関と連携した担い手をサポートする体制の整備【農業・水産業の振興 地域

を支える担い手の育成】 

○第三者継承に向けた経営資源情報の整理【農業・水産業の振興 地域を支える担い手の育成】 

○将来の農地利用の姿を描く「地域計画」の作成及び実行【農業・水産業の振興 地域を支える担

い手の育成】 

○生産基盤として有効な農地確保や水田畑地化に向けた排水対策【農業・水産業の振興 農業生産

基盤の確保と優良農地の保全】 

○畑地化の計画や栽培品目の選定等、集落ごとの農地の利活用実態に応じた基盤整備の推進【農

業・水産業の振興 農業生産基盤の確保と優良農地の保全】 

○農業用水施設の整備・更新や農道の拡幅・舗装等【農業・水産業の振興 農業生産基盤の確保と

優良農地の保全】 

○優良農地の保全と有効活用【農業・水産業の振興 農業生産基盤の確保と優良農地の保全】 

○耕作放棄地の解消【農業・水産業の振興 農業生産基盤の確保と優良農地の保全】 

○農業用施設の防災減災対策【農業・水産業の振興 農業生産基盤の確保と優良農地の保全】 

○美しい田園景観づくりの推進【農業・水産業の振興 魅力ある農村づくりの推進】 

○有害鳥獣による被害の予防と捕獲対策の強化【農業・水産業の振興 魅力ある農村づくりの推

進】 

○水源涵養の森林づくり、災害に強い森林づくりの推進【林業の振興 多面的機能を発揮する森林

づくり】 
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○市有林活用の促進【林業の振興 多面的機能を発揮する森林づくり】 

○生産林と環境林の区分に応じた森林づくりの促進【林業の振興 多面的機能を発揮する森林づく

り】 

○早生樹等による再造林の推進【林業の振興 持続可能な森林経営の推進】 

○森林経営管理制度による森林整備の促進【林業の振興 持続可能な森林経営の推進】 

○林業・木材産業を支える担い手の確保・育成【林業の振興 市民の森林・林業・木材産業への理

解促進、担い手の確保育成】 

○予防、捕獲対策の強化【林業の振興 有害鳥獣被害防止対策の推進】 

○ICTの導入【林業の振興 有害鳥獣被害防止対策の推進】 

○災害危険箇所の解消に向けた防災、減災対策の推進【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○災害に備えた公共施設等の整備及び減災対策の推進【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○治山、治水対策に伴う国、県の関係団体への要請【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○国、県等の早急な復旧の促進【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○被災箇所の早急な復旧【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○防災体制の強化【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○災害により被災した公共施設等の早急な復旧【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○森林環境教育の体制づくり【良好な水資源の確保 市民意識のさらなる高揚と筑後川流域圏との

連携の推進】 

 

 

[目標８] 社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する  た

めのリスクシナリオ別施策 

 

8-1 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事態 

○地域防災計画の継続的な見直し【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○災害対策本部の機能強化【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○デジタル技術を活用した生活再建支援の迅速化【防災・消防・救急体制の強化 自然災害による

被災者の生活再建】 

○地域バランスに配慮した公園の整備【公園・緑地の整備と維持管理 身近な公園の整備】 

○災害危険箇所の解消に向けた防災、減災対策の推進【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○災害に備えた公共施設等の整備及び減災対策の推進【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○治山、治水対策に伴う国、県の関係団体への要請【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○国、県等の早急な復旧の促進【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○被災箇所の早急な復旧【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○防災体制の強化【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○災害により被災した公共施設等の早急な復旧【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○ごみ及びし尿処理における施設の適切な運用と管理【資源循環と地球温暖化対策の推進 衛生的

かつ効率的な廃棄物処理】 

○焼却ごみの減量によるコスト削減及び焼却施設の更新【資源循環と地球温暖化対策の推進 衛生

的かつ効率的な廃棄物処理】 

○最終処分場の延命化及び新たな施設の整備計画の策定【資源循環と地球温暖化対策の推進 衛生
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的かつ効率的な廃棄物処理】 

○最新設備を備えた焼却施設の建設及び運転管理【資源循環と地球温暖化対策の推進 衛生的かつ

効率的な廃棄物処理】 

○各施設連携による地域資源リサイクルシステムの構築【資源循環と地球温暖化対策の推進 資源

循環型処理システムの構築】 

 

 

8-2 復興を支える人材等（専門家、コーディネーター、労働者、地域に精通した技術者等）の不足

により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

○人口減少社会に対応するための公民が連携する自治体運営の推進【市民協働のまちづくり まち

づくり活動の促進】 

○住民自治組織などによる住民を主体とした自治活動の実現に向けた仕組みの確立【市民協働のま

ちづくり まちづくり活動の促進】 

○移住者間や地域住民等との交流の場の提供【市民協働のまちづくり 移住・定住への支援】 

○地域内での交流の促進及び地域活動の担い手の確保【地域福祉の推進 地域のつながりづくり】 

○学校教育及び社会教育における福祉教育の推進【地域福祉の推進 地域のつながりづくり】 

○ボランティア、ＮＰＯの育成及び活動支援【地域福祉の推進 支えあう地域づくり】 

○地域福祉の担い手の育成及び活動支援【地域福祉の推進 支えあう地域づくり】 

○地域で支えあうためのネットワークづくり【地域福祉の推進 暮らしを支える環境づくり】 

○自主防災組織の充実強化と活動支援【防災・消防・救急体制の強化 防災体制の整備と減災対策

の推進】 

○防災士の養成【防災・消防・救急体制の強化 防災体制の整備と減災対策の推進】 

○地区防災士会及び女性防災士会設立による防災士同士の連携強化【防災・消防・救急体制の強化 

 防災体制の整備と減災対策の推進】 

○災害時における要配慮者の把握体制の整備と乳幼児など受け入れ避難所を含む福祉避難所の指定

【防災・消防・救急体制の強化 防災体制の整備と減災対策の推進】 

○地域防災計画の継続的な見直し【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○災害対策本部の機能強化【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○住宅再建、生活再建への支援【防災・消防・救急体制の強化 自然災害による被災者の生活再

建】 

○デジタル技術を活用した生活再建支援の迅速化【防災・消防・救急体制の強化 自然災害による 

被災者の生活再建】 

○消防団員の確保【防災・消防・救急体制の強化 消防、救急救助体制の連携と消防設備の整備】 

○消防本部、消防署、消防団との連携強化【防災・消防・救急体制の強化 消防、救急救助体制の

連携と消防設備の整備】 

○新規就農者や農業後継者を確保・育成する体制の充実【農業・水産業の振興 地域を支える担い

手の育成】 

○地域農業の中心となる担い手の明確化と農地集積の推進【農業・水産業の振興 地域を支える担

い手の育成】 

○集落営農組織の育成や法人化及び企業の農業参入等の推進【農業・水産業の振興 地域を支える

担い手の育成】 
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○第三者継承に向けた経営資源情報の整理【農業・水産業の振興 地域を支える担い手の育成】 

○需要の変化に応じた素材流通体制の整備【林業の振興 日田材の需要拡大と販売体制の強化】 

○製材品の品質・性能の明確化、供給体制の構築【林業の振興 日田材の需要拡大と販売体制の強

化】 

○林業・木材産業を支える担い手の確保・育成【林業の振興 市民の森林・林業・木材産業への理

解促進、担い手の確保育成】 

○技術、技能の伝承と後継者育成【商工業の振興 人材の育成・確保と事業環境の整備】 

○中小企業への就労促進【商工業の振興 人材の育成・確保と事業環境の整備】 

○キャリア教育の推進【商工業の振興 人材の育成・確保と事業環境の整備】 

○就労しやすい労働環境の整備【商工業の振興 人材の育成・確保と事業環境の整備】 

○ワーク・ライフ・バランスの促進と勤労者福祉の充実【商工業の振興 人材の育成・確保と事業

環境の整備】 

○災害危険箇所の解消に向けた防災、減災対策の推進【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○災害に備えた公共施設等の整備及び減災対策の推進【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○治山、治水対策に伴う国、県の関係団体への要請【減災対策と災害復旧 減災対策の推進】 

○国、県等の早急な復旧の促進【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○被災箇所の早急な復旧【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○防災体制の強化【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○災害により被災した公共施設等の早急な復旧【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○森林環境教育の体制づくり【良好な水資源の確保 市民意識のさらなる高揚と筑後川流域圏との

連携の推進】 

 

8-3 広域地盤沈下等による広域・長期にわたる浸水被害の発生により復興が大幅に遅れる事態 

○地域防災計画の継続的な見直し【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○災害対策本部の機能強化【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○住宅再建、生活再建への支援【防災・消防・救急体制の強化 自然災害による被災者の生活再

建】 

○デジタル技術を活用した生活再建支援の迅速化【防災・消防・救急体制の強化 自然災害による

被災者の生活再建】 

○消防団員の確保【防災・消防・救急体制の強化 消防、救急救助体制の連携と消防設備の整備】 

○消防本部、消防署、消防団との連携強化【防災・消防・救急体制の強化 消防、救急救助体制の

連携と消防設備の整備】 

○浸水被害の軽減に向けた雨水排水施設の整備及び適正な維持管理【住環境の整備と維持管理 下

水道等の整備】 

 

8-4 貴重な文化財や環境的資産の喪失、無形の文化が衰退する事態 

○地域の特性や文化資源を活かした公園等の整備及び保全【公園・緑地の整備と維持管理 歴史・

文化や自然環境を活かした公園・緑地の整備】 

○歴史や文化、自然環境と調和した景観の形成【地域特性を活かした空間づくり 景観の形成】 
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8-5 事業用地の取得、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進まず復興が大幅に遅れる事態 

○子育て、就農・就業、住まい等に関する支援【市民協働のまちづくり 移住・定住への支援】 

○公共施設等総合管理計画の推進と進捗管理の徹底【政策を実行・実現する行財政運営 公共施設 

の適正な管理】 

○地域防災計画の継続的な見直し【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○災害対策本部の機能強化【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○住宅再建、生活再建への支援【防災・消防・救急体制の強化 自然災害による被災者の生活再

建】 

○デジタル技術を活用した生活再建支援の迅速化【防災・消防・救急体制の強化 自然災害による

被災者の生活再建】 

○地域バランスに配慮した公園の整備【公園・緑地の整備と維持管理 身近な公園の整備】 

○国、県等の早急な復旧の促進【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○被災箇所の早急な復旧【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○災害により被災した公共施設等の早急な復旧【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

 

8-6 地域コミュニティの崩壊等により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

○自治会やＮＰＯなどの団体が取り組むまちづくり活動への支援と人材の育成【市民協働のまちづ

くり まちづくり活動の促進】 

○住民自治組織などによる住民を主体とした自治活動の実現に向けた仕組みの確立【市民協働のま

ちづくり まちづくり活動の促進】 

○移住者間や地域住民等との交流の場の提供【市民協働のまちづくり 移住・定住への支援】 

○財源の確保と地域の活性化を目的としたふるさと納税制度の促進【政策を実行・実現する行財政

運営 持続可能な財政運営】 

○地域内での交流の促進及び地域活動の担い手の確保【地域福祉の推進 地域のつながりづくり】 

○活動拠点の確保及び地域活動の情報提供【地域福祉の推進 地域のつながりづくり】 

○ボランティア、ＮＰＯの育成及び活動支援【地域福祉の推進 支えあう地域づくり】 

○地域福祉の担い手の育成及び活動支援【地域福祉の推進 支えあう地域づくり】 

○地域で支えあうためのネットワークづくり【地域福祉の推進 暮らしを支える環境づくり】 

○高齢者の社会参加の支援【高齢者福祉の充実 高齢者の積極的な社会参加】 

○地域包括ケアシステムの実現に向けた取組の推進【高齢者福祉の充実 高齢者の福祉を支える社

会的基盤の確立】 

○高齢者の見守り体制の確立に向けた取組の支援【高齢者福祉の充実 高齢者の福祉を支える社会

的基盤の確立】 

○高齢者福祉施設に関する整備方針の検討【高齢者福祉の充実 高齢者の福祉を支える社会的基盤

の確立】 

○認知症に関する支援体制の強化【高齢者福祉の充実 高齢者の福祉を支える社会的基盤の確立】 

○生活支援サービスの充実【高齢者福祉の充実 高齢者の生活支援及び介護予防の推進】 

○介護予防事業の推進【高齢者福祉の充実 高齢者の生活支援及び介護予防の推進】 

○自主防災組織の充実強化と活動支援【防災・消防・救急体制の強化 防災体制の整備と減災対策

の推進】 

○防災士の養成【防災・消防・救急体制の強化 防災体制の整備と減災対策の推進】 
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○地区防災士会及び女性防災士会設立による防災士同士の連携強化【防災・消防・救急体制の強化 

防災体制の整備と減災対策の推進】 

○地域防災計画の継続的な見直し【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○災害対策本部の機能強化【防災・消防・救急体制の強化 危機管理体制の確立】 

○消防団員の確保【防災・消防・救急体制の強化 消防、救急救助体制の連携と消防設備の整備】 

○自治会等が行う防犯灯などの整備に対する支援【防犯体制、交通安全対策及び消費生活の充実 

防犯意識の高揚及び環境づくり】 

○地域農業の中心となる担い手の明確化と農地集積の推進【農業・水産業の振興 地域を支える担

い手の育成】 

○集落営農組織の育成や法人化及び企業の農業参入等の推進【農業・水産業の振興 地域を支える

担い手の育成】 

○学びの農業をテーマとしたグリーンツーリズムの企画・開催【農業・水産業の振興 魅力ある農

村づくりの推進】 

○空き家等の有効な利活用等に対する支援【住環境の整備と維持管理 民間住宅に対する支援等】 

○国、県等の早急な復旧の促進【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○被災箇所の早急な復旧【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 

○災害により被災した公共施設等の早急な復旧【減災対策と災害復旧 豪雨災害等の復旧】 
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２ リスクシナリオに対する施策の重点化  

 

市地域計画に掲げる31のリスクシナリオに対する施策は、いずれも地域の強靱化に向けた取組と

して重要な施策となる。このうち、回避しなければならない最悪の事態として、特段の対策が必要

なリスクシナリオに対する取組については、重点施策に設定して施策の展開を迅速かつ着実に進め

るものとする。 

また、重点施策の設定にあたっては、本市が経験した自然災害の教訓を踏まえたものとし、以下

の15のリスクシナリオに対する施策とする。 

 

     は「総合計画の施策体系とリスクシナリオの相関図」で使用する表記 

 

 

[目標１] 直接死を最大限防ぐ  のリスクシナリオ 

 

1-1 住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が集まる施設の倒壊による多

数の死傷者の発生               建物等の倒壊による死傷者の発生    

1-3 突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水による多数の死傷者の発生 

広域浸水による死傷者の発生      

1-4 大規模な土砂災害等による多数の死傷者の発生 

土砂災害等による死傷者発生      

 

 

 [目標２] 救助・救急、医療活動等が迅速に行われるとともに被災者等の健康・避難

生活環境を確実に確保する  のリスクシナリオ 

 

2-1 被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資供給の長期停止 

生命に関わる物資供給の長期停止    

2-6 劣悪な避難生活環境、被災者の健康管理の不全による多数の死者・病症者の発生 

避難生活環境での死者・病症者発生   

 

 

 [目標３] 必要不可欠な行政機能は確保する  のリスクシナリオ 

 

3-1 行政機関の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下 

行政機能の大幅な低下         
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[目標４] 必要不可欠な情報通信機能・情報サービスは確保する  のリスクシナリオ 

 

4-1 防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・機能停止 

通信インフラの麻痺・機能停止     

4-2 災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収集・伝達ができず、避難行動や救

助・支援が遅れる事態             災害情報の収集・伝達機能の停止    

 

 

[目標６] ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク等の被害を最小限に留

めるとともに、早期に復旧させる  のリスクシナリオ 

 

6-2 水道等の長期間にわたる供給停止 

水道等の長期供給停止         

6-4 基幹的交通から地域交通網まで、交通インフラの長期間にわたる機能停止 

交通インフラの長期機能停止      

6-5 防災インフラの長期間にわたる機能不全 

防災インフラの長期機能不全      

 

 

 [目標７] 制御不能な複合災害・二次災害を発生させない  のリスクシナリオ 

 

7-3 ため池、天然ダム等の損壊・機能不全による被害の拡大 

ため池、天然ダム等の損壊・機能不全  

7-5 農地・森林等の被害による地域の荒廃 

農地・森林等の被害と地域の荒廃    

 

 

 [目標８] 社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する  

のリスクシナリオ 

 

8-2 復興を支える人材等（専門家、コーディネーター、労働者、地域に精通した技術者等）の

不足により復旧・復興が大幅に遅れる事態    人材不足による復興の遅延       

8-6 地域コミュニティの崩壊等により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

地域コミュニティの崩壊等       
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【資料】日田市国土強靱化地域計画 リスクシナリオ一覧表 

 

事前に備えるべき
目　　　標

短縮表記 重点

1-1
住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不
特定多数が集まる施設の倒壊による多数の死傷者の
発生

建物等の倒壊による死傷者
の発生

◎

1-2
密集市街地や不特定多数が集まる施設における大規
模火災による多数の死傷者の発生

大規模火災による死傷者の
発生

○

1-3
突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水による
多数の死傷者の発生

広域浸水による死傷者の発
生

◎

1-4 大規模な土砂災害等による多数の死傷者の発生
土砂災害等による死傷者発
生

◎

2-1
被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関
わる物資供給の長期停止

生命に関わる物資供給の長
期停止

◎

2-2 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 孤立地域等の同時発生 ○

2-3
自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・
救急活動等の絶対的不足

救助・救急活動等の絶対的
不足

○

2-4
医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルー
トの途絶、エネルギー供給の途絶による医療機能の
麻痺

医療施設等の絶対的不足・
麻痺

○

2-5 被災地における疫病・感染症等の大規模発生
疫病・感染症等の大規模発
生

○

2-6
劣悪な避難生活環境、被災者の健康管理の不全によ
る多数の死者・病症者の発生

避難生活環境での死者・病
症者発生

◎

3
必要不可欠な行政
機能は確保する

3-1
行政機関の職員・施設等の被災による機能の大幅な
低下

行政機能の大幅な低下 ◎

4-1
防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・機能
停止

通信インフラの麻痺・機能
停止

◎

4-2
災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報
の収集・伝達ができず、避難行動や救助・支援が遅
れる事態

災害情報の収集・伝達機能
の停止

◎

5-1
金融サービス・郵便等の機能停止による市民生活・
商取引等への甚大な影響

金融サービス・郵便等の機
能停止

○

5-2 食料等の安定供給の停滞 食料等の安定供給の停滞 ○

6-1
電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や
石油・ＬＰガスサプライチェーン等の長期間にわた
る機能の停止

電力等サプライチェーンの
長期停止

○

6-2 水道等の長期間にわたる供給停止 水道等の長期供給停止 ◎

6-3 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止
汚水処理施設等の長期機能
停止

○

6-4
基幹的交通から地域交通網まで、交通インフラの長
期間にわたる機能停止

交通インフラの長期機能停
止

◎

6-5 防災インフラの長期間にわたる機能不全
防災インフラの長期機能不
全

◎

7-1 地震に伴う市街地での大規模火災の発生
市街地での大規模火災の発
生

○

7-2 沿線・沿道の建物倒壊に伴う閉塞、交通麻痺
建物倒壊に伴う閉塞、交通
麻痺

○

7-3
ため池、天然ダム等の損壊・機能不全による被害の
拡大

ため池、天然ダム等の損
壊・機能不全

◎

7-4 有害物質の大規模拡散・流出による被害の拡大
有害物質の大規模拡散・流
出

○

7-5 農地・森林等の被害による地域の荒廃
農地・森林等の被害と地域
の荒廃

◎

8-1
大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興
が大幅に遅れる事態

災害廃棄物の処理の停滞 ○

8-2
復興を支える人材等（専門家、コーディネーター、
労働者、地域に精通した技術者等）の不足により復
旧・復興が大幅に遅れる事態

人材不足による復興の遅延 ◎

8-3
広域地盤沈下等による広域・長期にわたる浸水被害
の発生により復興が大幅に遅れる事態

浸水被害による復興の遅延 ○

8-4
貴重な文化財や環境的資産の喪失、無形の文化が衰
退する事態

文化財や環境的資産等の喪
失

○

8-5
事業用地の取得、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の
整備が進まず復興が大幅に遅れる事態

仮設住宅等の整備の遅延 ○

8-6
地域コミュニティの崩壊等により復旧・復興が大幅
に遅れる事態

地域コミュニティの崩壊等
による復興の遅延

◎

8 31 15

8

社会・経済が迅速
かつ従前より強靱
な姿で復興できる
条件を整備する

5
経済活動を機能不
全に陥らせない

6

ライフライン、燃
料供給関連施設、
交通ネットワーク
等の被害を最小限
に留めるととも
に、早期に復旧さ
せる

7
制御不能な複合災
害・二次災害を発
生させない

4

必要不可欠な情報
通信機能・情報
サービスは確保す
る

起きてはならない
最悪の事態

1
直接死を最大限防
ぐ

2

救助・救急、医療
活動が迅速に行わ
れるとともに被災
者等の健康・避難
生活環境を確実に
確保する
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 １．日田市国土強靱化地域計画 年次計画の概略        

 

「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱化基本法」（平成

25年12月公布・施行）の規定に基づく地域強靭化計画として、令和３年３月に策定（令和６年３月

改訂）した「日田市国土強靱化地域計画」の実効性を高めるため、計画で示す施策の方向性に沿っ

て実施する事業の計画を「年次計画」としてまとめ、事業の進捗を管理するものとする。 

また、「日田市国土強靱化地域計画 年次計画」の計画期間は令和６年度から令和９年度までの

４年間とし、情勢の変化や事業の進捗にあわせて、必要に応じた変更を毎年行うものとする。 

 

 

 ２．日田市国土強靱化地域計画の基本事項           

 

 計画の構成  

日田市国土強靱化地域計画は、基本的な方針などを記載する「基本計画」と具体的な事業の計

画を記載する「年次計画」で構成する。 

 

 計画の期間  

日田市国土強靱化地域計画のうち「基本計画」については、検証を随時行ったうえで必要に応

じた見直しを適宜実施するものとしており、「年次計画」については、総合計画の計画期間にあ

わせた見直しを基本として、各事業の進捗管理を含めた改訂を毎年行うものとする。 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 

総 合 計 画 
第６次日田市総合計画 

第３期基本計画 

第７次日田市総合計画 

第１期基本計画（予定） 

国土強靱化地域計画

( 基 本 計 画 ) 

日田市国土強靱化地域計画 基本計画 

（検証のうえ必要に応じて見直し） 

国土強靱化地域計画

( 年 次 計 画 ) 

日田市国土強靱化地域計画 年次計画 

(随時改訂) 
 (総合計画の改定にあわせた見直し) 

 

国土強靭化地域計画の構成

日田市国土強靱化地域計画

基本計画

基本的な方針（必要に応じて見直し）

具体的な事業計画（随時見直し）

日田市国土強靱化地域計画

年次計画
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 基本目標  

日田市国土強靱化地域計画では、以下の４項目を基本目標として地域の強靱化を推進する。 

 

 

[基本目標１] 人命の保護が最大限図られること 

[基本目標２] 市政及び社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持されること 

[基本目標３] 市民の財産及び公共施設に係る被害の最小化 

[基本目標４] 迅速な復旧復興 

 

 

 

 想定する自然災害  

⑴ 風雨災害 

本市の災害は地形および地質等からして、その大半が集中豪雨等による低地の浸水や氾濫、土

石流による被害等の災害が多く、その他の災害では暴風雨等がある。これらの災害は、その種類

ごとに発生しやすい時期があり、集中豪雨等の大雨は、６月から７月頃の梅雨期前後にかけて起

こりやすく、暴風雨では８月から９月にかけ台風が多く発生している。 

以上のようなことを踏まえ本市の地形の特徴と災害発生の状況についてみると、集中豪雨によ

る崖くずれ、河川の氾濫による田畑の冠水、水田及び周辺林野の造成による農業用水路や小河川

からの溢水が多く、土砂災害の発生も多く見受けられることから、防護壁設置や施設の改修など

のハード面の充実を推進するとともに、ソフト面では市民一人ひとりの防災意識の高揚を図り、

被害を最小限にとどめる減災対策の充実を図ることを災害に対する基本的な考えとするものであ

る。 

⑵ 地震災害 

大分県全域にわたって被害が想定される地震のうち、日田市に最も影響が大きいと想定される

地震は「万年山－崩平山断層帯」を震源とした場合のマグニチュード6.8、最大震度6強と予測さ

れている。しかしながら、活断層と推測される入美断層、活断層の疑いのある一尺八寸山断層を

有していることに併せて、日田地方を震源とする地震が比較的多く発生しており、昭和50年の大

分県中部地震規模の直下型地震の例もあり得るため予断は許されない。 

地震災害は、他の災害とは異なり地震発生の予知が困難であることから事前対策による被害軽

減に限界はあるものの、各種要因により本市で想定される地震のうち、「万年山－崩平山断層帯

」を震源としたマグニチュード6.8、震度6強の地震を想定するものとする。 
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 事前に備えるべき目標  

基本目標に掲げる４つの目標を達成するためには、予断を持つことなく最悪の事態を念頭に置い

た「備え」を進める必要がある。このため、以下の８項目を「事前に備えるべき目標」として地域

の強靱化を推進する。 

 

 

[目標１] 直接死を最大限防ぐ 

[目標２] 救助・救急、医療活動が迅速に行われるとともに被災者等の 

健康・避難生活環境を確実に確保する 

[目標３] 必要不可欠な行政機能は確保する 

[目標４] 必要不可欠な情報通信機能・情報サービスは確保する 

[目標５] 経済活動を機能不全に陥らせない 

[目標６] ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク等の被害を 

最小限に留めるとともに、早期に復旧させる 

[目標７] 制御不能な複合災害・二次災害を発生させない 

[目標８] 社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する 

 

 

 起きてはならない最悪の事態（リスクシナリオ）  

本市で想定される大規模自然災害に対して、８つの「事前に備えるべき目標」の妨げとなる31の

「起きてはならない最悪の事態（以下「リスクシナリオ」という。）」を別表１「日田市国土強靱

化地域計画 リスクシナリオ一覧表」のとおりとする。 

 

 リスクシナリオに対する施策の重点化  

31のリスクシナリオに対する施策は、いずれも地域の強靱化に向けた取組として重要な施策とな

る。このうち、特段の対策が必要なリスクシナリオに対する取組を重点施策に設定して施策の展開

を迅速かつ着実に進めるものとする。（別表１「日田市国土強靱化地域計画 リスクシナリオ一覧

表」参照） 
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【別表１】日田市国土強靱化地域計画 リスクシナリオ一覧表 

 

事前に備えるべき
目　　　標

短縮表記 重点

1-1
住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不
特定多数が集まる施設の倒壊による多数の死傷者の
発生

建物等の倒壊による死傷者
の発生

◎

1-2
密集市街地や不特定多数が集まる施設における大規
模火災による多数の死傷者の発生

大規模火災による死傷者の
発生

○

1-3
突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水による
多数の死傷者の発生

広域浸水による死傷者の発
生

◎

1-4 大規模な土砂災害等による多数の死傷者の発生
土砂災害等による死傷者発
生

◎

2-1
被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関
わる物資供給の長期停止

生命に関わる物資供給の長
期停止

◎

2-2 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 孤立地域等の同時発生 ○

2-3
自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・
救急活動等の絶対的不足

救助・救急活動等の絶対的
不足

○

2-4
医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルー
トの途絶、エネルギー供給の途絶による医療機能の
麻痺

医療施設等の絶対的不足・
麻痺

○

2-5 被災地における疫病・感染症等の大規模発生
疫病・感染症等の大規模発
生

○

2-6
劣悪な避難生活環境、被災者の健康管理の不全によ
る多数の死者・病症者の発生

避難生活環境での死者・病
症者発生

◎

3
必要不可欠な行政
機能は確保する

3-1
行政機関の職員・施設等の被災による機能の大幅な
低下

行政機能の大幅な低下 ◎

4-1
防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・機能
停止

通信インフラの麻痺・機能
停止

◎

4-2
災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報
の収集・伝達ができず、避難行動や救助・支援が遅
れる事態

災害情報の収集・伝達機能
の停止

◎

5-1
金融サービス・郵便等の機能停止による市民生活・
商取引等への甚大な影響

金融サービス・郵便等の機
能停止

○

5-2 食料等の安定供給の停滞 食料等の安定供給の停滞 ○

6-1
電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や
石油・ＬＰガスサプライチェーン等の長期間にわた
る機能の停止

電力等サプライチェーンの
長期停止

○

6-2 水道等の長期間にわたる供給停止 水道等の長期供給停止 ◎

6-3 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止
汚水処理施設等の長期機能
停止

○

6-4
基幹的交通から地域交通網まで、交通インフラの長
期間にわたる機能停止

交通インフラの長期機能停
止

◎

6-5 防災インフラの長期間にわたる機能不全
防災インフラの長期機能不
全

◎

7-1 地震に伴う市街地での大規模火災の発生
市街地での大規模火災の発
生

○

7-2 沿線・沿道の建物倒壊に伴う閉塞、交通麻痺
建物倒壊に伴う閉塞、交通
麻痺

○

7-3
ため池、天然ダム等の損壊・機能不全による被害の
拡大

ため池、天然ダム等の損
壊・機能不全

◎

7-4 有害物質の大規模拡散・流出による被害の拡大
有害物質の大規模拡散・流
出

○

7-5 農地・森林等の被害による地域の荒廃
農地・森林等の被害と地域
の荒廃

◎

8-1
大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興
が大幅に遅れる事態

災害廃棄物の処理の停滞 ○

8-2
復興を支える人材等（専門家、コーディネーター、
労働者、地域に精通した技術者等）の不足により復
旧・復興が大幅に遅れる事態

人材不足による復興の遅延 ◎

8-3
広域地盤沈下等による広域・長期にわたる浸水被害
の発生により復興が大幅に遅れる事態

浸水被害による復興の遅延 ○

8-4
貴重な文化財や環境的資産の喪失、無形の文化が衰
退する事態

文化財や環境的資産等の喪
失

○

8-5
事業用地の取得、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の
整備が進まず復興が大幅に遅れる事態

仮設住宅等の整備の遅延 ○

8-6
地域コミュニティの崩壊等により復旧・復興が大幅
に遅れる事態

地域コミュニティの崩壊等
による復興の遅延

◎

8 31 15

8

社会・経済が迅速
かつ従前より強靱
な姿で復興できる
条件を整備する

5
経済活動を機能不
全に陥らせない

6

ライフライン、燃
料供給関連施設、
交通ネットワーク
等の被害を最小限
に留めるととも
に、早期に復旧さ
せる

7
制御不能な複合災
害・二次災害を発
生させない

4

必要不可欠な情報
通信機能・情報
サービスは確保す
る

起きてはならない
最悪の事態

1
直接死を最大限防
ぐ

2

救助・救急、医療
活動が迅速に行わ
れるとともに被災
者等の健康・避難
生活環境を確実に
確保する
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 ３．リスクシナリオに対応する具体的な取組           

具体的な取組の事業費については以下のとおり。 

令和６年度・・・令和６年度の３月補正を含めた予算額＋令和５年度繰越額 

   令和７年度・・・令和７年度の当初予算額 

 

 

[目標１] 直接死を最大限防ぐ 

 

 

1-1 住宅・建物・交通施設等の複合的・大規模倒壊や不特定多数が集まる施設の倒壊による多数の

死傷者の発生 

【福祉】(3)子ども・子育て支援の推進 

事 業 名 公立教育・保育施設整備事業  

事 業 の 
目的と概要 

安心・安全な教育・保育施設を整備するもの。 

事業担当課 こども未来課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
71,830  0  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(3)子ども・子育て支援の推進 

事 業 名 社会福祉法人等施設整備費補助事業  

事 業 の 
目的と概要 

安心・安全な教育・保育の環境を整えるため、老朽化した園の施設整備を行う民
間法人に対しその費用の一部を補助するもの。 

事業担当課 こども未来課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
128,207  0  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(3)子ども・子育て支援の推進 

事 業 名 公立教育・保育施設民間委託施設整備事業  

事 業 の 
目的と概要 

公立教育・保育施設（指定管理施設）の安全な教育環境を確保するため、老朽化
した施設の改修を行うもの。 

事業担当課 こども未来課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
0  0  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(5)高齢者福祉の充実 

事 業 名 地域介護福祉空間整備等施設整備事業  

事 業 の 
目的と概要 

安心・安全な高齢者施設等の環境を整えるため、防災・減災対策を行う民間法人
に対しその費用の一部を補助するもの。 

事業担当課 長寿福祉課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
0  0  （継続を検討）  （継続を検討）  
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【福祉】(5)高齢者福祉の充実 

事 業 名 介護サービス基盤整備事業  

事 業 の 
目的と概要 

介護サービスの確保を図るため、「日田市高齢者保健福祉計画」に基づき、施設
整備を行う事業者に対して補助を行うもの。 

事業担当課 長寿福祉課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
0  41,054  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 コミュニティ消防センター建設事業  

事 業 の 
目的と概要 

地域や消防団の消防力・防災力の向上を図るため、老朽化した施設等を建て替え
るもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
33,110  0  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 消防ポンプ自動車購入事業  

事 業 の 
目的と概要 

地域消防力・防災力を高めるため、最新鋭の消防車両への更新を行うもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
21,233  14,156  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 防災行政無線整備事業  

事 業 の 
目的と概要 

防災行政無線施設等の適正な管理を行うため、既設施設の維持管理及び改修等を
行うもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
16,270  3,136  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 自主防災組織活性化事業  

事 業 の 
目的と概要 

自主防災組織の活性化を図るため、防火防災活動等への助成や体験型防災プログ
ラムを実施するもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
5,774  5,394  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 防災士養成事業  

事 業 の 
目的と概要 

地域防災力の向上を図るため、防災士の養成とスキルアップ研修を行うとともに
、防災士の組織化に向けた懇談会を開催するもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
2,113  2,231  （継続を検討）  （継続を検討）  
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【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 280ＭＨｚ帯防災行政無線システム整備事業  

事 業 の 
目的と概要 

280MHz帯防災行政無線施設並びに防災ラジオの維持管理を行うもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
8,715  －  －  －  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 衛星通信機器スターリンク導入事業 新 

事 業 の 
目的と概要 

衛星通信機器スターリンクの導入を行い、災害時に通信手段が途絶した災害対策
本部機能の維持をはじめ、災害で孤立した集落の通信手段に活用するもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
－  1,286  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 防災費（臨時費） 新 

事 業 の 
目的と概要 

大分県防災情報通信システムの機器が老朽化し耐用年数を経過することから、県
がシステムの更新を行うため、機器・設備の整備に係る費用について市町村負担
金を支払うもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
－  4,300  －  －  

【生活基盤】(1)道路・河川・公共交通の整備 

事 業 名 道路ストック補修事業  

事 業 の 
目的と概要 

橋梁長寿命化修繕計画及びトンネル点検の結果に基づき、橋梁及びトンネルの補
修を行うとともに、老朽化した市道の舗装・法面及び照明の補修を行うもの。 

事業担当課 土木課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
476,738  209,320  （継続を検討）  （継続を検討）  

【生活基盤】(2)住環境の整備と維持管理 

事 業 名 アスベスト対策促進事業  

事 業 の 
目的と概要 

建築物に使用されている吹付アスベストの分析調査に要する費用を補助する。併
せて、アスベストによる健康被害の周知・啓発を行う。 

事業担当課 建築住宅課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
500  500  －  －  

【生活基盤】(2)住環境の整備と維持管理 

事 業 名 三和団地大規模改修事業  

事 業 の 
目的と概要 

経年劣化により老朽化が著しい三和団地において、大規模改修等を行うことによ
り、高齢者等が安心して入居できる住宅に整備するもの。 

事業担当課 建築住宅課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
0  183,281  （継続を検討）  （継続を検討）  
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【生活基盤】(2)住環境の整備と維持管理 

事 業 名 耐震改修促進事業  

事 業 の 
目的と概要 

地震被害を軽減し市民の生命と財産を守るため、昭和56年以前の木造一戸建て住
宅の耐震診断・耐震改修に対して補助を行うもの。 

事業担当課 建築住宅課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
3,190  4,700  （継続を検討）  （継続を検討）  

【生活基盤】(2)住環境の整備と維持管理 

事 業 名 空家対策事業  

事 業 の 
目的と概要 

空家による周辺への悪影響を防止するため、適切な維持管理等について指導・啓
発を行うとともに、民間と連携した空家の流通促進や、危険空家の除却工事に対
する補助を行うもの。 

事業担当課 建築住宅課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
7,959  9,321  （継続を検討）  （継続を検討）  

【生活基盤】(2)住環境の整備と維持管理 

事 業 名 リフォーム支援事業  

事 業 の 
目的と概要 

子育て世帯の負担軽減と高齢者世帯の不安解消を目的に、三世代同居世帯等のリ
フォーム工事に対して補助を行うもの。 

事業担当課 建築住宅課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
4,268  4,200  （継続を検討）  （継続を検討）  

【生活基盤】(2)住環境の整備と維持管理 

事 業 名 がけ地近接等危険住宅移転事業  

事 業 の 
目的と概要 

がけ地の崩壊等による危険が著しい区域にある危険住宅の除却費用、移転費用及
び危険住宅に代わる住宅の建設（購入）に要する借入金の利子分を補助するもの
。 

事業担当課 建築住宅課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
5,237  6,214  （継続を検討）  （継続を検討）  

【生活基盤】(2)住環境の整備と維持管理 

事 業 名 危険ブロック塀等除却補助事業  

事 業 の 
目的と概要 

ブロック塀等の倒壊による被害を防止するため、通学路沿いにある危険ブロック
塀等の除却工事に対して補助を行うもの。 

事業担当課 建築住宅課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
1,000  1,000  （継続を検討）  （継続を検討）  

【生活基盤】(2)住環境の整備と維持管理 

事 業 名 市営住宅ストック総合整備事業  

事 業 の 
目的と概要 

市営住宅の適切な維持管理を図るため、公営住宅等長寿命化計画に基づき、住宅
環境の整備等を行うもの。 

事業担当課 建築住宅課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
81,106  111,533  （継続を検討）  （継続を検討）  
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【生活基盤】(6)減災対策と災害復旧 

事 業 名 宅地耐震化推進事業 新 

事 業 の 
目的と概要 

ボーリングによる地盤調査等を実施し、地震時に盛土の滑りが発生する可能性に
ついて確認するもの。 

事業担当課 都市整備課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
－  27,120  －  （継続を検討）  

【教育･文化】(1)学校教育の充実 

事 業 名 小学校施設整備推進事業  

事 業 の 
目的と概要 

小学校の教育環境整備のため、計画的な大規模改修等を行うもの。 

事業担当課 教育総務課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
18,010  313,290  （継続を検討）  （継続を検討）  

【教育･文化】(1)学校教育の充実 

事 業 名 中学校施設整備推進事業  

事 業 の 
目的と概要 

中学校の教育環境整備のため、計画的な大規模改修等を行うもの。 

事業担当課 教育総務課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
42,112  354,093  （継続を検討）  （継続を検討）  

【教育･文化】(2)文化芸術の振興 

事 業 名 文化財保存活用地域計画作成事業  

事 業 の 
目的と概要 

市民共有の財産である文化財を総合的・一体的に保存・活用し、未来へ継承する
ため、「日田市文化財保存活用地域計画」の作成を行うもの。 

事業担当課 文化財課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
532  0  －  －  

【教育･文化】(2)文化芸術の振興 

事 業 名 伝統的建造物群保存事業  

事 業 の 
目的と概要 

歴史的な町なみを維持し、後世に残すことにより、市民が誇りと愛着を持てるま
ちづくりを行うことを目的に、保存修理事業や防災事業を行うもの。 

事業担当課 文化財課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
39,397  32,340  （継続を検討）  （継続を検討）  

【教育･文化】(2)文化芸術の振興 

事 業 名 史跡廣瀬淡窓旧宅及び墓保存整備事業  

事 業 の 
目的と概要 

文化財としての保存・継承及び歴史学習の場としての活用を図るため、保存修理
工事や環境整備を行うもの。 

事業担当課 文化財課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
2,926  5,724  （継続を検討）  －  
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【教育・文化】(2)文化芸術の振興 

事 業 名 文化財保存活用地域計画推進事業 新 

事 業 の 
目的と概要 

日田市文化財保存活用地域計画に基づく各種事業を効果的に実施するとともに、
有識者等による外部協議会を設置するもの。 

事業担当課 文化財課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
 997  （継続を検討）  （継続を検討）  

【教育･文化】(3)生涯学習の充実 

事 業 名 図書館管理費（臨時費）  

事 業 の 
目的と概要 

利用者ニーズに対応した新たな機能を備え、多くの市民に利用される図書館を目
指すため、図書館の今後のあり方について、市民検討会議を設置し検討を行うも
の。 

事業担当課 淡窓図書館 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
341  74  －  －  

【教育･文化】(3)生涯学習の充実 

事 業 名 地区公民館整備事業  

事 業 の 
目的と概要 

市民の生涯学習活動の拠点となる地区公民館を整備するため、大規模改修等を行
うもの。 

事業担当課 社会教育課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
0  0  （継続を検討）  （継続を検討）  

【教育･文化】(4)スポーツ・レクリエーションの推進 

事 業 名 体育施設改修事業  

事 業 の 
目的と概要 

市内スポーツ施設の整備改修を行うことにより安全な施設づくりに努めるととも
に、利用者の快適性を確保し、市民の健康増進、スポーツ推進を図るもの。 

事業担当課 文化スポーツ振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
159,026  34,515  （継続を検討）  （継続を検討）  

 

1-2 密集市街地や不特定多数が集まる施設における大規模火災による多数の死傷者の発生 

【福祉】(5)高齢者福祉の充実 

事 業 名 地域介護福祉空間整備等施設整備事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

安心・安全な高齢者施設等の環境を整えるため、防災・減災対策を行う民間法人
に対しその費用の一部を補助するもの。 

事業担当課 長寿福祉課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
0  0  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(5)高齢者福祉の充実 

事 業 名 介護サービス基盤整備事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

介護サービスの確保を図るため、「日田市高齢者保健福祉計画」に基づき、施設
整備を行う事業者に対して補助を行うもの。 

事業担当課 長寿福祉課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
0  41,054  （継続を検討）  （継続を検討）  
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【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 要配慮者支援事業  

事 業 の 
目的と概要 

避難支援や緊急的支援が必要な高齢者等の安心・安全確保のため、名簿や個別避
難計画の作成及び緊急医療情報キットの配備を行うもの。 

事業担当課 長寿福祉課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
2,626  1,982  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 コミュニティ消防センター建設事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

地域や消防団の消防力・防災力の向上を図るため、老朽化した施設等を建て替え
るもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
33,110  0  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 消防ポンプ自動車購入事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

地域消防力・防災力を高めるため、最新鋭の消防車両への更新を行うもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
21,233  14,156  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 小型動力ポンプ購入事業  

事 業 の 
目的と概要 

地域消防力・防災力を高めるため、最新鋭の小型動力ポンプへの更新を行うもの
。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
7,254  7,254  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 消防ホースタワー改修事業  

事 業 の 
目的と概要 

消防団員の負担軽減のため、消防分団詰所に設置しているホースタワーの巻上機
を電動式に改修するもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
4,314  3,658  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 大分県消防操法大会出場事業  

事 業 の 
目的と概要 

日田市の代表として大会に出場する２隊に対して、訓練出動交付金等の支給や必
要な消耗品等の購入を行うもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
3,691  －  （継続を検討）  －  
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【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 防火水槽設置事業  

事 業 の 
目的と概要 

水利の乏しい地域において、火災発生の際に迅速な消火活動を可能にするため、
耐震性貯水槽を設置するもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
25,690  31,329  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 防災行政無線整備事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

防災行政無線施設等の適正な管理を行うため、既設施設の維持管理及び改修等を
行うもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
16,270  3,136  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 自主防災組織活性化事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

自主防災組織の活性化を図るため、防火防災活動等への助成や体験型防災プログ
ラムを実施するもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
5,774  5,394  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 防災士養成事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

地域防災力の向上を図るため、防災士の養成とスキルアップ研修を行うとともに
、防災士の組織化に向けた懇談会を開催するもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
2,113  2,231  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 280ＭＨｚ帯防災行政無線システム整備事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

280MHz帯防災行政無線施設並びに防災ラジオの維持管理を行うもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
8,715  －  －  －  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 全国女性消防操法大会出場事業 新 

事 業 の 
目的と概要 

全国女性消防操法大会に県代表として日田市消防団が出場するもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
－  3,153  －  －  
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【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 衛星通信機器スターリンク導入事業 （再掲）新 

事 業 の 
目的と概要 

衛星通信機器スターリンクの導入を行い、災害時に通信手段が途絶した災害対策
本部機能の維持をはじめ、災害で孤立した集落の通信手段に活用するもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
－  1,286  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 防災費（臨時費） （再掲）新 

事 業 の 
目的と概要 

大分県防災情報通信システムの機器が老朽化し耐用年数を経過することから、県
がシステムの更新を行うため、機器・設備の整備に係る費用について市町村負担
金を支払うもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
－  4,300  －  －  

【生活基盤】(2)住環境の整備と維持管理 

事 業 名 空家対策事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

空家による周辺への悪影響を防止するため、適切な維持管理等について指導・啓
発を行うとともに、民間と連携した空家の流通促進や、危険空家の除却工事に対
する補助を行うもの。 

事業担当課 建築住宅課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
7,959  9,321  （継続を検討）  （継続を検討）  

【教育･文化】(1)学校教育の充実 

事 業 名 小学校施設整備推進事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

小学校の教育環境整備のため、計画的な大規模改修等を行うもの。 

事業担当課 教育総務課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
18,010  313,290  （継続を検討）  （継続を検討）  

【教育･文化】(1)学校教育の充実 

事 業 名 中学校施設整備推進事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

中学校の教育環境整備のため、計画的な大規模改修等を行うもの。 

事業担当課 教育総務課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
42,112  354,093  （継続を検討）  （継続を検討）  

【教育･文化】(2)文化芸術の振興 

事 業 名 文化財保存活用地域計画作成事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

市民共有の財産である文化財を総合的・一体的に保存・活用し、未来へ継承する
ため、「日田市文化財保存活用地域計画」の作成を行うもの。 

事業担当課 文化財課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
532  0  －  －  
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【教育･文化】(2)文化芸術の振興 

事 業 名 伝統的建造物群保存事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

歴史的な町なみを維持し、後世に残すことにより、市民が誇りと愛着を持てるま
ちづくりを行うことを目的に、保存修理事業や防災事業を行うもの。 

事業担当課 文化財課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
39,397  32,340  （継続を検討）  （継続を検討）  

【教育･文化】(2)文化芸術の振興 

事 業 名 史跡廣瀬淡窓旧宅及び墓保存整備事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

文化財としての保存・継承及び歴史学習の場としての活用を図るため、保存修理
工事や環境整備を行うもの。 

事業担当課 文化財課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
2,926  5,724  （継続を検討）  －  

【教育・文化】(2)文化芸術の振興 

事 業 名 文化財保存活用地域計画推進事業 （再掲）新 

事 業 の 
目的と概要 

日田市文化財保存活用地域計画に基づく各種事業を効果的に実施するとともに、
有識者等による外部協議会を設置するもの。 

事業担当課 文化財課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
 997  （継続を検討）  （継続を検討）  

【教育･文化】(3)生涯学習の充実 

事 業 名 図書館管理費（臨時費） （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

利用者ニーズに対応した新たな機能を備え、多くの市民に利用される図書館を目
指すため、図書館の今後のあり方について、市民検討会議を設置し検討を行うも
の。 

事業担当課 淡窓図書館 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
341  74  －  －  

【教育･文化】(3)生涯学習の充実 

事 業 名 地区公民館整備事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

市民の生涯学習活動の拠点となる地区公民館を整備するため、大規模改修等を行
うもの。 

事業担当課 社会教育課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
0  0  （継続を検討）  （継続を検討）  

【教育･文化】(4)スポーツ・レクリエーションの推進 

事 業 名 体育施設改修事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

市内スポーツ施設の整備改修を行うことにより安全な施設づくりに努めるととも
に、利用者の快適性を確保し、市民の健康増進、スポーツ推進を図るもの。 

事業担当課 文化スポーツ振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
159,026  34,515  （継続を検討）  （継続を検討）  
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1-3 突発的又は広域かつ長期的な市街地等の浸水による多数の死傷者の発生 

【市民協働】(2)市民サービスの充実・向上 

事 業 名 統合型ＧＩＳシステム更新事業  

事 業 の 
目的と概要 

情報取得の利便性向上のため、地図情報システムを整備し、インターネット上で
公共施設や防災関連等の行政地図情報を発信するもの。令和７年度よりＯＡ化推
進事業の一部。 

事業担当課 情報統計課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
4,266  4,266  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(3)子ども・子育て支援の推進 

事 業 名 公立教育・保育施設整備事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

安心・安全な教育・保育施設を整備するもの。 

事業担当課 こども未来課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
71,830  0  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(3)子ども・子育て支援の推進 

事 業 名 社会福祉法人等施設整備費補助事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

安心・安全な教育・保育の環境を整えるため、老朽化した園の施設整備を行う民
間法人に対しその費用の一部を補助するもの。 

事業担当課 こども未来課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
128,207  0  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(3)子ども・子育て支援の推進 

事 業 名 公立教育・保育施設民間委託施設整備事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

公立教育・保育施設（指定管理施設）の安全な教育環境を確保するため、老朽化
した施設の改修を行うもの。 

事業担当課 こども未来課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
0  0  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 要配慮者支援事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

避難支援や緊急的支援が必要な高齢者等の安心・安全確保のため、名簿や個別避
難計画の作成及び緊急医療情報キットの配備を行うもの。 

事業担当課 長寿福祉課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
2,626  1,982  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 コミュニティ消防センター建設事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

地域や消防団の消防力・防災力の向上を図るため、老朽化した施設等を建て替え
るもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
33,110  0  （継続を検討）  （継続を検討）  
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【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 消防ポンプ自動車購入事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

地域消防力・防災力を高めるため、最新鋭の消防車両への更新を行うもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
21,233  14,156  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 防災行政無線整備事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

防災行政無線施設等の適正な管理を行うため、既設施設の維持管理及び改修等を
行うもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
16,270  3,136  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 自主防災組織活性化事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

自主防災組織の活性化を図るため、防火防災活動等への助成や体験型防災プログ
ラムを実施するもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
5,774  5,394  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 防災士養成事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

地域防災力の向上を図るため、防災士の養成とスキルアップ研修を行うとともに
、防災士の組織化に向けた懇談会を開催するもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
2,113  2,231  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 土砂災害ハザードマップ作成事業  

事 業 の 
目的と概要 

災害時における土砂災害危険区域及び避難場所、避難経路を住民に周知するため
、土砂災害ハザードマップを作成するもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
3,058  －  －  －  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 280ＭＨｚ帯防災行政無線システム整備事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

280MHz帯防災行政無線施設並びに防災ラジオの維持管理を行うもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
8,715  －  －  －  
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【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 洪水ハザードマップ作成事業  

事 業 の 
目的と概要 

県管理中小河川において浸水想定図が公表されることから、浸水想定を住民に周
知するため、洪水ハザードマップを作成するもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
16,305  －  －  －  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 衛星通信機器スターリンク導入事業 （再掲）新 

事 業 の 
目的と概要 

衛星通信機器スターリンクの導入を行い、災害時に通信手段が途絶した災害対策
本部機能の維持をはじめ、災害で孤立した集落の通信手段に活用するもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
－  1,286  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 防災費（臨時費） （再掲）新 

事 業 の 
目的と概要 

大分県防災情報通信システムの機器が老朽化し耐用年数を経過することから、県
がシステムの更新を行うため、機器・設備の整備に係る費用について市町村負担
金を支払うもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
－  4,300  －  －  

【産業振興】(1)農業・水産業の振興 

事 業 名 防災重点農業用ため池整備事業（ため池廃止）  

事 業 の 
目的と概要 

災害リスクを軽減するため、農業用として利用されていない防災重点ため池を廃
止するもの。 

事業担当課 農業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
10,410  14,000  （継続を検討）  （継続を検討）  

【産業振興】(1)農業・水産業の振興 

事 業 名 県営防災ダム整備事業（ため池群整備）  

事 業 の 
目的と概要 

複数ため池が連なる親子池の決壊による被害を防止するため、点検結果を踏まえ
、緊急度の高いものから整備を行うもの。 

事業担当課 農業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
25,716  3,659  －  －  

【産業振興】(1)農業・水産業の振興 

事 業 名 県営防災重点農業用ため池整備事業（ため池整備）  

事 業 の 
目的と概要 

ため池の規模や老朽化、自然災害発生による決壊時の下流への影響や被害状況を
総合的に検証し、緊急度・優先度の高いものから計画的にため池の整備を図るも
の。 

事業担当課 農業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
1,329  －  －  －  
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【産業振興】(2)林業の振興 

事 業 名 森林防災流木等対策事業  

事 業 の 
目的と概要 

豪雨災害により想定される流木被害等を防止するため、河川や渓流沿い、尾根部
の人工林を事前に整備するもの。 

事業担当課 林業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
8,000  8,000  （継続を検討）  （継続を検討）  

【産業振興】(3)商工業の振興 

事 業 名 石井工業団地排水ポンプ整備事業  

事 業 の 
目的と概要 

石井工業団地内の内水浸水被害の防止を目的として、流域の幹線排水路流末付近
に可搬式ポンプを整備するもの。 

事業担当課 商工労政課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
10,109  470,658  （継続を検討）  （継続を検討）  

【生活基盤】(1)道路・河川・公共交通の整備 

事 業 名 市管理河川改修事業  

事 業 の 
目的と概要 

近年多発する自然災害による増水から、住民の生命・財産を守るため、護岸の整
備を行うことで、浸水被害の軽減を図るもの。 

事業担当課 土木課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
19,900  35,400  （継続を検討）  （継続を検討）  

【生活基盤】(2)住環境の整備と維持管理 

事 業 名 雨水排水ポンプ配備事業  

事 業 の 
目的と概要 

花月川両岸７箇所及び石井雨水幹線流末1箇所に排水ポンプを配備し、豪雨に伴う
浸水被害の軽減を図るもの。 

事業担当課 上下水道局 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
10,864  12,179  （継続を検討）  （継続を検討）  

【生活基盤】(2)住環境の整備と維持管理 

事 業 名 雨水幹(支)線水門整備事業  

事 業 の 
目的と概要 

市が管理している水門（45箇所）を計画的に改修し、浸水被害の軽減を図るもの
。 

事業担当課 上下水道局 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
17,899  0  （継続を検討）  （継続を検討）  

【生活基盤】(2)住環境の整備と維持管理 

事 業 名 雨水管理総合計画策定事業  

事 業 の 
目的と概要 

公共下水道事業による浸水対策を実施するうえで、当面、中期、長期にわたる対
策を、実施すべき区域や、目標とする整備水準、施設整備の方針等の基本的な事
項を定めるもの。 

事業担当課 上下水道局 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
40,527  0  －  －  
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【生活基盤】(6)減災対策と災害復旧 

事 業 名 橋梁改良事業  

事 業 の 
目的と概要 

九州北部豪雨で被害を受けた県管理河川の改良復旧等により、市管理の橋梁が支
障となるため、県事業と合わせて架け替えを行うもので、事業費の一部を負担す
るもの。 

事業担当課 土木課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
37,075  110,000  （継続を検討）  （継続を検討）  

 

1-4 大規模な土砂災害等による多数の死傷者の発生 

【市民協働】(2)市民サービスの充実・向上 

事 業 名 統合型ＧＩＳシステム更新事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

情報取得の利便性向上のため、地図情報システムを整備し、インターネット上で
公共施設や防災関連等の行政地図情報を発信するもの。令和７年度よりＯＡ化推
進事業の一部。 

事業担当課 情報統計課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
4,266  4,266  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(3)子ども・子育て支援の推進 

事 業 名 公立教育・保育施設整備事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

安心・安全な教育・保育施設を整備するもの。 

事業担当課 こども未来課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
71,830  0  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(3)子ども・子育て支援の推進 

事 業 名 社会福祉法人等施設整備費補助事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

安心・安全な教育・保育の環境を整えるため、老朽化した園の施設整備を行う民
間法人に対しその費用の一部を補助するもの。 

事業担当課 こども未来課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
128,207  0  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(3)子ども・子育て支援の推進 

事 業 名 公立教育・保育施設民間委託施設整備事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

公立教育・保育施設（指定管理施設）の安全な教育環境を確保するため、老朽化
した施設の改修を行うもの。 

事業担当課 こども未来課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
0  0  （継続を検討）  （継続を検討）  
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【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 要配慮者支援事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

避難支援や緊急的支援が必要な高齢者等の安心・安全確保のため、名簿や個別避
難計画の作成及び緊急医療情報キットの配備を行うもの。 

事業担当課 長寿福祉課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
2,626  1,982  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 コミュニティ消防センター建設事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

地域や消防団の消防力・防災力の向上を図るため、老朽化した施設等を建て替え
るもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
33,110  0  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 消防ポンプ自動車購入事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

地域消防力・防災力を高めるため、最新鋭の消防車両への更新を行うもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
21,233  14,156  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 防災行政無線整備事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

防災行政無線施設等の適正な管理を行うため、既設施設の維持管理及び改修等を
行うもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
16,270  3,136  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 自主防災組織活性化事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

自主防災組織の活性化を図るため、防火防災活動等への助成や体験型防災プログ
ラムを実施するもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
5,774  5,394  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 防災士養成事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

地域防災力の向上を図るため、防災士の養成とスキルアップ研修を行うとともに
、防災士の組織化に向けた懇談会を開催するもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
2,113  2,231  （継続を検討）  （継続を検討）  
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【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 土砂災害ハザードマップ作成事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

災害時における土砂災害危険区域及び避難場所、避難経路を住民に周知するため
、土砂災害ハザードマップを作成するもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
3,058  －  －  －  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 280ＭＨｚ帯防災行政無線システム整備事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

280MHz帯防災行政無線施設並びに防災ラジオの維持管理を行うもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
8,715  －  －  －  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 洪水ハザードマップ作成事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

県管理中小河川において浸水想定図が公表されることから、浸水想定を住民に周
知するため、洪水ハザードマップを作成するもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
16,305  －  －  －  

【産業振興】(1)農業・水産業の振興 

事 業 名 防災重点農業用ため池整備事業（ため池廃止） （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

災害リスクを軽減するため、農業用として利用されていない防災重点ため池を廃
止するもの。 

事業担当課 農業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
10,410  14,000  （継続を検討）  （継続を検討）  

【産業振興】(1)農業・水産業の振興 

事 業 名 県営防災ダム整備事業（ため池群整備） （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

複数ため池が連なる親子池の決壊による被害を防止するため、点検結果を踏まえ
、緊急度の高いものから整備を行うもの。 

事業担当課 農業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
25,716  3,659  －  －  

【産業振興】(1)農業・水産業の振興 

事 業 名 県営防災重点農業用ため池整備事業（ため池整備） （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

ため池の規模や老朽化、自然災害発生による決壊時の下流への影響や被害状況を
総合的に検証し、緊急度・優先度の高いものから計画的にため池の整備を図るも
の。 

事業担当課 農業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
1,329  －  －  －  

 

 



22 

【産業振興】(2)林業の振興 

事 業 名 森林防災流木等対策事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

豪雨災害により想定される流木被害等を防止するため、河川や渓流沿い、尾根部
の人工林を事前に整備するもの。 

事業担当課 林業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
8,000  8,000  （継続を検討）  （継続を検討）  

【生活基盤】(1)道路・河川・公共交通の整備 

事 業 名 辺地対策事業  

事 業 の 
目的と概要 

交通条件や自然的・経済的な諸条件に恵まれない地域において、住民の生活文化
水準向上のため、道路の拡幅改良等を行うもの。 

事業担当課 土木課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
60,000  102,000  －  －  

【生活基盤】(6)減災対策と災害復旧 

事 業 名 宅地耐震化推進事業 （再掲）新 

事 業 の 
目的と概要 

ボーリングによる地盤調査等を実施し、地震時に盛土の滑りが発生する可能性に
ついて確認するもの。 

事業担当課 都市整備課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
－  27,120  －  （継続を検討）  

【生活基盤】(6)減災対策と災害復旧 

事 業 名 市営急傾斜地崩壊対策事業  

事 業 の 
目的と概要 

急傾斜地の崩壊による災害から住民の生命や財産を守るため、対策工事等を行う
もの。 

事業担当課 土木課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
84,955  81,500  （継続を検討）  （継続を検討）  
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 [目標２] 救助・救急、医療活動が迅速に行われるとともに被災者等の 

健康・避難生活環境を確実に確保する 

 

 

2-1 被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資供給の長期停止 

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 衛星通信機器スターリンク導入事業 （再掲）新 

事 業 の 
目的と概要 

衛星通信機器スターリンクの導入を行い、災害時に通信手段が途絶した災害対策
本部機能の維持をはじめ、災害で孤立した集落の通信手段に活用するもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
－  1,286  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 防災費（臨時費） （再掲）新 

事 業 の 
目的と概要 

大分県防災情報通信システムの機器が老朽化し耐用年数を経過することから、県
がシステムの更新を行うため、機器・設備の整備に係る費用について市町村負担
金を支払うもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
－  4,300  －  －  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 要配慮者支援事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

避難支援や緊急的支援が必要な高齢者等の安心・安全確保のため、名簿や個別避
難計画の作成及び緊急医療情報キットの配備を行うもの。 

事業担当課 長寿福祉課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
2,626  1,982  （継続を検討）  （継続を検討）  

【生活基盤】(1)道路・河川・公共交通の整備 

事 業 名 辺地対策事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

交通条件や自然的・経済的な諸条件に恵まれない地域において、住民の生活文化
水準向上のため、道路の拡幅改良等を行うもの。 

事業担当課 土木課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
60,000  102,000  －  －  

【生活基盤】(1)道路・河川・公共交通の整備 

事 業 名 友田徳瀬線改築事業  

事 業 の 
目的と概要 

自転車・歩行者の安全性を確保するため、新治工区（光岡橋から国道386号までの
区間）の改築を行うもの。 
（延長：300ｍ、幅員：12ｍ） 

事業担当課 都市整備課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
75,891  83,010  （継続を検討）  （継続を検討）  
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【生活基盤】(1)道路・河川・公共交通の整備 

事 業 名 三郎丸西有田線改築事業  

事 業 の 
目的と概要 

安全で安心な都市空間の形成を図るため、国道212号吹上町交差点付近から城町橋
までの区間を、国の花月川拡幅事業と併せ一体的に整備するもの。 
（延長：1220ｍ、幅員：10.5ｍ・12ｍ） 

事業担当課 都市整備課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
90,943  149,098  （継続を検討）  （継続を検討）  

【生活基盤】(6)減災対策と災害復旧 

事 業 名 市営急傾斜地崩壊対策事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

急傾斜地の崩壊による災害から住民の生命や財産を守るため、対策工事等を行う
もの。 

事業担当課 土木課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
84,955  81,500  （継続を検討）  （継続を検討）  

 

2-2 多数かつ長期にわたる孤立地域等の同時発生 

【市民協働】(3)政策を実行・実現する行財政運営 

事 業 名 テレワーク環境整備事業  

事 業 の 
目的と概要 

行政事務のデジタル化を進めるため、モバイルワークやサテライトオフィス勤務
に対応可能なシステム及び機器の整備を行うもの。令和７年度よりＯＡ化推進事
業の一部。 

事業担当課 情報統計課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
1,440  1,103  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(5)高齢者福祉の充実 

事 業 名 地域包括支援センター運営事業  

事 業 の 
目的と概要 

総合的な相談支援及び権利擁護、包括的・継続的マネジメント業務を行うため日
常生活圏域ごとに包括支援センターを設置するもの。 

事業担当課 長寿福祉課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
159,735  156,813  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 要配慮者支援事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

避難支援や緊急的支援が必要な高齢者等の安心・安全確保のため、名簿や個別避
難計画の作成及び緊急医療情報キットの配備を行うもの。 

事業担当課 長寿福祉課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
2,626  1,982  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 防災行政無線整備事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

防災行政無線施設等の適正な管理を行うため、既設施設の維持管理及び改修等を
行うもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
16,270  3,136  （継続を検討）  （継続を検討）  
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【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 自主防災組織活性化事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

自主防災組織の活性化を図るため、防火防災活動等への助成や体験型防災プログ
ラムを実施するもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
5,774  5,394  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 防災士養成事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

地域防災力の向上を図るため、防災士の養成とスキルアップ研修を行うとともに
、防災士の組織化に向けた懇談会を開催するもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
2,113  2,231  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 土砂災害ハザードマップ作成事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

災害時における土砂災害危険区域及び避難場所、避難経路を住民に周知するため
、土砂災害ハザードマップを作成するもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
3,058  －  －  －  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 280ＭＨｚ帯防災行政無線システム整備事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

280MHz帯防災行政無線施設並びに防災ラジオの維持管理を行うもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
8,715  －  －  －  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 洪水ハザードマップ作成事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

県管理中小河川において浸水想定図が公表されることから、浸水想定を住民に周
知するため、洪水ハザードマップを作成するもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
16,305  －  －  －  

【産業振興】(2)林業の振興 

事 業 名 森林防災流木等対策事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

豪雨災害により想定される流木被害等を防止するため、河川や渓流沿い、尾根部
の人工林を事前に整備するもの。 

事業担当課 林業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
8,000  8,000  （継続を検討）  （継続を検討）  
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【生活基盤】(1)道路・河川・公共交通の整備 

事 業 名 辺地対策事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

交通条件や自然的・経済的な諸条件に恵まれない地域において、住民の生活文化
水準向上のため、道路の拡幅改良等を行うもの。 

事業担当課 土木課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
60,000  102,000  －  －  

【生活基盤】(1)道路・河川・公共交通の整備 

事 業 名 友田徳瀬線改築事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

自転車・歩行者の安全性を確保するため、新治工区（光岡橋から国道386号までの
区間）の改築を行うもの。 
（延長：300ｍ、幅員：12ｍ） 

事業担当課 都市整備課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
75,891  83,010  （継続を検討）  （継続を検討）  

【生活基盤】(1)道路・河川・公共交通の整備 

事 業 名 三郎丸西有田線改築事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

安全で安心な都市空間の形成を図るため、国道212号吹上町交差点付近から城町橋
までの区間を、国の花月川拡幅事業と併せ一体的に整備するもの。 
（延長：1220ｍ、幅員：10.5ｍ・12ｍ） 

事業担当課 都市整備課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
90,943  149,098  （継続を検討）  （継続を検討）  

【生活基盤】(6)減災対策と災害復旧 

事 業 名 宅地耐震化推進事業 （再掲）新 

事 業 の 
目的と概要 

ボーリングによる地盤調査等を実施し、地震時に盛土の滑りが発生する可能性に
ついて確認するもの。 

事業担当課 都市整備課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
－  27,120  －  （継続を検討）  

【生活基盤】(6)減災対策と災害復旧 

事 業 名 市営急傾斜地崩壊対策事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

急傾斜地の崩壊による災害から住民の生命や財産を守るため、対策工事等を行う
もの。 

事業担当課 土木課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
84,955  81,500  （継続を検討）  （継続を検討）  

【生活基盤】(6)減災対策と災害復旧 

事 業 名 橋梁改良事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

九州北部豪雨で被害を受けた県管理河川の改良復旧等により、市管理の橋梁が支
障となるため、県事業と合わせて架け替えを行うもので、事業費の一部を負担す
るもの。 

事業担当課 土木課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
37,075  110,000  （継続を検討）  （継続を検討）  
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2-3 自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足 

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 要配慮者支援事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

避難支援や緊急的支援が必要な高齢者等の安心・安全確保のため、名簿や個別避
難計画の作成及び緊急医療情報キットの配備を行うもの。 

事業担当課 長寿福祉課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
2,626  1,982  （継続を検討）  （継続を検討）  

 

2-4 医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶、エネルギー供給の途絶による医

療機能の麻痺 

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 要配慮者支援事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

避難支援や緊急的支援が必要な高齢者等の安心・安全確保のため、名簿や個別避
難計画の作成及び緊急医療情報キットの配備を行うもの。 

事業担当課 長寿福祉課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
2,626  1,982  （継続を検討）  （継続を検討）  

 

2-5 被災地における疫病・感染症等の大規模発生 

【市民協働】(3)政策を実行・実現する行財政運営 

事 業 名 テレワーク環境整備事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

行政事務のデジタル化を進めるため、モバイルワークやサテライトオフィス勤務
に対応可能なシステム及び機器の整備を行うもの。令和７年度よりＯＡ化推進事
業の一部。 

事業担当課 情報統計課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
1,440  1,103  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(1)健康づくり、保健・医療の充実 

事 業 名 予防接種事業  

事 業 の 
目的と概要 

感染症の予防とまん延防止のため、予防接種法に基づく各年齢層に応じた予防接
種を公費負担で実施するもの。 

事業担当課 健康保険課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
190,622  191,508  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(1)健康づくり、保健・医療の充実 

事 業 名 風しん対策緊急対応事業  

事 業 の 
目的と概要 

風しんの感染拡大を防ぐため、対象年代の男性に対し抗体検査を行い、抗体価の
低い者に対して予防接種を公費負担で実施するもの。 

事業担当課 健康保険課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
3,861  －  －  －  

 

 

 



28 

【福祉】(1)健康づくり、保健・医療の充実 

事 業 名 新型コロナウイルスワクチン接種事業  

事 業 の 
目的と概要 

個人の重症化予防を目的とし、新型コロナウイルス感染症を予防接種法のB類疾病
に位置付けた上で、同法に基づく定期接種として実施するもの。 

事業担当課 健康保険課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
139,410  177  －  －  

【福祉】(3)子ども・子育て支援の推進 

事 業 名 子どもインフルエンザ予防接種助成事業  

事 業 の 
目的と概要 

子育て世帯の経済的負担軽減のため、子どものインフルエンザ予防接種費用の一
部を助成するもの。 

事業担当課 健康保険課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
7,196  5,601  （継続を検討）  （継続を検討）  

 

2-6 劣悪な避難生活環境、被災者の健康管理の不全による多数の死者・病症者の発生 

【市民協働】(3)政策を実行・実現する行財政運営 

事 業 名 テレワーク環境整備事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

行政事務のデジタル化を進めるため、モバイルワークやサテライトオフィス勤務
に対応可能なシステム及び機器の整備を行うもの。令和７年度よりＯＡ化推進事
業の一部。 

事業担当課 情報統計課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
1,440  1,103  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(1)健康づくり、保健・医療の充実 

事 業 名 小児救急医療支援事業  

事 業 の 
目的と概要 

休日及び夜間における小児救急患者の医療の確保を図るため、小児救急医療に要
する経費に対し補助金を交付するもの。 

事業担当課 健康保険課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
4,953  4,953  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(1)健康づくり、保健・医療の充実 

事 業 名 糖尿病予防教室事業  

事 業 の 
目的と概要 

生活習慣やそこから引き起こされる疾患とその予防などについて、正しい知識の
提供を行うもの。 

事業担当課 健康保険課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
223  230  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(1)健康づくり、保健・医療の充実 

事 業 名 健康診査事業  

事 業 の 
目的と概要 

疾病を早期に発見し治療につなげるため、一般健康診査、各種がん検診を地区巡
回や施設において総合的に実施するもの。 

事業担当課 健康保険課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
83,332  82,158  （継続を検討）  （継続を検討）  
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【福祉】(1)健康づくり、保健・医療の充実 

事 業 名 ひたむき健康支援事業  

事 業 の 
目的と概要 

生活習慣病予防や介護予防の推進のため、各種健康教室の実施や、ウォーキング
マップ事業による運動習慣の定着を図るもの。 

事業担当課 健康保険課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
2,450  2,818  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(1)健康づくり、保健・医療の充実 

事 業 名 特定健診受診率向上事業  

事 業 の 
目的と概要 

特定健診未受診者に対し、過去の受診履歴のデータをもとに対象者を抽出し、効
果的な受診勧奨を実施するもの。 

事業担当課 健康保険課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
5,983  5,924  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(1)健康づくり、保健・医療の充実 

事 業 名 訪問保健指導事業  

事 業 の 
目的と概要 

特定健診後の生活習慣改善等のために、保健師等による受診勧奨や頻回・重複受
診者への保健指導を行うもの。 

事業担当課 健康保険課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
7,198  7,974  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 災害被災者住宅再建支援金（5年災）  

事 業 の 
目的と概要 

令和5年7月梅雨前線による大雨により生活基盤となる住宅に著しい被害を受けた
住民に対し、支援金を支給するもの。 

事業担当課 福祉総務課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
3,600  2,800  （継続を検討）  －  
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[目標３] 必要不可欠な行政機能は確保する 

 

 

3-1 行政機関の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下 

【市民協働】(1)市民協働のまちづくり 

事 業 名 地域コミュニティ活動支援事業  

事 業 の 
目的と概要 

地域コミュニティ機能の維持・向上及び地域課題の解決に向け、住民を主体とし
た自治活動を支援するもの。 

事業担当課 地域振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
28,262  28,997  （継続を検討）  （継続を検討）  

【市民協働】(2)市民サービスの充実・向上 

事 業 名 行政手続オンライン化推進事業  

事 業 の 
目的と概要 

本庁舎の被災など行政機能の大幅な低下が発生した場合においても、いつでも、
どこでも市民サービスの利用や手続が行えるよう行政手続のオンライン化を推進
するもの。 

事業担当課 情報統計課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
4,817  2,485  （継続を検討）  （継続を検討）  

【市民協働】(2)市民サービスの充実・向上 

事 業 名 施設予約システム構築事業  

事 業 の 
目的と概要 

本庁舎の被災など行政機能の大幅な低下が発生した場合においても、文化施設や
スポーツ施設の利用が行えるようクラウド型の施設予約システムを構築するもの
。 
中央公民館、市民文化会館等、60施設 

事業担当課 情報統計課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
5,802  2,139  （継続を検討）  （継続を検討）  

【市民協働】(2)市民サービスの充実・向上 

事 業 名 タブレット端末管理事業  

事 業 の 
目的と概要 

ペーパーレスによるコスト削減など、事務の効率化を図るため、市議会、市の各
種会議や現地調査等でタブレット端末を活用するもの。 

事業担当課 総務課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
1,016  1,029  （継続を検討）  （継続を検討）  

【市民協働】(2)市民サービスの充実・向上 

事 業 名 個人番号カード交付事業  

事 業 の 
目的と概要 

マイナンバーカード普及促進及び利活用のため、出張申請受付や、カードの住所
変更・有効期限の更新手続き等を行うもの。 

事業担当課 市民課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
18,503  28,292  （継続を検討）  （継続を検討）  



31 

【市民協働】(2)市民サービスの充実・向上 

事 業 名 コンビニ交付サービス事業  

事 業 の 
目的と概要 

市民サービスの向上を図るため、全国のコンビニエンスストア等で各種証明書を
取得できるサービスを実施するもの。 

事業担当課 税務課 
市民課 

事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
15,513  26,661  （継続を検討）  （継続を検討）  

【市民協働】(3)政策を実行・実現する行財政運営 

事 業 名 テレワーク環境整備事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

行政事務のデジタル化を進めるため、モバイルワークやサテライトオフィス勤務
に対応可能なシステム及び機器の整備を行うもの。令和７年度よりＯＡ化推進事
業の一部。 

事業担当課 情報統計課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
1,440  1,103  （継続を検討）  （継続を検討）  

【市民協働】(3)政策を実行・実現する行財政運営 

事 業 名 ＲＰＡ導入推進事業  

事 業 の 
目的と概要 

行政事務の作業効率を向上させるため、ＲＰＡ（ロボティック・プロセス・オー
トメーション）等を利用した業務を拡大するもの。 

事業担当課 情報統計課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
13,071  13,782  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(5)高齢者福祉の充実 

事 業 名 地域包括支援センター運営事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

総合的な相談支援及び権利擁護、包括的・継続的マネジメント業務を行うため日
常生活圏域ごとに包括支援センターを設置するもの。 

事業担当課 長寿福祉課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
159,735  156,813  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 コミュニティ消防センター建設事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

地域や消防団の消防力・防災力の向上を図るため、老朽化した施設等を建て替え
るもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
33,110  0  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 衛星通信機器スターリンク導入事業 （再掲）新 

事 業 の 
目的と概要 

衛星通信機器スターリンクの導入を行い、災害時に通信手段が途絶した災害対策
本部機能の維持をはじめ、災害で孤立した集落の通信手段に活用するもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
－  1,286  （継続を検討）  （継続を検討）  
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【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 防災費（臨時費） （再掲）新 

事 業 の 
目的と概要 

大分県防災情報通信システムの機器が老朽化し耐用年数を経過することから、県
がシステムの更新を行うため、機器・設備の整備に係る費用について市町村負担
金を支払うもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
－  4,300  －  －  

【産業振興】(2)林業の振興 

事 業 名 風倒木被害軽減対策事業  

事 業 の 
目的と概要 

台風等による風倒木被害の未然防止対策を進めるため、対象地の管理者等が行う
地域の防災拠点や送電線等のインフラ施設周辺の森林整備に対する支援を行うも
の。 

事業担当課 林業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
10,000  10,000  （継続を検討）  （継続を検討）  

【教育･文化】(1)学校教育の充実 

事 業 名 小学校施設整備推進事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

小学校の教育環境整備のため、計画的な大規模改修等を行うもの。 

事業担当課 教育総務課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
18,010  313,290  （継続を検討）  （継続を検討）  

【教育･文化】(1)学校教育の充実 

事 業 名 中学校施設整備推進事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

中学校の教育環境整備のため、計画的な大規模改修等を行うもの。 

事業担当課 教育総務課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
42,112  354,093  （継続を検討）  （継続を検討）  

【教育･文化】(1)学校教育の充実 

事 業 名 学校施設設備更新事業  

事 業 の 
目的と概要 

小中学校の快適で充実した教育環境整備のため、空調機の更新と未設置の特別教
室等への新設のほか、教室等のLED化、トイレの洋式化を計画的に行っていくもの
。 

事業担当課 教育総務課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
47,009  122,648  （継続を検討）  （継続を検討）  

【教育･文化】(1)学校教育の充実 

事 業 名 小中学校防犯対策強化事業  

事 業 の 
目的と概要 

小中学校の防犯対策強化を図るため、計画的に防犯カメラの設置を行うもの。 

事業担当課 教育総務課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
19,756  24,585  －  －  



33 

【教育･文化】(1)学校教育の充実 

事 業 名 学校電話設備更新事業  

事 業 の 
目的と概要 

小中学校の業務の効率化を図るため、ひかり回線への切替や電話機器に留守番電
話機能を持たせるなど、電話設備の更新を行うもの。 

事業担当課 教育総務課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
13,065  －  －  －  

【教育･文化】(2)文化芸術の振興 

事 業 名 文化財保存活用地域計画作成事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

市民共有の財産である文化財を総合的・一体的に保存・活用し、未来へ継承する
ため、「日田市文化財保存活用地域計画」の作成を行うもの。 

事業担当課 文化財課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
532  0  －  －  

【教育・文化】(2)文化芸術の振興 

事 業 名 文化財保存活用地域計画推進事業 （再掲）新 

事 業 の 
目的と概要 

日田市文化財保存活用地域計画に基づく各種事業を効果的に実施するとともに、
有識者等による外部協議会を設置するもの。 

事業担当課 文化財課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
 997  （継続を検討）  （継続を検討）  

【教育･文化】(3)生涯学習の充実 

事 業 名 図書館管理費（臨時費） （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

利用者ニーズに対応した新たな機能を備え、多くの市民に利用される図書館を目
指すため、図書館の今後のあり方について、市民検討会議を設置し検討を行うも
の。 

事業担当課 淡窓図書館 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
341  74  －  －  

【教育･文化】(3)生涯学習の充実 

事 業 名 地区公民館整備事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

市民の生涯学習活動の拠点となる地区公民館を整備するため、大規模改修等を行
うもの。 

事業担当課 社会教育課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
0  0  （継続を検討）  （継続を検討）  

【教育･文化】(4)スポーツ・レクリエーションの推進 

事 業 名 体育施設改修事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

市内スポーツ施設の整備改修を行うことにより安全な施設づくりに努めるととも
に、利用者の快適性を確保し、市民の健康増進、スポーツ推進を図るもの。 

事業担当課 文化スポーツ振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
159,026  34,515  （継続を検討）  （継続を検討）  
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【環境】(3)資源循環と地球温暖化対策の推進 

事 業 名 地域資源リサイクルシステム施設整備事業  

事 業 の 
目的と概要 

資源の有効利用と水処理の効率化を図るため日田市環境衛生センターと浄化セン
ターの共同化を検討するため、実証実験に取り組むもの。 

事業担当課 環境課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
2,455  2,182  （継続を検討）  （継続を検討）  

【環境】(3)資源循環と地球温暖化対策の推進 

事 業 名 公用車更新事業  

事 業 の 
目的と概要 

環境負荷の低減を図るため、低公害車の導入を推進するとともに、使用する燃料
を多様化することにより、災害リスクの分散を図るもの。 

事業担当課 財政課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
5,000  9,000  （継続を検討）  （継続を検討）  
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[目標４] 必要不可欠な情報通信機能・情報サービスは確保する 

 

 

4-1 防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・機能停止 

【市民協働】(3)政策を実行・実現する行財政運営 

事 業 名 テレワーク環境整備事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

行政事務のデジタル化を進めるため、モバイルワークやサテライトオフィス勤務
に対応可能なシステム及び機器の整備を行うもの。令和７年度よりＯＡ化推進事
業の一部。 

事業担当課 情報統計課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
1,440  1,103  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(5)高齢者福祉の充実 

事 業 名 地域介護福祉空間整備等施設整備事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

安心・安全な高齢者施設等の環境を整えるため、防災・減災対策を行う民間法人
に対しその費用の一部を補助するもの。 

事業担当課 長寿福祉課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
0  0  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 コミュニティ消防センター建設事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

地域や消防団の消防力・防災力の向上を図るため、老朽化した施設等を建て替え
るもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
33,110  0  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 防災行政無線整備事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

防災行政無線施設等の適正な管理を行うため、既設施設の維持管理及び改修等を
行うもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
16,270  3,136  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 280ＭＨｚ帯防災行政無線システム整備事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

280MHz帯防災行政無線施設並びに防災ラジオの維持管理を行うもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
8,715  －  －  －  
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【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 衛星通信機器スターリンク導入事業 （再掲）新 

事 業 の 
目的と概要 

衛星通信機器スターリンクの導入を行い、災害時に通信手段が途絶した災害対策
本部機能の維持をはじめ、災害で孤立した集落の通信手段に活用するもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
－  1,286  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 防災費（臨時費） （再掲）新 

事 業 の 
目的と概要 

大分県防災情報通信システムの機器が老朽化し耐用年数を経過することから、県
がシステムの更新を行うため、機器・設備の整備に係る費用について市町村負担
金を支払うもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
－  4,300  －  －  

【産業振興】(2)林業の振興 

事 業 名 風倒木被害軽減対策事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

台風等による風倒木被害の未然防止対策を進めるため、対象地の管理者等が行う
地域の防災拠点や送電線等のインフラ施設周辺の森林整備に対する支援を行うも
の。 

事業担当課 林業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
10,000  10,000  （継続を検討）  （継続を検討）  

【生活基盤】(5)情報通信基盤の整備と維持管理 

事 業 名 伝送路設備更新事業  

事 業 の 
目的と概要 

公設光伝送路網の中継用２次拠点施設に設置する機材のうち、経年劣化により故
障リスクが高まっている機材について更新するもの。 

事業担当課 情報統計課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
23,866  0  （継続を検討）  （継続を検討）  

【教育･文化】(1)学校教育の充実 

事 業 名 学校電話設備更新事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

小中学校の業務の効率化を図るため、ひかり回線への切替や電話機器に留守番電
話機能を持たせるなど、電話設備の更新を行うもの。 

事業担当課 教育総務課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
13,065  －  －  －  
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4-2 災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収集・伝達ができず、避難行動や救助・

支援が遅れる事態 

【市民協働】(3)政策を実行・実現する行財政運営 

事 業 名 テレワーク環境整備事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

行政事務のデジタル化を進めるため、モバイルワークやサテライトオフィス勤務
に対応可能なシステム及び機器の整備を行うもの。令和７年度よりＯＡ化推進事
業の一部。 

事業担当課 情報統計課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
1,440  1,103  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(5)高齢者福祉の充実 

事 業 名 地域介護福祉空間整備等施設整備事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

安心・安全な高齢者施設等の環境を整えるため、防災・減災対策を行う民間法人
に対しその費用の一部を補助するもの。 

事業担当課 長寿福祉課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
0  0  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 コミュニティ消防センター建設事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

地域や消防団の消防力・防災力の向上を図るため、老朽化した施設等を建て替え
るもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
33,110  0  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 防災行政無線整備事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

防災行政無線施設等の適正な管理を行うため、既設施設の維持管理及び改修等を
行うもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
16,270  3,136  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 280ＭＨｚ帯防災行政無線システム整備事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

280MHz帯防災行政無線施設並びに防災ラジオの維持管理を行うもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
8,715  －  －  －  
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【産業振興】(2)林業の振興 

事 業 名 風倒木被害軽減対策事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

台風等による風倒木被害の未然防止対策を進めるため、対象地の管理者等が行う
地域の防災拠点や送電線等のインフラ施設周辺の森林整備に対する支援を行うも
の。 

事業担当課 林業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
10,000  10,000  （継続を検討）  （継続を検討）  

【生活基盤】(5)情報通信基盤の整備と維持管理 

事 業 名 伝送路設備更新事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

公設光伝送路網の中継用２次拠点施設に設置する機材のうち、経年劣化により故
障リスクが高まっている機材について更新するもの。 

事業担当課 情報統計課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
23,866  0  （継続を検討）  （継続を検討）  

【教育･文化】(1)学校教育の充実 

事 業 名 学校電話設備更新事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

小中学校の業務の効率化を図るため、ひかり回線への切替や電話機器に留守番電
話機能を持たせるなど、電話設備の更新を行うもの。 

事業担当課 教育総務課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
13,065  －  －  －  
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[目標５] 経済活動を機能不全に陥らせない 

 

 

5-1 金融サービス・郵便等の機能停止による市民生活・商取引等への甚大な影響 

【産業振興】(2)林業の振興 

事 業 名 風倒木被害軽減対策事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

台風等による風倒木被害の未然防止対策を進めるため、対象地の管理者等が行う
地域の防災拠点や送電線等のインフラ施設周辺の森林整備に対する支援を行うも
の。 

事業担当課 林業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
10,000  10,000  （継続を検討）  （継続を検討）  

【産業振興】(3)商工業の振興 

事 業 名 ビジネスサポートセンター運営事業  

事 業 の 
目的と概要 

中小企業の経営や創業に関するサポート窓口を設けるとともに、プロフェッショ
ナル人材、ITサポート専門家の派遣を行うもの。 

事業担当課 商工労政課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
24,317  23,211  （継続を検討）  （継続を検討）  

【産業振興】(3)商工業の振興 

事 業 名 新型コロナウイルス感染症緊急対策特別資金利子補給事業  

事 業 の 
目的と概要 

中小企業等の事業継続を支援するため、大分県新型コロナウイルス感染症緊急対
策特別資金の融資を受けた市内事業所の支払利息を最大３年間補助するもの。 

事業担当課 商工労政課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
10,660  4,825  （継続を検討）  （継続を検討）  

【生活基盤】(6)減災対策と災害復旧 

事 業 名 市営急傾斜地崩壊対策事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

急傾斜地の崩壊による災害から住民の生命や財産を守るため、対策工事等を行う
もの。 

事業担当課 土木課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
84,955  81,500  （継続を検討）  （継続を検討）  

【生活基盤】(6)減災対策と災害復旧 

事 業 名 橋梁改良事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

九州北部豪雨で被害を受けた県管理河川の改良復旧等により、市管理の橋梁が支
障となるため、県事業と合わせて架け替えを行うもので、事業費の一部を負担す
るもの。 

事業担当課 土木課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
37,075  110,000  （継続を検討）  （継続を検討）  
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5-2 食料等の安定供給の停滞 

【産業振興】(2)林業の振興 

事 業 名 風倒木被害軽減対策事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

台風等による風倒木被害の未然防止対策を進めるため、対象地の管理者等が行う
地域の防災拠点や送電線等のインフラ施設周辺の森林整備に対する支援を行うも
の。 

事業担当課 林業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
10,000  10,000  （継続を検討）  （継続を検討）  

【産業振興】(3)商工業の振興 

事 業 名 地場産品ブランド事業  

事 業 の 
目的と概要 

地場産品のブランド化を図るため、福岡都市圏をターゲットに百貨店等と連携し
た高級ギフトの開発を行うもの。 

事業担当課 商工労政課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
2,700  －  （継続を検討）  （継続を検討）  

【生活基盤】(6)減災対策と災害復旧 

事 業 名 市営急傾斜地崩壊対策事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

急傾斜地の崩壊による災害から住民の生命や財産を守るため、対策工事等を行う
もの。 

事業担当課 土木課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
84,955  81,500  （継続を検討）  （継続を検討）  

【生活基盤】(6)減災対策と災害復旧 

事 業 名 橋梁改良事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

九州北部豪雨で被害を受けた県管理河川の改良復旧等により、市管理の橋梁が支
障となるため、県事業と合わせて架け替えを行うもので、事業費の一部を負担す
るもの。 

事業担当課 土木課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
37,075  110,000  （継続を検討）  （継続を検討）  
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[目標６] ライフライン、燃料供給関連施設、交通ネットワーク等の被害を 

最小限に留めるとともに、早期に復旧させる 

 

 

6-1 電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や石油・ＬＰガスサプライチェーン等の長期

間にわたる機能の停止 

【福祉】(5)高齢者福祉の充実 

事 業 名 地域介護福祉空間整備等施設整備事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

安心・安全な高齢者施設等の環境を整えるため、防災・減災対策を行う民間法人
に対しその費用の一部を補助するもの。 

事業担当課 長寿福祉課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
0  0  （継続を検討）  （継続を検討）  

【産業振興】(2)林業の振興 

事 業 名 風倒木被害軽減対策事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

台風等による風倒木被害の未然防止対策を進めるため、対象地の管理者等が行う
地域の防災拠点や送電線等のインフラ施設周辺の森林整備に対する支援を行うも
の。 

事業担当課 林業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
10,000  10,000  （継続を検討）  （継続を検討）  

【環境】(3)資源循環と地球温暖化対策の推進 

事 業 名 公用車更新事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

環境負荷の低減を図るため、低公害車の導入を推進するとともに、使用する燃料
を多様化することにより、災害リスクの分散を図るもの。 

事業担当課 財政課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
5,000  9,000  （継続を検討）  （継続を検討）  

 

6-2 水道等の長期間にわたる供給停止 

【福祉】(5)高齢者福祉の充実 

事 業 名 地域介護福祉空間整備等施設整備事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

安心・安全な高齢者施設等の環境を整えるため、防災・減災対策を行う民間法人
に対しその費用の一部を補助するもの。 

事業担当課 長寿福祉課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
0  0  （継続を検討）  （継続を検討）  
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【生活基盤】(2)住環境の整備と維持管理 

事 業 名 上水道建設改良事業  

事 業 の 
目的と概要 

安全・安心な水道水を安定供給するため、老朽化が進む管路の更新に併せて耐震
性を備えた水道管等を整備するもの。 

事業担当課 上下水道局 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
311,880  640,347  （継続を検討）  （継続を検討）  

【生活基盤】(6)減災対策と災害復旧 

事 業 名 宅地耐震化推進事業 （再掲）新 

事 業 の 
目的と概要 

ボーリングによる地盤調査等を実施し、地震時に盛土の滑りが発生する可能性に
ついて確認するもの。 

事業担当課 都市整備課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
－  27,120  －  （継続を検討）  

 

6-3 汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止 

【生活基盤】(2)住環境の整備と維持管理 

事 業 名 下水道建設改良事業  

事 業 の 
目的と概要 

処理場や管きょ等の長寿命化と雨水路の整備及び「地域資源リサイクルシステム
」の構築に向け、し尿処理等の検証作業と施設の検討を進めるもの。 

事業担当課 上下水道局 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
562,054  890,700  （継続を検討）  （継続を検討）  

【生活基盤】(2)住環境の整備と維持管理 

事 業 名 浄化槽設置補助事業  

事 業 の 
目的と概要 

快適な生活環境の整備及び河川水質の保全を図るため、合併処理浄化槽設置者に
対し、設置費の一部を補助するもの。（循環型社会形成推進地域計画Ｐ22参照） 

事業担当課 環境課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
29,196  35,264  （継続を検討）  （継続を検討）  

【環境】(3)資源循環と地球温暖化対策の推進 

事 業 名 地域資源リサイクルシステム施設整備事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

資源の有効利用と水処理の効率化を図るため日田市環境衛生センターと浄化セン
ターの共同化を検討するため、実証実験に取り組むもの。 

事業担当課 環境課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
2,455  2,182  （継続を検討）  （継続を検討）  
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6-4 基幹的交通から地域交通網まで、交通インフラの長期間にわたる機能停止 

【市民協働】(1)市民協働のまちづくり 

事 業 名 大肥の郷まちづくり振興事業  

事 業 の 
目的と概要 

災害からの復興と日田彦山線沿線地域の活性化に向け、地域住民が策定した「大
肥の郷まちづくり将来ビジョン」の実現のための取組を進めていくもの。 

事業担当課 地域振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
8,767  6,217  （継続を検討）  （継続を検討）  

【市民協働】(2)市民サービスの充実・向上 

事 業 名 統合型ＧＩＳシステム更新事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

情報取得の利便性向上のため、地図情報システムを整備し、インターネット上で
公共施設や防災関連等の行政地図情報を発信するもの。令和７年度よりＯＡ化推
進事業の一部。 

事業担当課 情報統計課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
4,266  4,266  （継続を検討）  （継続を検討）  

【産業振興】(2)林業の振興 

事 業 名 林道台帳整備事業  

事 業 の 
目的と概要 

林道の管理及び構造に関する基本的事項を整理し、森林の適正な整備保全並びに
復旧を図るため、台帳整備（システム整備）を行うもの。 

事業担当課 林業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
28,222  36,148  （継続を検討）  （継続を検討）  

【産業振興】(2)林業の振興 

事 業 名 風倒木被害軽減対策事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

台風等による風倒木被害の未然防止対策を進めるため、対象地の管理者等が行う
地域の防災拠点や送電線等のインフラ施設周辺の森林整備に対する支援を行うも
の。 

事業担当課 林業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
10,000  10,000  （継続を検討）  （継続を検討）  

【産業振興】(2)林業の振興 

事 業 名 林道巡視維持改善事業  

事 業 の 
目的と概要 

森林の整備に必要な林道の維持補修等を目的に、路面等の状況を把握するための
市内林道のパトロールを行うもの。 

事業担当課 林業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
3,925  3,902  （継続を検討）  （継続を検討）  

【生活基盤】(1)道路・河川・公共交通の整備 

事 業 名 地域公共交通計画策定事業  

事 業 の 
目的と概要 

効率的で利便性の高い公共交通網を構築するため、公共交通機関の利用実態調査
や課題分析を行った上で、地域公共交通計画を策定するもの。 

事業担当課 地域振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
0  －  －  （継続を検討）  
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【生活基盤】(1)道路・河川・公共交通の整備 

事 業 名 地方バス路線維持対策事業  

事 業 の 
目的と概要 

周辺地域における移動手段を確保するため、維持が困難な民間の赤字バス路線に
対し、補助金を交付するもの。 

事業担当課 地域振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
60,428  63,481  （継続を検討）  （継続を検討）  

【生活基盤】(1)道路・河川・公共交通の整備 

事 業 名 上・中津江デマンドバス運行事業  

事 業 の 
目的と概要 

民間路線等が運行していない中津江村、上津江町を中心とした地域の通院等の移
動手段を確保するため、デマンドバスを運行するもの。 

事業担当課 地域振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
31,885  31,926  （継続を検討）  （継続を検討）  

【生活基盤】(1)道路・河川・公共交通の整備 

事 業 名 コミュニティバス運行事業  

事 業 の 
目的と概要 

市街地における通院や買物、通学等の移動手段を確保するため、市内循環バスを
運行するもの。 

事業担当課 地域振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
53,924  54,680  （継続を検討）  （継続を検討）  

【生活基盤】(1)道路・河川・公共交通の整備 

事 業 名 乗合タクシー運行事業  

事 業 の 
目的と概要 

公共交通空白地域における住民の移動手段を確保するため、乗合タクシーを自宅
からＪＲ最寄り駅又はバス停等まで運行するもの。 

事業担当課 地域振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
13,164  14,663  （継続を検討）  （継続を検討）  

【生活基盤】(1)道路・河川・公共交通の整備 

事 業 名 福祉バス運行事業  

事 業 の 
目的と概要 

公共交通空白地域における市街地への通院や買い物の移動手段を確保するため、
スクールバスの空き時間を利用し福祉バスを運行するもの。 

事業担当課 地域振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
12,550  12,450  （継続を検討）  （継続を検討）  

【生活基盤】(1)道路・河川・公共交通の整備 

事 業 名 日田市地域公共交通利便増進実施計画策定事業 新 

事 業 の 
目的と概要 

日田市地域公共交通計画のアクションプランとなる日田市地域公共交通利便増進
実施計画を策定するもの。 

事業担当課 地域振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
－  8,345  －  －  
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【生活基盤】(1)道路・河川・公共交通の整備 

事 業 名 公共交通待合環境整備事業 新 

事 業 の 
目的と概要 

公共交通の利用促進を図るため、待合環境整備としてバス停に上屋及びベンチを
整備するもの。 

事業担当課 地域振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
－  5,676  （継続を検討）  （継続を検討）  

【生活基盤】(1)道路・河川・公共交通の整備 

事 業 名 タクシー事業者事業継続支援事業 新 

事 業 の 
目的と概要 

エネルギー価格等の物価高騰や2024 年問題に伴い、経営に大きな影響が生じてい
るタクシー事業者の支援を行うもの。 

事業担当課 地域振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
－  3,500  －  －  

【生活基盤】(1)道路・河川・公共交通の整備 

事 業 名 辺地対策事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

交通条件や自然的・経済的な諸条件に恵まれない地域において、住民の生活文化
水準向上のため、道路の拡幅改良等を行うもの。 

事業担当課 土木課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
60,000  102,000  －  －  

【生活基盤】(1)道路・河川・公共交通の整備 

事 業 名 道路ストック補修事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

橋梁長寿命化修繕計画及びトンネル点検の結果に基づき、橋梁及びトンネルの補
修を行うとともに、老朽化した市道の舗装・法面及び照明の補修を行うもの。 

事業担当課 土木課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
476,738  209,320  （継続を検討）  （継続を検討）  

【生活基盤】(1)道路・河川・公共交通の整備 

事 業 名 地域生活道路整備事業  

事 業 の 
目的と概要 

交通の安全確保や生活の利便性の向上を図るため、地域の住民生活に密着した市
道の改良や側溝等を整備するもの。 

事業担当課 土木課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
257,739  199,673  （継続を検討）  （継続を検討）  

【生活基盤】(1)道路・河川・公共交通の整備 

事 業 名 市道北豆田三郎丸線改良事業  

事 業 の 
目的と概要 

交通の円滑化を図るため、玉川バイパスの吹上交差点に右折レーン等を整備する
もの。（延長 250m 幅員 12.0～15.0m） 

事業担当課 土木課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
550  673  （継続を検討）  （継続を検討）  
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【生活基盤】(1)道路・河川・公共交通の整備 

事 業 名 市道本城線改良事業  

事 業 の 
目的と概要 

いつま小学校の通学路の安全対策を図るため道路整備をするもの。（延長 920m 
幅員 6.25m） 

事業担当課 土木課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
80,455  62,200  －  －  

【生活基盤】(1)道路・河川・公共交通の整備 

事 業 名 市道坂合線改良事業  

事 業 の 
目的と概要 

前津江町大野地区と赤石地区を結ぶ幹線道路を整備するもの。（延長 590m 幅員 
5.0m） 

事業担当課 土木課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
0  －  －  －  

【生活基盤】(1)道路・河川・公共交通の整備 

事 業 名 市道三ノ宮尾当線改良事業  

事 業 の 
目的と概要 

一部が未改良区間であり、幅員が狭く通行に支障をきたしているため、通勤等の
利用者が安心して通行できるよう道路拡幅を行い利便性の向上を図るもの。（延
長 200m 幅員 5.0m） 

事業担当課 土木課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
47,358  －  －  －  

【生活基盤】(1)道路・河川・公共交通の整備 

事 業 名 市道中間小五馬柚木線改良事業  

事 業 の 
目的と概要 

道路利用者が安心して通行できるようにするため、道路の拡幅整備を行い安全性
及び利便性の向上を図るもの。（延長 290m 幅員 5.0m） 

事業担当課 土木課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
46,860  27,850  －  －  

【生活基盤】(1)道路・河川・公共交通の整備 

事 業 名 市道大部牧原線改良事業  

事 業 の 
目的と概要 

県道岩戸五馬日田線と国道210号や市道大部線を結ぶ幹線道路を整備するもの。（
事業延長 135ｍ  計画幅員 7.0～9.75ｍ） 

事業担当課 土木課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
2,946  －  －  －  

【生活基盤】(1)道路・河川・公共交通の整備 

事 業 名 市道友田徳瀬線改良事業 新 

事 業 の 
目的と概要 

通勤･通学路の安全性を確保するため道路整備を行うもの。 
(延長 200m 幅員12.0m） 

事業担当課 土木課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
－  17,500  （継続を検討）  （継続を検討）  
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【生活基盤】(1)道路・河川・公共交通の整備 

事 業 名 友田徳瀬線改築事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

自転車・歩行者の安全性を確保するため、新治工区（光岡橋から国道386号までの
区間）の改築を行うもの。 
（延長：300ｍ、幅員：12ｍ） 

事業担当課 都市整備課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
75,891  83,010  （継続を検討）  （継続を検討）  

【生活基盤】(1)道路・河川・公共交通の整備 

事 業 名 三郎丸西有田線改築事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

安全で安心な都市空間の形成を図るため、国道212号吹上町交差点付近から城町橋
までの区間を、国の花月川拡幅事業と併せ一体的に整備するもの。 
（延長：1220ｍ、幅員：10.5ｍ・12ｍ） 

事業担当課 都市整備課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
90,943  149,098  （継続を検討）  （継続を検討）  

【生活基盤】(6)減災対策と災害復旧 

事 業 名 市営急傾斜地崩壊対策事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

急傾斜地の崩壊による災害から住民の生命や財産を守るため、対策工事等を行う
もの。 

事業担当課 土木課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
84,955  81,500  （継続を検討）  （継続を検討）  

【生活基盤】(6)減災対策と災害復旧 

事 業 名 橋梁改良事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

九州北部豪雨で被害を受けた県管理河川の改良復旧等により、市管理の橋梁が支
障となるため、県事業と合わせて架け替えを行うもので、事業費の一部を負担す
るもの。 

事業担当課 土木課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
37,075  110,000  （継続を検討）  （継続を検討）  

【生活基盤】(6)減災対策と災害復旧 

事 業 名 宅地耐震化推進事業 （再掲）新 

事 業 の 
目的と概要 

ボーリングによる地盤調査等を実施し、地震時に盛土の滑りが発生する可能性に
ついて確認するもの。 

事業担当課 都市整備課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
－  27,120  －  （継続を検討）  
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6-5 防災インフラの長期間にわたる機能不全 

【市民協働】(2)市民サービスの充実・向上 

事 業 名 統合型ＧＩＳシステム更新事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

情報取得の利便性向上のため、地図情報システムを整備し、インターネット上で
公共施設や防災関連等の行政地図情報を発信するもの。令和７年度よりＯＡ化推
進事業の一部。 

事業担当課 情報統計課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
4,266  4,266  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 コミュニティ消防センター建設事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

地域や消防団の消防力・防災力の向上を図るため、老朽化した施設等を建て替え
るもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
33,110  0  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 消防ホースタワー改修事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

消防団員の負担軽減のため、消防分団詰所に設置しているホースタワーの巻上機
を電動式に改修するもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
4,314  3,658  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 防火水槽設置事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

水利の乏しい地域において、火災発生の際に迅速な消火活動を可能にするため、
耐震性貯水槽を設置するもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
25,690  31,329  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 衛星通信機器スターリンク導入事業 （再掲）新 

事 業 の 
目的と概要 

衛星通信機器スターリンクの導入を行い、災害時に通信手段が途絶した災害対策
本部機能の維持をはじめ、災害で孤立した集落の通信手段に活用するもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
－  1,286  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 防災費（臨時費） （再掲）新 

事 業 の 
目的と概要 

大分県防災情報通信システムの機器が老朽化し耐用年数を経過することから、県
がシステムの更新を行うため、機器・設備の整備に係る費用について市町村負担
金を支払うもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
－  4,300  －  －  
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【産業振興】(2)林業の振興 

事 業 名 風倒木被害軽減対策事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

台風等による風倒木被害の未然防止対策を進めるため、対象地の管理者等が行う
地域の防災拠点や送電線等のインフラ施設周辺の森林整備に対する支援を行うも
の。 

事業担当課 林業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
10,000  10,000  （継続を検討）  （継続を検討）  
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[目標７] 制御不能な複合災害・二次災害を発生させない 

 

 

7-1 地震に伴う市街地での大規模火災の発生 

【福祉】(5)高齢者福祉の充実 

事 業 名 地域介護福祉空間整備等施設整備事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

安心・安全な高齢者施設等の環境を整えるため、防災・減災対策を行う民間法人
に対しその費用の一部を補助するもの。 

事業担当課 長寿福祉課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
0  0  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 消防ポンプ自動車購入事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

地域消防力・防災力を高めるため、最新鋭の消防車両への更新を行うもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
21,233  14,156  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 防災行政無線整備事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

防災行政無線施設等の適正な管理を行うため、既設施設の維持管理及び改修等を
行うもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
16,270  3,136  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 自主防災組織活性化事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

自主防災組織の活性化を図るため、防火防災活動等への助成や体験型防災プログ
ラムを実施するもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
5,774  5,394  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 防災士養成事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

地域防災力の向上を図るため、防災士の養成とスキルアップ研修を行うとともに
、防災士の組織化に向けた懇談会を開催するもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
2,113  2,231  （継続を検討）  （継続を検討）  
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【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 280ＭＨｚ帯防災行政無線システム整備事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

280MHz帯防災行政無線施設並びに防災ラジオの維持管理を行うもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
8,715  －  －  －  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 衛星通信機器スターリンク導入事業 （再掲）新 

事 業 の 
目的と概要 

衛星通信機器スターリンクの導入を行い、災害時に通信手段が途絶した災害対策
本部機能の維持をはじめ、災害で孤立した集落の通信手段に活用するもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
－  1,286  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 防災費（臨時費） （再掲）新 

事 業 の 
目的と概要 

大分県防災情報通信システムの機器が老朽化し耐用年数を経過することから、県
がシステムの更新を行うため、機器・設備の整備に係る費用について市町村負担
金を支払うもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
－  4,300  －  －  

【生活基盤】(2)住環境の整備と維持管理 

事 業 名 空家対策事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

空家による周辺への悪影響を防止するため、適切な維持管理等について指導・啓
発を行うとともに、民間と連携した空家の流通促進や、危険空家の除却工事に対
する補助を行うもの。 

事業担当課 建築住宅課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
7,959  9,321  （継続を検討）  （継続を検討）  

【生活基盤】(6)減災対策と災害復旧 

事 業 名 宅地耐震化推進事業 （再掲）新 

事 業 の 
目的と概要 

ボーリングによる地盤調査等を実施し、地震時に盛土の滑りが発生する可能性に
ついて確認するもの。 

事業担当課 都市整備課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
－  27,120  －  （継続を検討）  
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7-2 沿線・沿道の建物倒壊に伴う閉塞、交通麻痺 

【市民協働】(3)政策を実行・実現する行財政運営 

事 業 名 テレワーク環境整備事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

行政事務のデジタル化を進めるため、モバイルワークやサテライトオフィス勤務
に対応可能なシステム及び機器の整備を行うもの。令和７年度よりＯＡ化推進事
業の一部。 

事業担当課 情報統計課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
1,440  1,103  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(5)高齢者福祉の充実 

事 業 名 地域介護福祉空間整備等施設整備事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

安心・安全な高齢者施設等の環境を整えるため、防災・減災対策を行う民間法人
に対しその費用の一部を補助するもの。 

事業担当課 長寿福祉課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
0  0  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 消防ポンプ自動車購入事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

地域消防力・防災力を高めるため、最新鋭の消防車両への更新を行うもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
21,233  14,156  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 防災行政無線整備事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

防災行政無線施設等の適正な管理を行うため、既設施設の維持管理及び改修等を
行うもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
16,270  3,136  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 280ＭＨｚ帯防災行政無線システム整備事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

280MHz帯防災行政無線施設並びに防災ラジオの維持管理を行うもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
8,715  －  －  －  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 衛星通信機器スターリンク導入事業 （再掲）新 

事 業 の 
目的と概要 

衛星通信機器スターリンクの導入を行い、災害時に通信手段が途絶した災害対策
本部機能の維持をはじめ、災害で孤立した集落の通信手段に活用するもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
－  1,286  （継続を検討）  （継続を検討）  
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【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 防災費（臨時費） （再掲）新 

事 業 の 
目的と概要 

大分県防災情報通信システムの機器が老朽化し耐用年数を経過することから、県
がシステムの更新を行うため、機器・設備の整備に係る費用について市町村負担
金を支払うもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
－  4,300  －  －  

【生活基盤】(2)住環境の整備と維持管理 

事 業 名 アスベスト対策促進事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

建築物に使用されている吹付アスベストの分析調査に要する費用を補助する。併
せて、アスベストによる健康被害の周知・啓発を行う。 

事業担当課 建築住宅課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
500  500  －  －  

【生活基盤】(2)住環境の整備と維持管理 

事 業 名 三和団地大規模改修事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

経年劣化により老朽化が著しい三和団地において、大規模改修等を行うことによ
り、高齢者等が安心して入居できる住宅に整備するもの。 

事業担当課 建築住宅課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
0  183,281  （継続を検討）  （継続を検討）  

【生活基盤】(2)住環境の整備と維持管理 

事 業 名 耐震改修促進事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

地震被害を軽減し市民の生命と財産を守るため、昭和56年以前の木造一戸建て住
宅の耐震診断・耐震改修に対して補助を行うもの。 

事業担当課 建築住宅課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
3,190  4,700  （継続を検討）  （継続を検討）  

【生活基盤】(2)住環境の整備と維持管理 

事 業 名 空家対策事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

空家による周辺への悪影響を防止するため、適切な維持管理等について指導・啓
発を行うとともに、民間と連携した空家の流通促進や、危険空家の除却工事に対
する補助を行うもの。 

事業担当課 建築住宅課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
7,959  9,321  （継続を検討）  （継続を検討）  

【生活基盤】(2)住環境の整備と維持管理 

事 業 名 がけ地近接等危険住宅移転事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

がけ地の崩壊等による危険が著しい区域にある危険住宅の除却費用、移転費用及
び危険住宅に代わる住宅の建設（購入）に要する借入金の利子分を補助するもの
。 

事業担当課 建築住宅課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
5,237  6,214  （継続を検討）  （継続を検討）  
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【生活基盤】(2)住環境の整備と維持管理 

事 業 名 危険ブロック塀等除却補助事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

ブロック塀等の倒壊による被害を防止するため、通学路沿いにある危険ブロック
塀等の除却工事に対して補助を行うもの。 

事業担当課 建築住宅課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
1,000  1,000  （継続を検討）  （継続を検討）  

【生活基盤】(2)住環境の整備と維持管理 

事 業 名 市営住宅ストック総合整備事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

市営住宅の適切な維持管理を図るため、公営住宅等長寿命化計画に基づき、住宅
環境の整備等を行うもの。 

事業担当課 建築住宅課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
81,106  111,533  （継続を検討）  （継続を検討）  

【生活基盤】(6)減災対策と災害復旧 

事 業 名 宅地耐震化推進事業 （再掲）新 

事 業 の 
目的と概要 

ボーリングによる地盤調査等を実施し、地震時に盛土の滑りが発生する可能性に
ついて確認するもの。 

事業担当課 都市整備課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
－  27,120  －  （継続を検討）  

 

7-3 ため池、天然ダム等の損壊・機能不全による被害の拡大 

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 消防ポンプ自動車購入事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

地域消防力・防災力を高めるため、最新鋭の消防車両への更新を行うもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
21,233  14,156  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 防災行政無線整備事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

防災行政無線施設等の適正な管理を行うため、既設施設の維持管理及び改修等を
行うもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
16,270  3,136  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 280ＭＨｚ帯防災行政無線システム整備事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

280MHz帯防災行政無線施設並びに防災ラジオの維持管理を行うもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
8,715  －  －  －  
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【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 衛星通信機器スターリンク導入事業 （再掲）新 

事 業 の 
目的と概要 

衛星通信機器スターリンクの導入を行い、災害時に通信手段が途絶した災害対策
本部機能の維持をはじめ、災害で孤立した集落の通信手段に活用するもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
－  1,286  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 防災費（臨時費） （再掲）新 

事 業 の 
目的と概要 

大分県防災情報通信システムの機器が老朽化し耐用年数を経過することから、県
がシステムの更新を行うため、機器・設備の整備に係る費用について市町村負担
金を支払うもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
－  4,300  －  －  

【産業振興】(1)農業・水産業の振興 

事 業 名 防災重点農業用ため池整備事業（ため池廃止） （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

災害リスクを軽減するため、農業用として利用されていない防災重点ため池を廃
止するもの。 

事業担当課 農業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
10,410  14,000  （継続を検討）  （継続を検討）  

【産業振興】(1)農業・水産業の振興 

事 業 名 県営防災ダム整備事業（ため池群整備） （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

複数ため池が連なる親子池の決壊による被害を防止するため、点検結果を踏まえ
、緊急度の高いものから整備を行うもの。 

事業担当課 農業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
25,716  3,659  －  －  

【産業振興】(1)農業・水産業の振興 

事 業 名 県営防災重点農業用ため池整備事業（ため池整備） （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

ため池の規模や老朽化、自然災害発生による決壊時の下流への影響や被害状況を
総合的に検証し、緊急度・優先度の高いものから計画的にため池の整備を図るも
の。 

事業担当課 農業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
1,329  －  －  －  

 

7-4 有害物質の大規模拡散・流出による被害の拡大 

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 消防ポンプ自動車購入事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

地域消防力・防災力を高めるため、最新鋭の消防車両への更新を行うもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
21,233  14,156  （継続を検討）  （継続を検討）  
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【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 防災行政無線整備事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

防災行政無線施設等の適正な管理を行うため、既設施設の維持管理及び改修等を
行うもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
16,270  3,136  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 280ＭＨｚ帯防災行政無線システム整備事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

280MHz帯防災行政無線施設並びに防災ラジオの維持管理を行うもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
8,715  －  －  －  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 衛星通信機器スターリンク導入事業 （再掲）新 

事 業 の 
目的と概要 

衛星通信機器スターリンクの導入を行い、災害時に通信手段が途絶した災害対策
本部機能の維持をはじめ、災害で孤立した集落の通信手段に活用するもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
－  1,286  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 防災費（臨時費） （再掲）新 

事 業 の 
目的と概要 

大分県防災情報通信システムの機器が老朽化し耐用年数を経過することから、県
がシステムの更新を行うため、機器・設備の整備に係る費用について市町村負担
金を支払うもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
－  4,300  －  －  

【環境】(2)良好な水資源の確保 

事 業 名 河川環境向上対策事業  

事 業 の 
目的と概要 

河川（31河川・42箇所）の水質検査を行うほか、環境保全の啓発を図るため、市
民参加による水生生物調査等を行うもの。 

事業担当課 環境課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
4,477  4,123  （継続を検討）  （継続を検討）  

 

7-5 農地・森林等の被害による地域の荒廃 

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 防災行政無線整備事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

防災行政無線施設等の適正な管理を行うため、既設施設の維持管理及び改修等を
行うもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
16,270  3,136  （継続を検討）  （継続を検討）  
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【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 280ＭＨｚ帯防災行政無線システム整備事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

280MHz帯防災行政無線施設並びに防災ラジオの維持管理を行うもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
8,715  －  －  －  

【産業振興】(1)農業・水産業の振興 

事 業 名 集落営農組織等農地保全活動支援事業  

事 業 の 
目的と概要 

効率的な農作業受託と経営安定を図るため、集落営農組織や地域の農地保全を担
う個人経営体が行う農業機械の導入を支援するもの。 

事業担当課 農業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
9,110  9,600  （継続を検討）  （継続を検討）  

【産業振興】(1)農業・水産業の振興 

事 業 名 新規就農総合支援事業  

事 業 の 
目的と概要 

新規就農者の経営安定と就農後の定着を図るため、就農初期において給付金の交
付や機械・施設等の整備に対して支援するもの。 

事業担当課 農業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
20,337  33,825  （継続を検討）  （継続を検討）  

【産業振興】(1)農業・水産業の振興 

事 業 名 中山間地域等直接支払事業  

事 業 の 
目的と概要 

中山間地域の耕作放棄地を防止し農地を保全するため、国の中山間地域等直接支
払制度により協定参加集落の活動を支援するもの。 

事業担当課 農業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
110,830  110,371  （継続を検討）  （継続を検討）  

【産業振興】(1)農業・水産業の振興 

事 業 名 多面的機能支払交付金事業  

事 業 の 
目的と概要 

農地や農業水路等の維持管理のため、地域住民と連携した水路の泥上げや軽微な
補修など地域ぐるみの活動を支援するもの。 

事業担当課 農業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
28,816  28,103  （継続を検討）  （継続を検討）  

【産業振興】(1)農業・水産業の振興 

事 業 名 産直野菜増産ミニハウス等導入事業  

事 業 の 
目的と概要 

産直野菜の通年栽培を可能とするためのミニハウス等の導入に対して資材費等の
補助を行い生産拡大を図るもの。 

事業担当課 農業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
8,666  7,818  （継続を検討）  （継続を検討）  
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【産業振興】(1)農業・水産業の振興 

事 業 名 農業後継者育成支援事業  

事 業 の 
目的と概要 

農業後継者を育成するため、親元での就農者に対して給付金を交付するほか、青
年農業者の研究会活動等を支援するもの。 

事業担当課 農業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
11,700  9,700  （継続を検討）  （継続を検討）  

【産業振興】(1)農業・水産業の振興 

事 業 名 県営中山間地域総合整備事業（日田地区2期）  

事 業 の 
目的と概要 

中山間地域における経営基盤の強化を図るため、立地条件に合った生産基盤及び
生活環境の整備を総合的に実施するもの。（日田地区2期） 

事業担当課 農業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
20,750  5,000  （継続を検討）  －  

【産業振興】(1)農業・水産業の振興 

事 業 名 県営農業水利施設保全合理化事業  

事 業 の 
目的と概要 

農業水利施設の長寿命化や安全性向上のため、施設の劣化状況調査及び機能診断
に基づいた対策工事を行うもの。 

事業担当課 農業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
68,461  47,550  （継続を検討）  （継続を検討）  

【産業振興】(1)農業・水産業の振興 

事 業 名 地域農業水利施設保全対策事業  

事 業 の 
目的と概要 

機能の保全と施設の長寿命化、維持管理経費の低減のため、土地改良区等が管理
する農業振興地域の水利施設を改修するもの。 

事業担当課 農業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
44,550  68,937  （継続を検討）  （継続を検討）  

【産業振興】(1)農業・水産業の振興 

事 業 名 県営経営体育成基盤整備事業（大肥地区）  

事 業 の 
目的と概要 

農地の集積と集約化により生産コストの削減を図り、担い手の確保につなげるた
め、被災した農地の大区画化等を行うもの。（大肥地区） 

事業担当課 農業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
3,667  44,000  －  －  

【産業振興】(1)農業・水産業の振興 

事 業 名 農地及び農業用施設市単小災害復旧事業（5年災）  

事 業 の 
目的と概要 

令和5年7月大雨により被災した農地及び農業用施設を復旧することにより、農業
生産基盤の維持及び回復を図り持続的な農業経営に寄与するもの。(5年災) 

事業担当課 農業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
47,000  －  －  －  
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【産業振興】(2)林業の振興 

事 業 名 林道台帳整備事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

林道の管理及び構造に関する基本的事項を整理し、森林の適正な整備保全並びに
復旧を図るため、台帳整備（システム整備）を行うもの。 

事業担当課 林業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
28,222  36,148  （継続を検討）  （継続を検討）  

【産業振興】(2)林業の振興 

事 業 名 市有林多様な森づくり事業  

事 業 の 
目的と概要 

市有林において災害防除や多種多様な森づくりを行うため、現地に適した主伐、
再造林を行うもの。 

事業担当課 林業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
28,523  24,884  （継続を検討）  （継続を検討）  

【産業振興】(2)林業の振興 

事 業 名 森林防災流木等対策事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

豪雨災害により想定される流木被害等を防止するため、河川や渓流沿い、尾根部
の人工林を事前に整備するもの。 

事業担当課 林業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
8,000  8,000  （継続を検討）  （継続を検討）  

【産業振興】(2)林業の振興 

事 業 名 有害鳥獣捕獲事業  

事 業 の 
目的と概要 

有害鳥獣による被害を軽減させるため、捕獲活動に対する報償金の支給や狩猟に
係る費用の一部を助成するもの。 

事業担当課 林業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
56,346  49,069  （継続を検討）  （継続を検討）  

【産業振興】(2)林業の振興 

事 業 名 有害鳥獣被害防止支援事業  

事 業 の 
目的と概要 

農地への有害鳥獣の侵入を防止するため、個人で取り組む電気柵等の設置に対し
て、必要な資材費の一部を助成するもの。 

事業担当課 林業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
405  1,225  （継続を検討）  （継続を検討）  

【産業振興】(2)林業の振興 

事 業 名 鳥獣被害防止総合支援事業  

事 業 の 
目的と概要 

農地への有害鳥獣の侵入を防止するため、集落で取り組む金網柵等の設置に対し
て、必要な資材を支給するもの。 

事業担当課 林業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
5,116  15,459  （継続を検討）  （継続を検討）  
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【産業振興】(2)林業の振興 

事 業 名 森林経営管理推進事業  

事 業 の 
目的と概要 

森林資源の適切な管理のため、森林環境譲与税を活用し、森林管理の状況把握や
現地調査、森林経営に係る意向調査等を行うもの。 

事業担当課 林業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
19,441  18,311  （継続を検討）  （継続を検討）  

【産業振興】(2)林業の振興 

事 業 名 林道点検診断・保全整備事業  

事 業 の 
目的と概要 

林道の補修及び更新等の計画策定のため、林道台帳に登載された橋梁等の点検と
診断を実施し、補修が必要と診断された橋梁の詳細設計及び補修工事を行うもの
。 

事業担当課 林業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
46,200  69,600  （継続を検討）  （継続を検討）  

【産業振興】(2)林業の振興 

事 業 名 風倒木被害軽減対策事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

台風等による風倒木被害の未然防止対策を進めるため、対象地の管理者等が行う
地域の防災拠点や送電線等のインフラ施設周辺の森林整備に対する支援を行うも
の。 

事業担当課 林業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
10,000  10,000  （継続を検討）  （継続を検討）  

【産業振興】(2)林業の振興 

事 業 名 市有林維持管理事業  

事 業 の 
目的と概要 

市有林を適切に管理するため、造林事業や管理道等の維持管理、境界の保全等を
行うもの。 

事業担当課 林業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
29,084  43,906  （継続を検討）  （継続を検討）  

【産業振興】(2)林業の振興 

事 業 名 豊かな森づくり担い手育成事業  

事 業 の 
目的と概要 

森林の多面的機能の向上を図るとともに、持続可能な林業経営が実現できるよう
林業事業体等に対して、福利厚生の充実や労働環境の改善等を支援するもの。 

事業担当課 林業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
23,805  26,204  （継続を検討）  （継続を検討）  

【産業振興】(2)林業の振興 

事 業 名 林道巡視維持改善事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

森林の整備に必要な林道の維持補修等を目的に、路面等の状況を把握するための
市内林道のパトロールを行うもの。 

事業担当課 林業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
3,925  3,902  （継続を検討）  （継続を検討）  
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【産業振興】(2)林業の振興 

事 業 名 森林整備総合対策事業  

事 業 の 
目的と概要 

森林の整備を進めるため、国や県の公共造林事業等による森林整備事業を対象に
、市の補助金を上乗せして交付するもの。 

事業担当課 林業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
126,400  131,100  （継続を検討）  （継続を検討）  

【産業振興】(2)林業の振興 

事 業 名 有害鳥獣侵入防止柵復旧事業(令和5年7月大雨分)  

事 業 の 
目的と概要 

令和5年7月に発生した大雨により被災した有害鳥獣侵入防止柵の復旧に要する資
材費を助成するもの。 

事業担当課 林業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
2,041  1,700  （継続を検討）  －  

【産業振興】(2)林業の振興 

事 業 名 林地及び林業用施設災害復旧事業(令和5年7月大雨分)  

事 業 の 
目的と概要 

令和5年7月豪雨により被災した林地及び林業用施設の早期復旧を図るもの。 

事業担当課 林業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
1,296,798  55,902  －  －  

【産業振興】(2)林業の振興 

事 業 名 林道味野線災害復旧事業  

事 業 の 
目的と概要 

令和5年7月豪雨により被災した林道味野線について、地すべりの兆候が確認され
たことから、調査・観測を行い、被災箇所の復旧と併せ地すべり対策を講ずるも
の。 

事業担当課 林業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
25,286  33,034  （継続を検討）  －  
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 [目標８] 社会・経済が迅速かつ従前より強靱な姿で復興できる条件を整備する 

 

 

8-1 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事態 

【環境】(3)資源循環と地球温暖化対策の推進 

事 業 名 焼却施設等更新事業  

事 業 の 
目的と概要 

令和11年度の施設の竣工に向けて、建設及び運営事業者を選定する作業や造成工
事等を行うもの。（循環型社会形成推進地域計画P12,P19参照） 

事業担当課 新清掃センター建設室 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
756,874  1,089,884  （継続を検討）  （継続を検討）  

 

8-2 復興を支える人材等（専門家、コーディネーター、労働者、地域に精通した技術者等）の不足

により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

【市民協働】(1)市民協働のまちづくり 

事 業 名 市民活動人材育成事業  

事 業 の 
目的と概要 

市民活動団体や個人の相互の連携を深め、新たな活動への展開を図るため、交流
に重点を置いた講座を開催するもの。 

事業担当課 地域振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
1,590  571  （継続を検討）  （継続を検討）  

【市民協働】(1)市民協働のまちづくり 

事 業 名 地域コミュニティ活動支援事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

地域コミュニティ機能の維持・向上及び地域課題の解決に向け、住民を主体とし
た自治活動を支援するもの。 

事業担当課 地域振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
28,262  28,997  （継続を検討）  （継続を検討）  

【市民協働】(1)市民協働のまちづくり 

事 業 名 地域おこし活動推進事業  

事 業 の 
目的と概要 

外部の視点を生かした地域おこしを進めるため、都市部の住民を地域おこし協力
隊として受け入れるもの。 

事業担当課 地域振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
5,243  8,697  （継続を検討）  （継続を検討）  

【市民協働】(1)市民協働のまちづくり 

事 業 名 集落活動推進事業  

事 業 の 
目的と概要 

集落機能の維持のため、地域の課題や実情の把握及び住民自治組織の運営の支援
を行う集落支援員を配置するもの。 

事業担当課 地域振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
27,578  35,181  （継続を検討）  （継続を検討）  
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【市民協働】(1)市民協働のまちづくり 

事 業 名 旧郡部の振興支援事業 新 

事 業 の 
目的と概要 

人口減少や高齢化が特に著しく進む旧郡部において、住民が安心して住み続けら
れる地域をつくるため、庁内に設置した「旧郡部の振興に向けたプロジェクト・
チーム」で検討した案件について、具体的な地域振興策として実施するもの。 

事業担当課 地域振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
－  11,663  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 要配慮者支援事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

避難支援や緊急的支援が必要な高齢者等の安心・安全確保のため、名簿や個別避
難計画の作成及び緊急医療情報キットの配備を行うもの。 

事業担当課 長寿福祉課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
2,626  1,982  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 大分県消防操法大会出場事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

日田市の代表として大会に出場する２隊に対して、訓練出動交付金等の支給や必
要な消耗品等の購入を行うもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
3,691  －  （継続を検討）  －  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 自主防災組織活性化事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

自主防災組織の活性化を図るため、防火防災活動等への助成や体験型防災プログ
ラムを実施するもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
5,774  5,394  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 防災士養成事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

地域防災力の向上を図るため、防災士の養成とスキルアップ研修を行うとともに
、防災士の組織化に向けた懇談会を開催するもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
2,113  2,231  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 全国女性消防操法大会出場事業 （再掲）新 

事 業 の 
目的と概要 

全国女性消防操法大会に県代表として日田市消防団が出場するもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
－  3,153  －  －  
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【産業振興】(1)農業・水産業の振興 

事 業 名 集落営農組織等農地保全活動支援事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

効率的な農作業受託と経営安定を図るため、集落営農組織や地域の農地保全を担
う個人経営体が行う農業機械の導入を支援するもの。 

事業担当課 農業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
9,110  9,600  （継続を検討）  （継続を検討）  

【産業振興】(1)農業・水産業の振興 

事 業 名 新規就農総合支援事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

新規就農者の経営安定と就農後の定着を図るため、就農初期において給付金の交
付や機械・施設等の整備に対して支援するもの。 

事業担当課 農業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
20,337  33,825  （継続を検討）  （継続を検討）  

【産業振興】(1)農業・水産業の振興 

事 業 名 おおいた園芸産地づくり支援事業  

事 業 の 
目的と概要 

意欲ある園芸農業者の生産拡大、所得向上を目的に市が推進する品目に対して園
芸産地づくり計画を策定し、栽培施設の整備等の導入に対して支援するもの。 

事業担当課 農業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
1,517  18,099  （継続を検討）  （継続を検討）  

【産業振興】(1)農業・水産業の振興 

事 業 名 新規就農者負担軽減対策事業  

事 業 の 
目的と概要 

就農初期の負担軽減及び経営安定を図るため、所得補てんや妊娠等で農作業がで
きない間の外部雇用に係る経費の支援を行うもの。 

事業担当課 農業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
1,380  3,166  （継続を検討）  （継続を検討）  

【産業振興】(1)農業・水産業の振興 

事 業 名 ファーマーズスクール研修事業  

事 業 の 
目的と概要 

新規就農者の確保・育成を進めるため、農産物（えのき、梨等）の栽培技術等を
研修するスクールを開校するもの。 

事業担当課 農業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
1,365  1,580  （継続を検討）  （継続を検討）  

【産業振興】(1)農業・水産業の振興 

事 業 名 農業後継者育成支援事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

農業後継者を育成するため、親元での就農者に対して給付金を交付するほか、青
年農業者の研究会活動等を支援するもの。 

事業担当課 農業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
11,700  9,700  （継続を検討）  （継続を検討）  
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【産業振興】(2)林業の振興 

事 業 名 豊かな森づくり担い手育成事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

森林の多面的機能の向上を図るとともに、持続可能な林業経営が実現できるよう
林業事業体等に対して、福利厚生の充実や労働環境の改善等を支援するもの。 

事業担当課 林業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
23,805  26,204  （継続を検討）  （継続を検討）  

【産業振興】(2)林業の振興 

事 業 名 木づかい促進事業  

事 業 の 
目的と概要 

日田材の需要拡大に向け、カーボンニュートラルの推進や定住促進の効果を含め
て、住宅の新築やリフォームに対する木材支給や家具ポイント付与等の助成を行
うもの。 

事業担当課 林業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
59,900  51,840  （継続を検討）  （継続を検討）  

【産業振興】(3)商工業の振興 

事 業 名 若年者就業支援事業(UIJターン推進事業）  

事 業 の 
目的と概要 

学生等を対象に市内企業への就職を促進するため、インターンシップや企業見学
バスツアー等のイベントを開催し、若者と企業のマッチングを行うもの。 

事業担当課 商工労政課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
1,874  1,718  （継続を検討）  （継続を検討）  

【産業振興】(3)商工業の振興 

事 業 名 若年者就業支援事業（ジョブカフェ関連）  

事 業 の 
目的と概要 

若年者の就業と地場企業の人材確保を促進するため、企業情報の提供やセミナー
の実施、就職面談会の開催等の各種就職支援サービスを提供するもの。 

事業担当課 商工労政課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
7,372  9,085  （継続を検討）  （継続を検討）  

【産業振興】(3)商工業の振興 

事 業 名 ワークライフバランス推進事業  

事 業 の 
目的と概要 

多様な働き方の推進と若い世代の雇用の定着のため、仕事と子育てを両立できる
職場環境づくりの取組を助成するとともにワークライフバランス推進の啓発活動
を行うもの。 

事業担当課 商工労政課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
600  600  （継続を検討）  （継続を検討）  

【産業振興】(3)商工業の振興 

事 業 名 空き店舗等活用事業(まちなかリノベーション推進事業)  

事 業 の 
目的と概要 

地域の活性化と商業の振興及び創業の促進を図るため、空き店舗や空き家等を活
用して事業を始める方に対し、改装費の支援を行うもの。 

事業担当課 商工労政課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
6,060  7,000  （継続を検討）  （継続を検討）  
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【産業振興】(3)商工業の振興 

事 業 名 日田ものづくり探検隊補助事業  

事 業 の 
目的と概要 

「ものづくりのまち日田」の認知度向上のため、関連する企業が工場を開放し、
ものづくりの現場やその魅力を市内外に発信する活動に対し支援するもの。 

事業担当課 商工労政課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
965  800  －  －  

【産業振興】(3)商工業の振興 

事 業 名 女性・若者・シニア起業支援資金利子補給事業  

事 業 の 
目的と概要 

起業意欲の高い女性や若者・55歳以上のシニア世代等を支援するため、開業資金
借入時の金利と保証料を補助するもの。 

事業担当課 商工労政課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
2,496  1,468  （継続を検討）  （継続を検討）  

 

8-3 広域地盤沈下等による広域・長期にわたる浸水被害の発生により復興が大幅に遅れる事態 

【産業振興】(3)商工業の振興 

事 業 名 石井工業団地排水ポンプ整備事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

石井工業団地内の内水浸水被害の防止を目的として、流域の幹線排水路流末付近
に可搬式ポンプを整備するもの。 

事業担当課 商工労政課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
10,109  470,658  （継続を検討）  （継続を検討）  

【生活基盤】(2)住環境の整備と維持管理 

事 業 名 雨水排水ポンプ配備事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

花月川両岸７箇所及び石井雨水幹線流末1箇所に排水ポンプを配備し、豪雨に伴う
浸水被害の軽減を図るもの。 

事業担当課 上下水道局 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
10,864  12,179  （継続を検討）  （継続を検討）  

【生活基盤】(2)住環境の整備と維持管理 

事 業 名 雨水幹(支)線水門整備事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

市が管理している水門（45箇所）を計画的に改修し、浸水被害の軽減を図るもの
。 

事業担当課 上下水道局 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
17,899  0  （継続を検討）  （継続を検討）  
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【生活基盤】(2)住環境の整備と維持管理 

事 業 名 雨水管理総合計画策定事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

公共下水道事業による浸水対策を実施するうえで、当面、中期、長期にわたる対
策を、実施すべき区域や、目標とする整備水準、施設整備の方針等の基本的な事
項を定めるもの。 

事業担当課 上下水道局 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
40,527  0  －  －  

【生活基盤】(6)減災対策と災害復旧 

事 業 名 都市防災総合推進事業  

事 業 の 
目的と概要 

「天ヶ瀬温泉街復興まちづくり計画」に基づき、温泉街の復興・発展に向けた公
共空間整備を行う。 

事業担当課 都市整備課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
27,940  －  －  －  

 

8-4 貴重な文化財や環境的資産の喪失、無形の文化が衰退する事態 

【教育･文化】(2)文化芸術の振興 

事 業 名 重要文化財行徳家住宅防災施設整備事業  

事 業 の 
目的と概要 

国の重要文化財である行徳家住宅を、出水時の土砂流入等の災害から守るため、
災害対策工事を行うもの。 
※国宝重要文化財等防災施設整備費補助金 重要文化財等防災施設整備事業 

事業担当課 文化財課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
5,524  2,100  （継続を検討）  （継続を検討）  

【教育･文化】(2)文化芸術の振興 

事 業 名 史跡小迫辻原遺跡整備事業  

事 業 の 
目的と概要 

小迫辻原遺跡の整備に関する検討資料となる報告書を作成するため、遺跡から出
土した土器などの遺物実測及び製図等を行うもの。 

事業担当課 文化財課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
2,134  2,585  （継続を検討）  （継続を検討）  

【教育･文化】(2)文化芸術の振興 

事 業 名 文化財保存活用地域計画作成事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

市民共有の財産である文化財を総合的・一体的に保存・活用し、未来へ継承する
ため、「日田市文化財保存活用地域計画」の作成を行うもの。 

事業担当課 文化財課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
532  0  －  －  
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【教育･文化】(2)文化芸術の振興 

事 業 名 ガランドヤ古墳群保存整備事業  

事 業 の 
目的と概要 

国の史跡に指定されているガランドヤ古墳群の保存整備を進め、貴重な歴史的遺
産として後世に保存・継承するとともに、児童・生徒をはじめとした市民等の歴
史学習の場並びに公園として活用を図るもの。 

事業担当課 文化財課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
470  517  （継続を検討）  （継続を検討）  

【教育･文化】(2)文化芸術の振興 

事 業 名 伝統的建造物群保存事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

歴史的な町なみを維持し、後世に残すことにより、市民が誇りと愛着を持てるま
ちづくりを行うことを目的に、保存修理事業や防災事業を行うもの。 

事業担当課 文化財課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
39,397  32,340  （継続を検討）  （継続を検討）  

【教育･文化】(2)文化芸術の振興 

事 業 名 史跡廣瀬淡窓旧宅及び墓保存整備事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

文化財としての保存・継承及び歴史学習の場としての活用を図るため、保存修理
工事や環境整備を行うもの。 

事業担当課 文化財課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
2,926  5,724  （継続を検討）  －  

【教育･文化】(2)文化芸術の振興 

事 業 名 史跡咸宜園跡保存整備事業  

事 業 の 
目的と概要 

国指定史跡咸宜園跡を、江戸時代末期の私塾咸宜園の教育や活動の継承の場とし
、現在に甦る「咸宜園」として有効的な活用を図っていくため、整備を進めてい
くもの。 

事業担当課 文化財課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
5,175  0  （継続を検討）  （継続を検討）  

【教育･文化】(2)文化芸術の振興 

事 業 名 文化的景観保護推進事業  

事 業 の 
目的と概要 

国選定重要文化的景観小鹿田焼の里を、伝統的な生活や生業が息づく地域として
保存継承し、良好な景観形成を図るもの。 

事業担当課 文化財課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
503  0  （継続を検討）  （継続を検討）  
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【教育･文化】(2)文化芸術の振興 

事 業 名 指定文化財等保存補助事業  

事 業 の 
目的と概要 

文化財の所有者や保持団体等に対し、管理費や伝承のための事業費の一部を助成
し、文化財の確実な保存・伝承を図るもの。 

事業担当課 文化財課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
1,102  1,104  （継続を検討）  （継続を検討）  

【教育・文化】(2)文化芸術の振興 

事 業 名 文化財保存活用地域計画推進事業 （再掲）新 

事 業 の 
目的と概要 

日田市文化財保存活用地域計画に基づく各種事業を効果的に実施するとともに、
有識者等による外部協議会を設置するもの。 

事業担当課 文化財課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
 997  （継続を検討）  （継続を検討）  

 

8-5 事業用地の取得、仮設住宅・仮店舗・仮事業所等の整備が進まず復興が大幅に遅れる事態 

【市民協働】(1)市民協働のまちづくり 

事 業 名 ひた暮らしＰＲ事業  

事 業 の 
目的と概要 

日田市の魅力と移住・定住に関する情報発信のほか、民間団体との協働により、
移住前から移住後までのサポートを行うもの。 

事業担当課 商工労政課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
10,238  3,469  （継続を検討）  （継続を検討）  

【市民協働】(1)市民協働のまちづくり 

事 業 名 定住促進補助事業  

事 業 の 
目的と概要 

移住・定住人口の増加を促進するため、移住応援給付金の給付、移住体験時の宿
泊費補助などにより、移住・定住支援を行うもの。 

事業担当課 商工労政課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
32,984  26,663  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 災害被災者住宅再建支援金（5年災） （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

令和5年7月梅雨前線による大雨により生活基盤となる住宅に著しい被害を受けた
住民に対し、支援金を支給するもの。 

事業担当課 福祉総務課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
3,600  2,800  （継続を検討）  －  
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8-6 地域コミュニティの崩壊等により復旧・復興が大幅に遅れる事態 

【市民協働】(1)市民協働のまちづくり 

事 業 名 大肥の郷まちづくり振興事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

災害からの復興と日田彦山線沿線地域の活性化に向け、地域住民が策定した「大
肥の郷まちづくり将来ビジョン」の実現のための取組を進めていくもの。 

事業担当課 地域振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
8,767  6,217  （継続を検討）  （継続を検討）  

【市民協働】(1)市民協働のまちづくり 

事 業 名 集落活動推進事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

集落機能の維持のため、地域の課題や実情の把握及び住民自治組織の運営の支援
を行う集落支援員を配置するもの。 

事業担当課 地域振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
27,578  35,181  （継続を検討）  （継続を検討）  

【市民協働】(1)市民協働のまちづくり 

事 業 名 まちづくり活動推進事業  

事 業 の 
目的と概要 

市民協働のまちづくりを推進するため、市民活動団体等が主体的に企画・実行す
る公益的な活動を支援するもの。 

事業担当課 地域振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
4,000  4,000  （継続を検討）  （継続を検討）  

【市民協働】(1)市民協働のまちづくり 

事 業 名 地域コミュニティ活動支援事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

地域コミュニティ機能の維持・向上及び地域課題の解決に向け、住民を主体とし
た自治活動を支援するもの。 

事業担当課 地域振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
28,262  28,997  （継続を検討）  （継続を検討）  

【市民協働】(1)市民協働のまちづくり 

事 業 名 小学校跡地利活用対策事業  

事 業 の 
目的と概要 

コミュニティの維持や地域の振興・発展を図るため、統廃合等により廃校となっ
た学校跡地を利活用するもの。 

事業担当課 地域振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
91,453  －  （継続を検討）  （継続を検討）  

【市民協働】(1)市民協働のまちづくり 

事 業 名 地域おこし活動推進事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

外部の視点を生かした地域おこしを進めるため、都市部の住民を地域おこし協力
隊として受け入れるもの。 

事業担当課 地域振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
5,243  8,697  （継続を検討）  （継続を検討）  
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【市民協働】(1)市民協働のまちづくり 

事 業 名 周辺地域活性化対策事業  

事 業 の 
目的と概要 

振興センター管内の民間団体等を対象に、地域の活力の向上を目的とした団体等
の自主的な活動を支援するもの。 

事業担当課 地域振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
14,722  6,350  （継続を検討）  （継続を検討）  

【市民協働】(1)市民協働のまちづくり 

事 業 名 自治会活動等推進事業  

事 業 の 
目的と概要 

地域コミュニティの維持等を図るため、自治会が実施する生活環境整備や災害に
よる地域共有施設の復旧に対し補助するもの。 

事業担当課 地域振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
13,000  23,000  （継続を検討）  （継続を検討）  

【市民協働】(1)市民協働のまちづくり 

事 業 名 旧郡部の振興支援事業 （再掲）新 

事 業 の 
目的と概要 

人口減少や高齢化が特に著しく進む旧郡部において、住民が安心して住み続けら
れる地域をつくるため、庁内に設置した「旧郡部の振興に向けたプロジェクト・
チーム」で検討した案件について、具体的な地域振興策として実施するもの。 

事業担当課 地域振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
－  11,663  （継続を検討）  （継続を検討）  

【市民協働】(1)市民協働のまちづくり 

事 業 名 振興局管内振興費 新 

事 業 の 
目的と概要 

交流センター管理事業・多目的交流館管理事業・周辺地域活性化対策事業の一部
及びふるさとづくり推進事業を各振興局において実施するもの。 

事業担当課 地域振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
－  19,526  （継続を検討）  （継続を検討）  

【市民協働】(1)市民協働のまちづくり 

事 業 名 水郷ひた応援交付金事業  

事 業 の 
目的と概要 

自治会による地域活動を支援するため、ふるさと納税制度を活用し、寄附者が指
定する自治会に対して交付金を交付するもの。 

事業担当課 商工労政課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
3,073  3,500  （継続を検討）  （継続を検討）  

【市民協働】(1)市民協働のまちづくり 

事 業 名 ひた暮らしＰＲ事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

日田市の魅力と移住・定住に関する情報発信のほか、民間団体との協働により、
移住前から移住後までのサポートを行うもの。 

事業担当課 商工労政課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
10,238  3,469  （継続を検討）  （継続を検討）  
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【市民協働】(1)市民協働のまちづくり 

事 業 名 定住促進補助事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

移住・定住人口の増加を促進するため、移住応援給付金の給付、移住体験時の宿
泊費補助などにより、移住・定住支援を行うもの。 

事業担当課 商工労政課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
32,984  26,663  （継続を検討）  （継続を検討）  

【市民協働】(1)市民協働のまちづくり 

事 業 名 天ヶ瀬温泉街エリアマネジメント推進事業  

事 業 の 
目的と概要 

天ヶ瀬温泉街が持続可能で魅力的な地域となるため、地域全体で戦略的に取り組
むエリアマネジメントを推進するもの。 

事業担当課 観光課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
4,000  －  －  －  

【福祉】(5)高齢者福祉の充実 

事 業 名 地域介護予防活動支援事業  

事 業 の 
目的と概要 

高齢者の地域に根ざした介護予防活動の推進を図るため、生きがいサロン事業及
び週一通いの場づくり事業を実施するもの。 

事業担当課 長寿福祉課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
16,780  14,805  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(5)高齢者福祉の充実 

事 業 名 地域包括支援センター運営事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

総合的な相談支援及び権利擁護、包括的・継続的マネジメント業務を行うため日
常生活圏域ごとに包括支援センターを設置するもの。 

事業担当課 長寿福祉課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
159,735  156,813  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(5)高齢者福祉の充実 

事 業 名 在宅医療・介護連携推進事業  

事 業 の 
目的と概要 

地域における医療と介護が連携した在宅医療と介護の提供を図るため、多職種協
働による支援体制を構築するもの。 

事業担当課 長寿福祉課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
4,922  5,030  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(5)高齢者福祉の充実 

事 業 名 生活支援体制整備事業  

事 業 の 
目的と概要 

高齢者の多様な日常生活支援の充実及び社会参加を推進するため、生活支援コー
ディネーターを配置し体制整備に取り組むもの。 

事業担当課 長寿福祉課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
20,378  24,000  （継続を検討）  （継続を検討）  
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【福祉】(5)高齢者福祉の充実 

事 業 名 認知症地域支援・ケア向上事業  

事 業 の 
目的と概要 

認知症施策の充実を図るため、認知症地域支援推進員の配置等を行うもの。 

事業担当課 長寿福祉課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
7,643  6,663  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 自主防災組織活性化事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

自主防災組織の活性化を図るため、防火防災活動等への助成や体験型防災プログ
ラムを実施するもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
5,774  5,394  （継続を検討）  （継続を検討）  

【福祉】(6)防災・消防・救急体制の強化 

事 業 名 防災士養成事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

地域防災力の向上を図るため、防災士の養成とスキルアップ研修を行うとともに
、防災士の組織化に向けた懇談会を開催するもの。 

事業担当課 防災・危機管理課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
2,113  2,231  （継続を検討）  （継続を検討）  

【産業振興】(1)農業・水産業の振興 

事 業 名 集落営農組織等農地保全活動支援事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

効率的な農作業受託と経営安定を図るため、集落営農組織や地域の農地保全を担
う個人経営体が行う農業機械の導入を支援するもの。 

事業担当課 農業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
9,110  9,600  （継続を検討）  （継続を検討）  

【産業振興】(1)農業・水産業の振興 

事 業 名 新規就農総合支援事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

新規就農者の経営安定と就農後の定着を図るため、就農初期において給付金の交
付や機械・施設等の整備に対して支援するもの。 

事業担当課 農業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
20,337  33,825  （継続を検討）  （継続を検討）  

【産業振興】(1)農業・水産業の振興 

事 業 名 中山間地域等直接支払事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

中山間地域の耕作放棄地を防止し農地を保全するため、国の中山間地域等直接支
払制度により協定参加集落の活動を支援するもの。 

事業担当課 農業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
110,830  110,371  （継続を検討）  （継続を検討）  
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【産業振興】(1)農業・水産業の振興 

事 業 名 多面的機能支払交付金事業 （再掲） 

事 業 の 
目的と概要 

農地や農業水路等の維持管理のため、地域住民と連携した水路の泥上げや軽微な
補修など地域ぐるみの活動を支援するもの。 

事業担当課 農業振興課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
28,816  28,103  （継続を検討）  （継続を検討）  

【産業振興】(4)観光の振興 

事 業 名 天ヶ瀬温泉街復興プロジェクト事業  

事 業 の 
目的と概要 

天ヶ瀬温泉街の復興を推進するため、地域が目指す将来像の実現に向けた活動を
支援するもの。 

事業担当課 観光課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
5,552  4,298  （継続を検討）  （継続を検討）  

【産業振興】(4)観光の振興 

事 業 名 天ヶ瀬温泉街復興まちづくり計画推進事業(都市防災総合推
進事業)  

事 業 の 
目的と概要 

天ヶ瀬温泉街の復興に向けて、復興まちづくり計画に基づいた街並み整備などの
高質空間の形成に取り組むもの。 

事業担当課 観光課 
事 業 費 
(単位:千円) 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 
3,879  10,078  （継続を検討）  （継続を検討）  
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 ４．代表的な指標の一覧     

指標名 
基準値 
(年度) 

目標値 
令和 9 年度 

コンビニ交付の活用による証明書の発行割合 
10.05％ 

(令和 3 年度) 
26.64％ 

自治会への防災士配置率 
70.5％ 

(平成 30 年度) 
100％ 

消防団員数 
1,039 人 

(平成 27 年度) 
1,039 人 

集落営農組織法人数 
9 組織 

(平成 30 年度) 
12 組織 

新規就農者数（年間） 
31 人 

(平成 30 年度) 
31 人 

有害鳥獣による農林産物の被害額（年間） 
19,995 千円 

(令和 3 年度) 
16,799 千円 

新規林業就業者数（年間） 
17 人 

(平成 30 年度) 
20 人 

日田市ビジネスサポートセンターの相談回数

（年間） 

815 回 

(令和 4 年度) 
820 回 

日田市ビジネスサポートセンターの支援による

創業者数（年間） 

14 件 

(令和 4 年度) 
18 件 

ジョブカフェおおいた日田サテライト登録者の

市内企業への就職者数（年間） 

60 人 

(平成 30 年度) 
70 人 

商店街区域内の遊休不動産の利活用数（年間） 
3 件 

(令和元年度) 
5 件 

幹線道路網の改良率 
61.7％ 

(令和 3 年度) 
62.9％ 

上水道の管路の耐震化率 
9.1％ 

(令和 4 年度) 
12.5％ 

バリアフリートイレの整備箇所数（累計） 
52 箇所 

(令和 3 年度) 
58 箇所 

伝統的建造物修理・修景済数（累計） 
53 件 

(令和 4 年度) 
62 件 

観光施設、指定避難場所等への Wi-Fi 環境の整

備箇所数（累計） 

21 箇所 

(令和 4 年度) 
25 箇所 

災害防除工事の整備箇所数（年間） 
6 箇所 

(平成 28 年度) 
5 箇所 

生活排水処理率 
80.6％ 

(令和 3 年度) 
82.0％ 

市内の温室効果ガス排出量 
579 千ｔ‐CO2/年 

(平成 25 年度) 

289.5 千ｔ‐CO2/年 

(令和 12 年度) 

市民一人１日あたりの可燃ごみ排出量 
656g 

(平成 27 年度) 

511g 

(令和 8 年度) 

ごみのリサイクル率 
18.5％ 

(平成 27 年度) 

27.5％ 

(令和 8 年度) 
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